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１．平成２３年度業務実績について 

 

（１）評価の視点 

独立行政法人国立長寿医療研究センター（以下「センター」という。）は、国立長寿医

療センターが移行して、平成２２年４月１日に発足したものである。センターは、加齢

に伴って生ずる心身の変化及びそれに起因する疾患であって高齢者が自立した日常生活

を営むために特に治療を必要とするもの（以下「加齢に伴う疾患」という。）に係る医療

に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこうした業務に密接に関連する医療の提供、

技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策として、加齢に伴う疾患に関する高度

かつ専門的な医療の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的

とする。 

平成２３年度のセンターの業務実績の評価は、平成２２年４月に厚生労働大臣が定め

た中期目標（平成２２年度～２６年度）の２年目の達成度についての評価である。 

当委員会では、「厚生労働省所管独立行政法人の業務実績に関する評価の基準」等に基

づき、総務省政策評価・独立行政法人評価委員会から示された「独立行政法人の業務の

実績に関する評価の視点」（平成２１年３月３０日同委員会。以下「政・独委の評価の視

点」という。）やいわゆる二次意見等も踏まえ、評価を実施した。 

 

（２）平成２３年度業務実績全般の評価 

急速に進展する高齢社会を豊かで活力に満ちたものとするためには、高齢者に対する

医療の充実とともに、老年医学及び老年学に関する日本人のエビデンスの収集や研究基

盤及びネットワークの整備拡充が必要不可欠であり、老人保健及び福祉とも連携し、積

極的な情報収集及び成果等の世界への情報発信、長寿医療の普及に向けた人材育成のた

めの教育及び研修並びに得られた成果に基づく積極的な政策提言を行っていくことで健

康長寿社会の実現にその役割を果たすことが求められている。 

理事長のリーダーシップの下、職員の意識改革が進められる中、現場の裁量・権限の

拡大等を通じた業務運営の効率化、国民に対するサービスの質の向上、財務内容の改善

を図るための積極的な取組みが行われ、年度計画に掲げる経常収支率を大きく上回る成

果であった。中期目標の期間全体においても目標を達成できるよう努められたい。 

  研究・開発について、認知症先進医療開発センター、もの忘れセンター、歯科口腔先

進医療開発センターの連携推進及び分子基盤研究部設置による基礎的な研究基盤を強化

したことは評価する。 

また、認知症の疾患モデル等の医療・介護モデルの提唱、全国への展開が行われてい

るとともに、虚弱高齢者推計モデルで、重要な成果が得られている。 

さらに、弁理士を委員に加えた知的財産管理本部を設置し、知財の戦略的活用を検討

する基盤を強化した。 
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  医療の提供について、もの忘れセンターをフルオープンし、医師、看護師、心理士、

MSW、薬剤師、栄養士などの多職種協働体制をシステム化し、画像、バイオマーカー、

生活機能評価、認知機能評価、栄養評価、介護評価など多角的な評価を行う「ワンスト

ップサービスモデル」を完成、年間 1,200 名以上の認知症患者を、我が国最大のデータ

ベースとして蓄積していることは評価できる。 

また、モデル的な終末期医療を進めるため、多職種による高齢者終末期への対策チー

ム（エンド・オブ・ライフ（EOL）ケアチーム）を設置し、高齢者の非癌を中心とした

終末期医療のニーズ調査を実施し、終末期医療の希望調査を継続した。 

さらに、マスメディアやインターネットサイトを通じ、センターに関する情報発信を

積極的に行うとともに、長寿医療に関するシンポジウムやフォーラムを開催した。 

こうしたことを踏まえると、平成２３年度の業務実績については、全体としてはセン

ターの設立目的に沿って適正に業務を実施したものと評価できるものである。 

なお、中期目標に沿った具体的な評価結果の概要については２のとおりである。また、

個別評価に関する評価結果については、別紙として添付した。 

 

２．具体的な評価内容 

（１）研究・開発に関する事項 

① 臨床を志向した研究・開発の推進 

基礎研究の成果を臨床現場へ反映させるため、平成２３年度においては、研究所

の認知症先進医療開発センター及び歯科口腔先進医療開発センターと病院のもの忘

れセンターの連携を推進し、認知症先進医療開発センターには新たに分子基盤研究

部を設置することでアルツハイマー病を中心とした認知症の予防法、診断法並びに

治療法の開発に向けた基礎的な研究基盤をさらに強化した。さらに、病院・研究所

による共同研究数を平成２１年度に比べ 47.1%増と年度計画目標を大きく上回った

ことは評価する。トランスレーショナル研究の出口に向けた開発治験、医師主導治

験などを支える研究基盤は、現時点では必ずしも十分ではなく、今後に期待したい。 

 

  ② 病院における研究・開発の推進 

医療情報の電子化と先駆的なネットワークの確立として、iPad を用いた、心理検

査、生活機能検査の電子カルテへの自動入力を、本邦で最初に実現し、長寿モデル

となって広まっている。認知症の遠隔カンファランスシステムの試験運用開始に向

け準備したことは評価できる。 

また、生活習慣病検査値の最適範囲設定については、センターが日本老年医学会

の協力の下、生活習慣病に関連する各学会に班員推薦を依頼して研究を取りまとめ、

認知機能や生活自立を指標とした、生活習慣病の検査値の現時点での最適な範囲の

設定を模索することを目的とする研究が、内外のエビデンスの網羅的検索から開始
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されたことは、今後期待したい。 

 

  ③ 担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究・開発の推進 

（加齢に伴う疾患の本態解明） 

アルツハイマー病、血管性認知症等の予防法及び治療法の開発に必須となる認知

症の発症メカニズムの解明に関する研究を行うため、アミノ酸代謝異常で生ずる神

経毒のアミロイド代謝及びタウ代謝に与える影響の解析として、前年度までにアミ

ノ酸代謝異常で生じる神経毒キノリン酸がアルツハイマー病の原因物質とされるア

ミロイドβ蛋白（Aβ）を増加させることを示したが、本年度はその Aβ増加が反応

性アストロサイトに因ることを解明し、また、初代培養神経細胞を使用し、キノリ

ン酸のタウ代謝に与える影響の解析を開始した。 

 

（加齢に伴う疾患の実態把握） 

我が国独自に開発された基本チェックリストを用いて、国際的な虚弱指標（CHS

基準）による虚弱高齢者を推定する方法を検討した。 

具体的には、基本チェックリストの総得点は、CHS 基準の合計項目数と強い相関

性を持つことを見出し、カットオフ値を 9/10 で設定することにより、感度 79.2%、

特異度 94.0%の高い精度で、国際基準に基づいた虚弱高齢者の推定を可能にするこ

とを明らかにしたことは高く評価する。 

 

（高度先駆的及び標準的予防、診断、治療法の開発の推進） 

地域住民の観察研究をもとにした、疾患の運動習慣に関連する危険因子の解析と

して、無作為抽出された一般地域住民のコホート（NILS-LSA）における観察研究を

もとに運動・体力・筋量と疾患との関連を検討したことは、今後に期待する。 

また、ヒトの永久歯の歯髄組織から GMP 準拠細胞加工施設にて、SOP にしたが

って幹細胞を分取、増幅、凍結し、安全性及び品質を確認した。非臨床試験にてイ

ヌに歯髄幹細胞を移植して歯髄再生の有効性及び安全性を確認し、倫理審査委員会

の承認を得た。 

 

（医薬品及び医療機器の開発の推進） 

介護支援機器との接触による人体損傷メカニズムの解析では、人体の各部位に機

器材料が接触した状態を明らかにし、人体損傷データベースを設計した。その時の

検証から得られた結果を基に有効なプロテクタを提案した。 

また、治験の実施件数は平成２１年度に比べ 8.8%増の 37 件と増加、臨床研究の

実施件数は同 89.9%増の 131 件と大幅な増加となり、ともに積極的に実施した。し

かし、センターの開発治験を推進するための基盤整備は必ずしも十分ではなく、今
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後に期待したい。 

 

（医療の均てん化手法の開発の推進） 

平成２３年度は新規連携大学院との協定締結や新規連携講座の開設、社会人大学

院生の受け入れ、連携先大学での特別講義や大学院セミナーを開催するなど大学院

生の教育を行い、連携先大学院生の研究成果の学会発表、専門誌への投稿などへと

結びつけた。 

また、連携先の研究者との研究補助金の共同申請を行い、連携大学院との研究・

教育連携を推進させた。 

 

（情報発信手法の開発） 

認知症連携マップの作成として、効果的な認知症地域支援体制構築の方法を明ら

かにするため、認知症の人の生活のしやすさや便利さに関する実態調査、認知症を

支える地域資源の実態把握、認知症地域連携体制構築手法の分析、認知症地域連携

体制構築の実施、地域連携体制構築の効果判定、効果的な地域連携体制構築のため

のマニュアル作成・情報発信の研究を進めている。 

 

（２）医療の提供に関する事項 

  ① 高度先駆的な医療、標準化に資する医療の提供 

    もの忘れセンター1,000 例の包括解析は評価できる。 

加齢性筋肉減少症と骨粗鬆症の合併頻度について、骨量と筋量は正の相関を有し

ており、加齢性筋肉減少症と判定された 976 名中のうち骨粗鬆症が 440 名（45.1%）、

骨粗鬆症と判定された 977 名のうち加齢性筋肉減少症が 440 名（45.0%）とほぼ同

じ割合で合併していることが判明した。 

運動器疾患の転倒における「共通で重要なポイント」として「姿勢と転倒」とい

う新たな概念を提唱し、歩行と転倒の動的観察に基づき足関節筋力と柔軟性、膝関

節屈曲、脊椎後弯と転倒の関連を明らかにし、姿勢による転倒危険度を測定する

「Dorsiflex meter」を開発したことは高く評価する。 

転倒予防外来において、多数例で検証し、転倒予測に有用な知見を得、住民健診

や入院入所高齢者のスクリーニングに利用されることが期待される。また、転倒の

メカニズムの研究から、重点的に行うべきストレッチ、筋力向上の部位が示され、

簡便な転倒予防体操や有効な履物が明らかになった。 

産官学共同研究による、OCT による光印象と CAD/CAM を統合する新たな歯科修

復・補綴治療法の開発研究も継続し、機器の改善のため臨床情報のフィードバック

を行った。 
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  ② 患者の視点に立った良質かつ安心な医療の提供 

もの忘れセンターにおいて、認知症を主とした高齢者に特有な疾患の治療・介護

等について、薬剤師、看護師、言語聴覚士、心理士等が医師、歯科医師とともに各々

の専門分野を活かし、より質の高い医療の提供に取り組んでいることは評価する。

また、そのために患者ごとの診断カンファレンス、治療計画に基づいたケアカンフ

ァレンス、合同回診等を定期的（1 回／週）に実施している。さらに、認知症の家族、

介護者を中心とした家族教室（年間 20 回）や音楽教室（1 回／週）を医師、看護師、

栄養士、心理士、音楽療法士等が担当した。 

地域型認知症疾患医療センターの協力病院として、大府病院との連携を深めてい

る。平成２３年度において、センターから大府病院への紹介件数は 36 件、大府病院

からの紹介件数は 55 件であり、センターからは認知症の重度の精神症状治療を依頼

し、大府病院からは認知症を含む精神疾患の身体合併症治療の依頼が主である。 

 

  ③ その他医療政策の一環として、センターで実施すべき医療の提供 

認知症、在宅医療、終末期医療への取り組みが積極的に進められており、特に、

地域における認知症診療機能を充実強化するために IT 技術を活用した基盤整備を行

い、地域の医療機関が持つ医療資源を最大限に有効かつ効果的に認知症診療に活用

すべく取組みを進めたことから、医療者、介護者、家族等を交えたカンファランス

の開催件数は、平成２３年度は 177 件で、平成２１年度（129 件）と比べ増加（37.2%）

していることは評価する。 

 

（３）人材育成に関する事項 

前年度に引き続き、老年医療に関する医学生向けセミナーとして「老年医学サマー

セミナー」を開催したことは評価する。 

高齢者看護を担う人材の育成、長寿医療を推進するリーダーとして活躍できる人材

の育成を行うとともに、モデル的な研修や講習を実施することとしており、介護老人

保健施設等に勤務する看護師を対象として高齢者医療・在宅医療に対応する実践的な

高度総合看護師の教育研修を平成２３年度より開始した。 

また、研修の一部を「公開講座」として地域の看護師等に解放し、人材の育成に努

めた。 

今後はリーダー育成のための大学、企業、海外、PMDA などとの積極的な人事交流

を更に伸展させるべきである。 

 

（４）医療の均てん化と情報の収集・発信に関する事項 

全国各地で認知症患者の地域支援の調整等に携わる医師を対象として認知症サポー

ト医養成研修会を開催し、目標を超える 472 名の修了者を出した。地域においても知
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多半島整形外科連携セミナー、知多地域精神医療懇話会、知多地域介護者看護研修会、

知多医療・介護連携強化会議等を通じて連携を推進したことは評価する。 

平成２３年度においては、ホームページの抜本的な見直しに向けて、ワーキングチ

ームを立ち上げ更なる充実に向けて検討を開始した。 

また、新聞、雑誌、テレビ・ラジオといったマスメディア及びインターネットサイ

トを通じ、センターに関する情報発信を行ったことは評価する。 

 

（５）国への政策提言に関する事項、その他我が国の医療政策の推進等に関する事項 

長寿医療研究開発費を活用した社会医学研究を推進し、研究報告、論文発表、学会

発表等を通じた専門的提言を行った。 

具体的には、軽度認知機能障害（MCI）高齢者における認知機能低下抑制のための

RCT 介入試験のデータ解析を実施し、脳の活性化を取り入れた運動介入が認知機能低

下を有意に抑制することを明らかにした。この研究成果は、提言として開始される介

護予防事業に活かされるよう今後に期待する。 

長寿医療に関する国際シンポジウム「国立長寿医療研究センター国際シンポジウム」

及び超高齢社会を迎える日本におけるこの国のあり方を考え産業振興を実現するため

の「エイジング・フォーラム 2011」を開催したことは評価する。 

 

（６）効率的な業務運営に関する事項 

  ① 効率的な業務運営体制 

認知症先進医療開発センターにおいては、平成２３年４月に新たに分子基盤研究

部を設置することでアルツハイマー病を中心とした認知症の予防法、診断法並びに

治療法の開発に向けた基礎的な研究基盤をさらに強化したことは評価する。 

また、病院経営において重要である医事機能を強化するため、医事室を医事課に

格上げするとともに、財務管理体制強化のため併任であった、財務経理部長を専任

で採用するなど、更なる機能強化を図った。 

 

  ② 効率化による収支改善、電子化の推進 

センターとしての使命を果たすための経営戦略や事業計画を通じ、費用の節減や

収入の確保等の経営管理により、平成２３年度の損益計算において経常収支率

103.6%（経常利益 3 億円）とプラスになり、年度計画に比して各々＋5.8 ポイント、

＋453 百万円改善し目標を達成しており高く評価する。また、一般管理費の節減につ

いて、30%減と年度計画を大幅に上回ったことを評価する。 

職員を対象として、診療報酬請求漏れ改善セミナーを開催し、請求漏れの背景や

請求漏れが起こりやすい項目等について、講義を行い、職員の請求漏れ防止への意

識の涵養を図った。さらに、2012 年度の診療報酬の改定の詳細と、施設基準の取得・
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算定方法等における要点等についての研修会を開催し、職員の収益向上のための意

識付けを行った。 

 

（７）法令遵守等内部統制の適切な構築 

法令等の遵守を期するため、センター業務及び予算に対する内部統制部門として監

査室を設置し、独自に行う内部監査に加え、会計監査人及び監事とも連携し、効率的・

効果的にセンター業務等に関する内部統制を行っており、外部監査を含む監査を 31 回

行ったことは評価する。 

また、公的研究費の適切な使用に努めるため、公的研究費使用ハンドブックを作成・

公表し、研究を行う研究者及び研究費事務を取り扱う事務職員等に対し周知徹底した。 

 

（８）予算、収支計画及び資金計画等 

民間企業等より外部資金を受託しやすい体制を整え、研究収益は平成２１年度に比

べて 37.6%増加したことは評価する。 

財政融資資金等外部からの新たな借入を行わず、必要な整備は自己資金により対応

したため、固定負債（長期借入金）を確実に償還し残高を減少させた。 

 

（９）その他業務運営に関する事項 

新病院構想委員会を平成２３年９月から 2 回開催し、各部門から幅広い意見が寄せ

られ、建造物の建て直しにとどまらず、それを活用して診療システムを立て直す機会

と捉え、より具体的なワーキングに移行する準備が整った。 

また、NCGG 病院活性化チームは、熱意のある中堅・若手職員の積極的な参加を得

て、多職種による 15 名のメンバーと 8 名のアドバイザリーボードで構成され、職員の

意見や提案をとりあげ、センターの運営や経営に反映させるよう取り組む活動を行っ

ており、平成２３年度に、顔写真入りの職員録（各職員より一言コメントを記載）を

作成し、平成２３年１０月に電子カルテ上に掲載することで、職員間の連携を取りや

すくするように配慮するなどの活動を行ったことは評価する。 

 

（10）評価委員会が厳正に評価する事項及び政・独委の評価の視点への対応 

  ① 財務状況について 

病院の機能を踏まえた職員の適正配置、診療報酬の上位基準の取得等を図るとと

もに、材料費や一般管理経費等に係るコスト節減に努め、収支改善を推進し、当期

総利益は 2.9 億円を計上した。 

中期目標期間中において収支相償の経営を実現できるよう今後も引き続き経営改

善に取り組むよう努めるべきである。 
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② 保有資産の活用状況とその点検 

  「独立行政法人の保有資産の不要認定に係る基本的視点」で示された視点に基づ

き点検した結果、保有資産で「不要」と認められるケースはなく、病院事業、研究

事業に有効活用している。 

（実物資産） 

平成２４年４月３日「独立行政法人の職員宿舎の見直し計画」（行政改革実行本

部決定）で示された対象となる職員宿舎（２４年４月１日時点）の宿舎は 2 棟であ

り、平成２４年中に策定予定の見直し実施計画に基づき着実に実施されるよう当委

員会としても、その措置状況を注視していく。 

   （金融資産） 

「いわゆるたまり金の精査」における、運営費交付金債務と欠損金等との相殺状

況に着目した洗い出し状況については、財務担当員によるヒアリングにより、該当

がない旨確認をしており、当委員会として今後も注視していく。 

 

③ 給与水準の状況と総人件費改革の進捗状況 

センターの給与水準について、平成２３年度のラスパイレス指数は、研究職 106.4、

医師 115.9、看護師 99.5、事務・技術職 101.4 となっており、その原因としては、医

長・室長以上に年俸制を導入して勤務成績を反映させたこと、医師手当について地

域手当級別支給割合が 5 級地に該当することから国の医師手当額に比べて高いこと、

諸種手当を創設したことが主に影響している。 

給与水準は、適正化に向けた不断の努力が求められるものであるが、医師につい

ては、自治体病院や民間医療機関とはなお開きがあり、医師確保が問題となってい

る昨今において、他の医療機関と遜色のない給与水準に近づけることは必要な措置

であると考える。 

なお、医療職種のモチベーションが金銭面だけではないことは自明であり、診療

環境や研究環境、勤務体制等はもとより魅力ある病院づくりも重要である。 

また、総人件費改革の主な取り組みとして、技能職の退職不補充、調整額の廃止、

給与カーブの変更などを行い、平成２１年度からの削減額は 95 百万円であった。他

方、増額は 2.7 億円であった。結果として平成２１年度と比して 1.7 億円増となり、

行革推進法等による削減率を達成していないものの、認知症を始めとする加齢に伴

う疾患に関する高度先駆的医療の研究開発・普及・医療提供や、治験・臨床研究を

推進する体制強化、医療安全や診療報酬基準への対応によるものであるが、センタ

ーの役割を着実に果たしていくためには必要な措置と認められる。 

今後とも適正な人件費管理を行い人件費改革に強力に取り組む必要があるが、国

内外の関係機関と連携し、研究・開発及び人材育成に関し国際水準の成果を生み出

していくためには、研究・医療現場に対する総人件費改革の一律の適用は困難であ
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る。 

福利厚生費については、国時代に取り組んできたレクリエーション経費の自粛を

はじめ、弔電、供花や永年勤続表彰についても厚生労働省に準じた基準とするなど

事業運営上不可欠なものに限定し、適切に取り組んでいる。 

 

④ 事業費の冗費の点検について 

外部委託検査の契約単価引き下げや診療材料の契約単価見直しによる変更契約な

どにより経費削減を行っている。旅費については年度末における不要不急な出張が

行われないよう精査している。こうした継続的な取組みを期待する。 

 

⑤ 契約について 

契約の点検及び見直しについては、監事及び外部職員で構成する契約審査委員会

を設置し、競争性のない随意契約、一者応札・一者応募となった契約、落札率が 100%

となった契約について、契約の適正性・妥当性・競争性確保の観点から監視を行っ

ており、引き続き、より一層透明性と競争性が確保された契約の実施に期待する。 

（公益法人等への会費等への支出について） 

平成２３年度においては、3 件の該当があり、次年度以降においては、平成２４年

３月２３日「独立行政法人が支出する会費の見直しについて」（行政行革実行本部決

定）の方針に従い、独立行政法人の業務の遂行のために真に必要なものを除き、公

益法人等への会費の支出を行うことがないよう当委員会としても、その措置状況を

注視していく。 

 

⑥ 内部統制について 

センター設立時に業務運営体制としての重要事項を審議する理事会を設けるとと

もに役員会、幹部会議等において、理事長が理念や方針を役職員に示しており、全

職員に周知されている。また、職員とのヒアリングや意見交換の実施などにより職

員からの意見を積極的に取り入れる環境を整備し、前述の会議等においてもセンタ

ーとして取り組むべき事項は取り入れるなどセンターの活性化を図っている。逆に、

ミッション達成を阻害すると思われる要因や問題点、今後の課題等についても把握

するとともに、それらについては十分な分析・検討により、その対応について役職

員に対し的確に指示をするなど、適切な統制環境の確保に向けて取り組んでいると

認められる。 

また、監事による監査のほか、監査室による内部監査やコンプライアンス室、理

事長特任補佐による理事長補佐体制と合わせ、内部統制の充実に取り組んだことは、

ミッションや中期計画を達成する上でその妥当性やリスクを把握・分析する重要か

つ適切な取り組みであったと言える。 
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加えて、監事は、業務評価制度の実施状況報告を受け、必要に応じて調査を行う

ことにより、職員が全体目標・部門目標を共有し自ら設定した目標の達成に努めて

いるか、職員間のコミュニケーションが十分図られているかについても確認を行っ

ている。 

さらに、センターの実績は年度計画を達成しており、これは年度計画や業績測定

のための尺度が妥当であったことによるものと認める。今後においても、役職員に

対する内部統制の周知徹底を図るとともに、監査法人監査及び内部監査の実効を高

めることを期待する。 

 

⑦ 事務事業の見直しについて 

独立行政法人の事務・事業の見直し基本方針で講ずべき措置とされた、研究事業、

臨床研究事業、診療事業、教育研修事業、情報発信事業等の業務運営の効率化につ

いては、平成２２年度から継続して実施している。 

 

⑧ 法人の監事との連携状況について 

当委員会では、評価の実施に当たり、監事の監査報告書の提出並びに監事監査の

実施状況及び業務運営上の検討点について説明を受け、評価を行った。 

 

⑨ 国民からの意見募集について 

当委員会では、評価の実施に当たり、平成２４年７月１７日から３１日までの間、

センターの業務報告書等に対する国民からの意見の募集を行い、その寄せられた意

見を参考にしながら評価を行った。 



 

 

 

独立行政法人国立長寿医療研究センター 

平成２３年度業務実績評価シート 

 

別紙 
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（１）臨床を志向した研究・開発の推進 1 66

（１）公衆衛生上の重大な危害への対応 66

（２）国際貢献 67

7

（２）病院における研究・開発の推進 7
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第２ 国民に対して提供するサービス

その他の業務の質の向上に関する

事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１．研究・開発に関する事項 

（１）臨床を志向した研究・開発の推進 

 

高度先駆的医療の開発及び標準医療の

確立のため、臨床を指向した研究を推進

し、優れた研究・開発成果を継続的に生

み出していくことが必要である。このた

め、センターにおいて以下の研究基盤強

化に努めること。 

 

①研究所と病院等、センター内の連携強

化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 国民に対して提供するサービス

その他の業務の質の向上に関する

目標を達成するために取るべき措

置 

 

センターが国際水準の研究を展開し

つつ、我が国の治験を含む臨床研究を

推進するため、以下に掲げる中核機能

を強化する。 

これにより、高度先駆的医療の開発

及び標準医療の確立のための臨床を指

向した研究を推進し、その成果を継続

的に生み出していく。 

 

 

１．研究・開発に関する事項 

（１）臨床を志向した研究・開発の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

①研究所と病院等、センター内の連携

強化 

 

臨床現場における課題を克服するた

めの基礎研究を円滑に実施し、また、

基礎研究の成果を臨床現場へ反映させ

るため、研究所と病院との合同会議や

共同研究の推進等により、人的交流を

図るとともに、各部署の高度な専門性

に基づいた連携を推進する。 

これにより、病院・研究所による共

同研究を、中期目標の期間中に、平成

２１年度に比べ２０％増加させる。 

  

 

 

 

 

第１ 国民に対して提供するサービス

その他の業務の質の向上に関する

目標を達成するために取るべき措

置 

 

センターが国際水準の研究を展開し

つつ、我が国の治験を含む臨床研究を

推進するため、以下に掲げる中核機能

を強化する。 

これにより、高度先駆的医療の開発

及び標準医療の確立のための臨床を指

向した研究を推進し、その成果を継続

的に生み出していく。 

 

 

１．研究・開発に関する事項 

（１）臨床を志向した研究・開発の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

①研究所と病院等、センター内の連携

強化 

 

 「認知症先進医療開発センター」や「も

の忘れセンター」を活発に運営し、高

齢者認知能の総合的評価法開発等にお

けるセンター内連携を強化・推進し、

認知症の予防、診断、治療及び介護に

関する研究開発体制を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を

達成するために取るべき措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．研究・開発に関する事項 

（１）臨床を志向した研究・開発の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

①研究所と病院等、センター内の連携強化 

 

１ センター内の連携強化 

 

病院を併せ持つ研究機関の特性を活かし、臨床を志向した研究・開発の推進を

図り、基礎研究の成果を臨床現場へ反映させるため、研究所、認知症先進医療開

発センター及び病院との連携強化を図り、センター内における共同研究の推進に

取り組んだ。 

平成23年度においては、「認知症先進医療開発センター」、「もの忘れセンタ

ー」及び「歯科口腔先進医療開発センター」の連携を推進し、認知症先進医療開

発センターには新たに分子基盤研究部を設置することでアルツハイマー病を中

心とした認知症の予防法、診断法ならびに治療法の開発に向けた基礎的な研究基

盤をさらに強化した。 

これらの取組みにより病院・研究所による共同研究件数は平成22年度の22件か

ら平成23年度には25件、対前年113.6％と増加した。 

 

【病院・研究所による共同研究件数】 

    21年度  17件 
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②「革新的医薬品・医療機器創出のため

の５か年戦略」（平成１９年４月２６

日内閣府・文部科学省・厚生労働省・

経済産業省）に基づく、産官学が密接

に連携して臨床研究・実用化研究を進

める「医療クラスター」の形成等、国

内外の産業界、研究機関及び治験実施

医療機関等との連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②産官学等との連携強化 

 

国内外の産業界、研究機関、治験実

施医療機関等とも、共同研究・受託研

究の推進等により、各組織の高度な専

門性に基づいた連携を図るため、「医

療クラスター」の形成等、研究の基盤

となる体制を整備する。 

これにより、企業との共同研究の実

施数を、中期目標の期間中に、平成２

１年度に比べ２０％増加させる。 

また、治験実施数（国際共同治験を

含む。）を、中期目標の期間中に、平

成２１年度に比べ１０％増加させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②産官学等との連携強化 

 

国内外の産業界、研究機関、治験実

施医療機関等との共同研究・受託研

究・治験の実施件数の増加を図るとと

もに、「認知症先進医療開発センター」、

「口腔疾患先進医療開発センター」に

おいては創薬・医療機器開発ベンチャ

ー等との連携強化により、シーズの実

用化を目指した研究開発を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  22年度  22件 

   23年度  25件（対前年113.6％）（対21年度147.1％） 

 

〈参考〉 
  平成24年度計画目標値  共同研究件数 20件以上 
 

２ 研究開発体制の推進 

 

認知症先進医療開発センター（CAMD）に所属する常勤の研究者は、CAMD報告会

において自らの研究をセンターの職員に広く紹介し、議論を行っている。CAMD

報告会を通じて、CAMDのミッションである「認知症対策に資する予防、診断、治

療ならびに介護・支援の先進的、且つ実用化を目指した開発研究」に照らし、個々

の研究の進捗と方向性を確認することとしている。 

また、研究所において外部講師を招いたNILSセミナー、認知症先進医療開発セ

ンターにおいてはCAMD報告会、CAMDセミナーを開催することで、研究者の成果報

告、最新の研究などの知識の習得によりで研究意欲の向上に努めている。 

 

②産官学等との連携強化 

 

１ 企業との共同研究、治験の実施状況 

 

産官学等の連携を図り、企業との共同研究、治験を推進した。企業との共同研

究は平成22年度の14件から平成23年度には19件、対前年135.7％と増加し、治験

は平成22年度の26件から平成23年度には37件、対前年142.3％と増加した。 

 

【企業との共同研究】 

 21年度 12件 

 22年度 14件     

 23年度 19件（対前年度135.7％）（対21年度158.3％） 

 

【治験】 

 21年度 34件 

 22年度 26件  

 23年度 37件（対前年度142.3％）（対21年度108.8％） 

   

２ 企業との共同研究、治験を推進するための取組み 

 

（１）受託研究の環境整備  

 

平成22年度から、受託研究取扱規程を見直し、契約金の前払制から出来高払制

にするなど依頼者（企業）側に配慮した改正を行い、受託しやすい環境を整備し

ている。 
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③研究・開発に係る企画及び評価体制の

整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③研究・開発の企画及び評価体制の整

備 

 

倫理委員会、共同研究・受託研究審

査委員会、長寿医療研究開発費評価委

員会等の活用により、研究・開発につ

いての企画・評価体制を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③研究・開発の企画及び評価体制の整

備 

 

長寿医療研究開発費評価委員会によ

る外部評価を経て、同研究開発費によ

る研究を平成２２年度に引き続き実施

する。 

センターが行う各種研究について

は、外部委員も参画する倫理・利益相

反委員会、共同研究審査委員会、受託

研究審査委員会等における審査・評価

を通じ、研究の質を担保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）医療クラスターの形成 

 

歯科再生医療に係るスーパー特区案件につき、事業化、知財戦略強化のため、

企業コーディネーター、顧問弁理士を含むタスクフォースをセンター内に設置し

た。また、歯科に限らずセンター全体で取り組みを行う目的で職務発明委員会を

発展させて知的財産管理本部として運用を開始した 

 

（３）企業との共同研究の実施状況 

平成23年度において、下記の取り組みを行った。 

１）生活支援ロボットの実用化プロジェクト 

２）新しい骨折治療法の開発 

３）脊柱管狭窄症の新治療法の開発 

４）新型ヒッププロテクターの開発 

５）新しい握力計の開発 

６）認知症に対する新たな治療法の開発 

７）冠動脈疾患の悪化制御に関する研究 

８）歯科用OCT画像診断機器の開発と臨床応用 

９）可食性フィルムによるドラッグデリバリーシステム（DDS）の開発 

 

③研究・開発の企画及び評価体制の整備 

 

平成23年度においては、外部委員を含めた委員により構成する長寿医療研究開

発費評価委員会における研究課題の選考、研究成果に関する評価を実施した。 

 

【長寿医療研究開発費】 

 （新規） 22年度  19課題   185,484千円 

23年度  42課題  641,850千円 

【長寿医療研究開発費評価委員会】 

 （開催回数） 22年度 2回 

        23年度 1回 

 （審査件数） 22年度 97件 

                23年度  71件 

【倫理・利益相反委員会】 

 （開催回数） 22年度 12回 

23年度  12回 

 （審査件数） 22年度 100件 

23年度  63件 

【共同研究審査委員会】 

 （開催回数） 22年度 5回 

        23年度 4回 

 （審査件数） 22年度 19件 

        23年度 14件 

【受託研究審査委員会】 
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④効果的な知的財産の管理、活用の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④知的財産の管理強化及び活用推進 

 

研究・開発の成果を確実に知的財産

に結びつけるため、研究開発システム

の改革の推進等による研究開発能力の

強化及び研究開発等の効率的推進等に

関する法律（平成２０年法律第６３号）

及び「知的財産推進計画」を踏まえつ

つ、研究開発成果の流出に対する防止

策の構築、職員に対する知財教育の実

施、研究者への相談支援機能の充実等

により、効果的な知的財産の管理を強

化するとともに、産業界との連携等に

より、知的財産の活用を推進する。 

このため、職務発明委員会を随時開

催するとともに、同委員会における審

査件数を、中期目標の期間中に、平成

２１年度に比べ２０％増加させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④知的財産の管理強化及び活用推進 

 

研究開発成果の流出に対する防止策

の構築の一環として、平成２２年度に

引き続き、研究に携わる職員に対し知

財に関する研修を実施するとともに、

認定ＴＬＯの活用等により研究者への

相談支援機能の提供を行う。 

また、産業界との共同研究の実施に

より、センターの知的財産の効果的活

用を推進する。 

これらの結果として、センターにお

ける職務発明の件数の増加を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （開催回数） 22年度 7回 

                23年度 8回 

 （審査件数） 22年度 51件 

        23年度 59件 

 

④知的財産の管理強化及び活用推進 

 

１ 職務発明の状況 

 

職務発明について、職務発明委員会に諮った審査件数は、平成23年度には４件

で、平成22年度と比べ２件減少した（4回開催）。なお、平成24年2月より委員会

機能を強化させた知的財産管理本部として運用を開始し、職務発明に対する支援

を強化し、目標達成を目指している。 

 

【職務発明委員会審査件数】 

21年度 10件 

22年度  6件 

 23年度  4件（対前年度66.7％）（対21年度40％） 

  

２ 知的財産の整理状況 

 

平成２３年度は特許権の放棄が2件あった。いずれにおいても職務発明委員会

において必要性、費用対効果及び事業化の可能性等を総合的に審査し、決定して

いる。 

 

３ 知的財産管理本部の設置 

 

当センターの知的財産について、自らの知財戦略に基づき、研究成果の権利

化・事業化を積極的に進めていくことが必要となっている。 

そこで、平成22年度に歯科タスクフォースを設置したが、歯科分野以外の知財戦

略を進めるため、センター全体の知的財産権の管理・運用を一元的に行う組織と

して職務発明委員会の体制を強化し、知的財産管理本部として運用を開始した。 

 

４ 認定ＴＬＯの活用等による相談支援機能の提供 

 

ヒューマンサイエンス振興財団とTLO契約を締結し研究者の相談支援機能強化

を図っている。 
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評価の視点等 自己評定 Ａ 評価項目１ 評  定 Ａ 

【評価項目１ 研究・開発に関する事項 

 （１）臨床を志向した研究・開発の推進】 

（総合的な評定） 

・ 病院・研究所による共同研究を、成果の臨床現場への活用を目指して活発に推進した。 

・ 新たに認知症先進医療開発センターに分子基盤研究部を設置し、基礎的な研究基盤を強化し

た。 

・認知症先進医療開発センター、もの忘れセンターを中心に、認知症の予防、診断、治療ならび

に介護までの先進的研究がを推進した。 

・ 平成23年度には、アルツハイマー病の病態研究で世界をリードする研究者を海外から多数招

聘し、国際シンポジウムを開催した。 

・ 研究・開発における企業との連携強化を、認知症の基礎及び応用研究を中心に推進した。 

・ 治験に関して、質的にも量的にも拡大すべく対応した。 

・ 知的財産管理本部を設置し、知財の戦略的活用を検討する基盤を強化した。 

（委員会としての評定理由） 

 研究所と病院のもの忘れセンターの連携を推進し、認知症先進医療開

発センターには新たに分子基盤研究部を設置することでアルツハイマー

病を中心とした認知症の予防法、診断法並びに治療法の開発に向けた基

礎的な研究基盤をさらに強化した。さらに、病院・研究所による共同研

究数を平成２１年度に比べ47.1%増と年度計画目標を大きく上回った

ことは評価する。 

 

 

（各委員の評定理由） 

・認知症先進医療センター、もの忘れセンター、歯科口腔先進医療開発セ

ンターなど、基礎と臨床が連携できる研究開発の基盤が充実してきている

点は大変評価できる。 

・知財管理、企業との共同研究などのトランスレーショナル研究の体制が

強化されているのは評価できる。 

・基礎研究の実用化の促進の努力を続けており、２３年度は認知症先進医

療開発センター、もの忘れセンターおよび歯科口腔先進医療開発センター

の連携を推進させ、特にアルツハイマー病の診断と治療の研究に力を注い

でいる。以上の努力によって研究件数は多少増加した。 

・前年度より病院・研究所との共同研究が４７．１％増加、企業との共同

研究が５８．３％増加、治験実施数が８．８％増加したほか、知的財産管

理本部を新たに設置するなど大いに評価できる。 

・分子基盤研究所設置、知財管理本部設置など基盤整備の実施により、研

究所・病院との共同研究、外部との共同研究も目標を超えて毎年増加した

事について評価する。 

・研究所と病院、各センターが連携した共同研究数、企業との共同研究数

など着実に増えているほか、企業と連携するなどしてアルツハイマー病の

病態研究や創薬を推進するための体制整備にも取り組んでいることは評

価できる。今後の成果に期待したい。 

・企業との共同研究は計画大きく上回って達成しており大変高く評価でき

る。 

・企業との共同研究、治験について増加してきている。 

・研究・開発の企画や評価体制は少しずつ整備されている。 

・職務発明委員会の審査件数が増えていない。 

・センター内共同研究件数は計画を大きく上回って達成しており大変高く

評価できる。 

・治験件数は中期計画を目指して着実に増加していると評価できる。 

 

 

［数値目標］ 

・病院・研究所による共同研究を、中期目標の期

間中に、平成２１年度に比べ２０％増加 

・病院・研究所による共同研究数については２５件となっており、平成２１年度に比べ47.1％

増となっており、目標を上回っている。（業務実績１頁参照） 

〈参考〉平成24年度計画目標値  共同研究件数 20件以上 

・企業との共同研究の実施数を、中期目標の期間

中に、平成２１年度に比べ２０％増加 

・企業との共同研究数については、１９件となっており、平成２１年度に比べ58.3％増となっ

ている。（業務実績２頁参照） 

・治験実施数（国際共同治験を含む。）を、中期

目標の期間中に、平成２１年度に比べ１０％増

加 

・治験実施数については、３７件となっており、平成２１年度に比べ8.8％増となっている。目

標の１０％増には達していないが、中期目標期間中の達成を目指す。（業務実績２頁参照） 

 

・職務発明委員会を随時開催するとともに、同委

員会における審査件数を、中期目標の期間中

に、平成２１年度に比べ２０％増加 

・職務発明委員会は４回開催、審査件数については４件で、平成２１年度に比べ６件の減少とな

り、目標を達成していないが、中期目標期間中の達成を目指す。（業務実績４頁参照） 

 

［評価の視点］ 

・基礎研究を円滑に実施し、その成果を臨床現場

へ反映させるため、研究所と病院との人的交流

を図るとともに、各部署の高度な専門性に基づ

いた連携を推進しているか。 

実績：○ 

・病院を併せ持つ研究機関の特性を活かし、臨床を志向した研究・開発の推進を図り、基礎研

究の成果を臨床現場へ反映させるため、研究所、認知症先進医療開発センター及び病院との連

携強化を図り、センター内における共同研究の推進に取り組んだ。 

・平成23年度においては、研究所の「認知症先進医療開発センター」及び「歯科口腔先進医療

開発センター」と病院の「もの忘れセンター」の連携を推進し、認知症先進医療開発センター

には新たに分子基盤研究部を設置することでアルツハイマー病を中心とした認知症の予防法、

診断法ならびに治療法の開発に向けた基礎的な研究基盤をさらに強化した。 

（業務実績１頁参照） 

・産官学等との連携強化を図るため、「医療クラ

スター」の形成等、研究の基盤となる体制を整

備しているか。 

 

 

 

 

実績：○ 

・臨床研究推進部において、臨床研究の支援を強力に推し進めた。 

・受託研究にかかる契約金の出来高払制を維持し、受託しやすい環境を整え受託研究の推進に努

めた。（業務実績２頁参照） 

・平成22年に設置した歯科に係る知財戦略のためのタスクフォースを発展させ、歯科以外も含

め、知的財産管理本部として設置・運用を開始した.。（業務実績３頁参照） 

・企業等との産官学連携を進め、将来の医療分野の事業化を促進させるための取組みを進めた。

（業務実績２，３頁参照） 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ａ 評価項目１ 評  定 Ａ 

・研究・開発の企画及び評価体制を整備している

か。 

 

実績：○ 

・センターが行う各種研究については、外部委員を含めた長寿医療研究開発委員会、倫理・利益

相反委員会、共同研究審査委員会、受託研究審査委員会における審査により課題の選考及び研

究成果による評価を行っている。（業務実績３頁参照） 

（その他の意見） 

・開発治験などを自前で推進するための基盤整備がまだ十分とはいえな

い。この点の整備が望まれる。 

・研究論文の質、量のさらなる向上が望まれる。 

 ・効果的な知的財産の管理を強化するとともに、

産業界との連携等により、知的財産の活用を推

進しているか。 

 

実績：○ 

・知的財産の管理強化として、委員に弁理士を含めた知的財産管理本部を設置し、認定TLOの

活用等による相談支援機能の提供等を行っている。（業務実績４頁参照） 

 

・特許権等の知的財産について、法人における保

有の必要性の検討状況についての評価が行わ

れているか。（政・独委評価の視点） 

 

実績：○ 

・平成22年度に強化した臨床研究推進部において、臨床研究の支援を強力に推し進めた。 

・知的財産については、特許等の出願時に知的財産管理本部で法人における保有の必要性を検

討し評価する体制を整えている。（業務実績４頁参照） 

 
 

・検討の結果、知的財産の整理等を行うことにな

った場合は、その法人の取組状況や進捗状況等

についての評価が行われているか。（政・独委

評価の視点） 

 

実績：○      

・平成２３年度は特許権の放棄が2件あった。いずれにおいても職務発明委員会において必要性、

費用対効果及び事業化の可能性等を総合的に審査し、決定している。 

（業務実績４頁参照） 

 

・特許権等の知的財産について、特許出願や知的

財産活用に関する方針の策定状況や体制の整

備状況についての評価が行われているか。

（政・独委評価の視点） 

 

実績：○ 

・平成２２年度に歯科分野の知財活用を推進するため、歯科タスクフォースを設置したが、こ

れを発展させセンター全体の知財活用を図るため知的財産管理本部として再編成した。（業務

実績４頁参照） 

 

・実施許諾等に至っていない知的財産の活用を推

進するための取組についての評価が行われて

いるか。（政・独委評価の視点） 

 

 

 

実績：○ 

・実施許諾等に至っていない知的財産の活用を推進するための取組みは、個別事案に対して対応

を行っているところである。今後も、産学連携による研究を推進することにより、活用できる知

的財産の創出に努めていく。 

なお、特許申請、特許放棄等については、職務発明等規程に定められた手続きに則って行われ

るものであり、外部有識者を含めた知的財産管理本部による審議を経て行っているところであ

る。 
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（２）病院における研究・開発の推進 

 

治験等の臨床研究を病院内で高い倫理

性、透明性をもって円滑に実施するため

の基盤の整備に努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）病院における研究・開発の推進 

 

①臨床研究機能の強化 

 

治験等の臨床研究の実施体制の強化

のため、薬事・規制要件の専門家を含

めた治験業務に携わる人材の充実をは

じめとした、治験等の臨床研究の支援

体制の整備に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②倫理性・透明性の確保 

 

倫理委員会等の機能強化のため、臨

（２）病院における研究・開発の推進 

 

①臨床研究機能の強化 

 

薬事・規制要件の専門家を含めた治

験業務に携わる人材の充実をはじめと

した、治験等の臨床研究の支援体制の

整備に努める。 

特に医療情報の電子化と先駆的なネ

ットワークの確立に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②倫理性・透明性の確保 

 

臨床研究により発生しうる有害事象

（２）病院における研究・開発の推進 

 

①臨床研究機能の強化 

 

１ 医療情報の電子化と先駆的なネットワークの確立 

 

iPadを用いた、心理検査、生活機能検査の電子カルテへの自動入力が、本邦最

初に実現し、長寿モデルとなって広まっている。 

認知症の遠隔カンファランスシステムの試験運用開始に向け準備した。 

 

２ 生活習慣病検査値の最適範囲設定 

 

国立長寿医療研究センターが日本老年医学会の協力の下、生活習慣病に関連す

る各学会に班員推薦を依頼して研究を取りまとめ、認知機能や生活自立を指標と

した、生活習慣病の検査値の現時点での最適な範囲の設定を模索することを目的

とする研究が、内外のエビデンスの網羅的検索から開始された。 

次年度以降、国内のコホート研究のサブ解析によって、縦断的成績による実証

追加されていく予定である。 

 

３ 基礎研究の成果をシーズとする臨床研究立ち上げの支援 

 

研究所等における研究成果をシーズとする臨床研究立ち上げの支援を行った 

(3件)。 

 

４ 平成22年度に強化した臨床研究推進部において、臨床研究の支援を強力に推

し進めた。 

 

５ 電子カルテ化にともない、診療情報の臨床研究への二次利用システムを確立

し、さらなるネットワーク化への基礎を築いた。また、治験の処方においても

手書き運用を解消し電子化を行った。 

 

６ 医薬品医療機器総合機構(PMDA)の実地調査を受審し(2010年8月24日)、GCP

に適合した施設であることが確認されている。 

 

７ 平成23年度の治験申請から症状登録までの期間は平均151.7日となっている

ことから、24年度は短縮化を推進する 

〈参考〉 
  平成24年度計画目標値   

治験申請から症状登録までの期間を平均100日以内 
    

②倫理性・透明性の確保 

 

１ 倫理・利益相反委員会申請様式の改訂 
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床研究により発生しうる有害事象等安

全性に関わる課題に関し、医療安全委

員会等との情報共有等による連携を推

進する。 

倫理性・透明性確保のため、臨床研

究等に携わる職員に対する教育の実施

等により、職員の意識向上のための機

会を確保する。 

また、臨床研究に参加する患者・家

族に対する説明書・同意書の内容につ

いて、倫理委員会等において重点的な

審査を行い、臨床研究の趣旨やリスク

に関する適切な説明と情報開示につな

げる。 

これらの取り組みと併せ、センター

で実施している治験等臨床研究につい

て適切に情報開示することにより、治

験等の臨床研究を病院内で高い倫理

性、透明性をもって円滑に実施するた

めの基盤の整備に努める。              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報等を、倫理・利益相反委員会と医

療安全管理委員会とで情報共有するこ

とにより、倫理・利益相反委員会の機

能強化を図る。 

臨床研究等に携わる職員に対する、

各種指針等についての研修を実施す

る。 

臨床研究の趣旨やリスクに関する適

切な説明と情報開示を、患者・家族に

対し行うため、院内で使用する説明

書・同意書等の内容・形式の標準化を

行うとともに、その内容の見直しを定

期的に行う。 

センターで実施する治験等臨床研究

の情報について、ホームページの活用

等により情報開示を行うとともに、詳

細な内容についても、患者・家族等の

求めに応じ、可能な範囲内で情報提供

を行う。         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6NC合同研究事業において各研究機関の倫理審査申請書のチェックを行った結

果、当センターの申請様式に不足していると思われる記載事項を比較検討した。 

様々な倫理規定が制定された現状、研究倫理に厳しい目が向けられている研究環

境に対応できるよう、様式の改訂を行った。今後も刻々と変化する研究環境に対

応するべく、随時見直しを行っていくこととしている。 

 

２ 臨床研究に関する教育研修 

 

治験や臨床研究を実施していく上で必要となる基礎知識を習得し、臨床研 

究の推進に役立てることを目的としてセンター職員を対象としたCRD(Clinical 

Reserch and Development)セミナーを開催した。 

 

第1回 平成23年11月22日・平成23年11月29日 

第2回 平成23年12月20日・平成23年12月27日 

第3回 平成24年 1月24日・平成24年 1月30日 

第4回 平成24年 2月23日・平成24年 2月28日 

 

３ 臨床研究により発生しうる有害事象の情報共有 

 

有害事象等の安全性に関わる課題については、倫理・利益相反委員会及び医療

安全管理委員会に情報提供し、平成22年度に定めた情報共有のためのルールに従

い運用を行った。 

 

４ 臨床研究等に携わる職員に対する研修の実施 

 

臨床研究に関する倫理、その他臨床研究の実施に必要な知識について、ICR web

のｅ－ラーニングを活用し、倫理・利益相反審査申請書に修了書を添付すること

としている。 

 

５ 臨床研究に参加する患者・家族への適切な説明と情報開示 

 

患者・家族に対する、説明書、同意書の標準化を行い、臨床研究の申請にあた

っては、様式を添付し倫理・利益相反委員会において審査を行ったうえで承認を

している。 

また、臨床研究のあり方や倫理性について、周知するために患者向けパンフレ

ット「国立長寿医療研究センター病院を利用される皆様のためのハンドブック」

を病院受付周辺並びに全ての外来窓口で配布している。 

 

６ ホームページの活用等による情報開示 

 

当センターで実施する治験等臨床研究の情報について、ホームページにおいて

患者向け、依頼者向けそれぞれに治験の説明、実施状況などの情報提供を行って
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おり、問い合わせについても電話、メール等により対応できる体制を整えている。 

 

７ 個人情報の保護 

 

電子カルテ化に伴い、臨床情報が適切な手続き及び処理を経た上で、患者等の

同意を踏まえ、安全に利活用されるよう、規程に従い運用した。 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ａ 評価項目２ 評  定 Ａ 

【評価項目２ 研究・開発に関する事項 

 （２）病院における研究・開発の推進】 

（総合的な評定） 

 

・ 臨床研究推進部においって支援をすると共に電子カルテ情報の二次使用システムの確立、職

員意識向上のためのセミナーの開催、基礎知識習得のためのｅ－ラーニングの受講、患者・依頼

者向けの情報発信など研究・開発の推進に向けた環境の整備が出来ている。 

 

（委員会としての評定理由） 

診療情報の電子化と先駆的なネットワークの確立として、iPadを用い

た、心理検査、生活機能検査の電子カルテへの自動入力を、本邦で最初

に実現し、長寿モデルとなって広まっている。認知症の遠隔カンファラ

ンスシステムの試験運用開始に向け準備したことは評価できる。 

 

 

（各委員の評定理由） 

・認知症・もの忘れセンターを中心とする前向きコホート研究は今後の創

薬基盤として重要であり、今後が期待される。さらにデザイン化した形で

推進してもらいたい。 

・認知症の疾患モデル等の医療・介護モデルの提唱、全国への展開が行わ

れており、評価できる。 

・電子カルテとバイオバンクや臨床データベースの統合が可能になってい

るのは大きな成果といえる。 

・研究・開発の推進に向けた環境整備は続けられており、電子カルテ情報

の二次利用システムの確立、職員意識向上のためのセミナーの開催など努

力は認められる。 

・臨床研究を行う職員に対しての倫理や、その他臨床研究に必要な知識を

習得させるため、e-ラーニングを受講させるなど努力は続けられている。 

・iPad を用いた医療情報の電子化とネットワークの確立、基礎研究成果

をシーズへ移行支援、基礎研究教育研修の開催など中期計画通りに実行し

ており、評価できる。 

・治験申請から最初の症例登録までの期間の、さらなる短縮が期待される。 

・治験を含む臨床研究にかかる、教育研修の実施は高く評価できる。 

 

 

（その他の意見） 

・認知症の遠隔カンファレンスシステムの試験運用に向けた取り組み、生

活習慣病検査値の最適範囲設定に向けた研究のスタートなど、今後の成果

に期待したい。 

・各対象疾患について、全国を束ねる前向きコホート研究の拠点としての

発展が期待される。 

・臨床研究を患者・家族に理解してもらう取り組みがなされている。しか

し、その効果はこれからと思われる。 

 

 

［評価の視点］ 

・治験等の臨床研究の支援体制の整備に努めてい

るか。 

 

実績：○ 

・電子カルテ化にともない、診療情報の臨床研究への二次利用システムを確立し、さらなるネッ

トワーク化を推進した。（業務実績７頁参照） 

・認知症疾患医療センターの認可に伴い、生活機能、認知機能、身体機能をiPadで電子カルテ

に入力できるシステムを稼働させた。 

・平成23年度の治験申請から症状登録までの期間は平均151.7日であった。平成24年度目標

達成に向けて迅速化に努める。（業務実績７頁参照） 

〈参考〉平成24年度計画目標値 治験申請から症状登録までの期間を平均100日以内 

・倫理委員会等の機能強化のため、医療安全委員

会等との連携を推進しているか。 

 

実績：○ 

・有害事象等の安全性に関わる課題については、倫理・利益相反委員会と医療安全管理委員会と

で情報共有するルールを作成し、安全確保の措置を講じている。（業務実績８頁参照） 

・倫理性・透明性確保のため、職員の意識向上の

ための機会を確保しているか。 

 

 

実績：○ 

・臨床研究を行う職員に対して倫理、その他臨床研究に必要な知識を修得させるため、ICRweb

のe-ラーニングを受講させた。（業務実績８頁参照） 

・基礎知識を習得し、臨床研究の推進に役立てることを目的としてセンター職員を対象とした

CRD(Clinical Reserch and Development)セミナーを開催した。（業務実績８頁参照）  

・臨床研究に参加する患者・家族に対する説明

書・同意書の内容について、倫理委員会等にお

いて重点的な審査を行い、臨床研究の趣旨やリ

スクに関する適切な説明と情報開示につなげ

ているか。 

実績：○ 

・患者、家族に対する説明書、同意書の様式の標準化を行い、臨床研究申請に対しては様式を添

付し倫理利益相反委員会による審査のうえで承認を行った。（業務実績８頁参照） 

 

 

・センターで実施している治験等臨床研究につい

て適切に情報開示することにより、治験等の臨

床研究を病院内で高い倫理性、透明性をもって

円滑に実施するための基盤の整備に努めてい

るか。 

実績：○ 

・センターで実施する治験等臨床研究の情報は、ホームページにおいて患者、依頼者向けに情報

提供し、問い合わせに対して電話、メール等により対応できる体制を整えている。 

（業務実績８頁参照） 
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（３）担当領域の特性を踏まえた戦略的

かつ重点的な研究・開発の推進 

 

これら研究基盤の強化により、詳細を

別紙に示した研究・開発を着実に推進す

ること。 

 

 

 

担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ 

重点的な研究・開発の推進（別紙） 

 

１．重点的な研究・開発戦略の考え方 

 

加齢に伴って生ずる心身の変化及びそ

れに起因する疾患であって高齢者が自立

した日常生活を営むために特に治療を必

要とするもの（以下「加齢に伴う疾患」

という。）を克服するため、センターは、

病院、研究所の連携を基盤としながら、

国内外の医療機関、研究機関、学会との

共同研究の一層の推進を図りつつ、認知

症や運動器疾患等加齢に伴う疾患の発症

機序の解明につながる基礎的研究の推進

や疫学研究等による日本人のエビデンス

の収集から、予防医学技術の開発、基礎

医学の成果を活用した橋渡し研究、臨床

に直結した研究・開発までを総合的に進

めていくこと。 

その実施にあたっては、中期計画にお

いて、主な研究成果に係る数値目標を設

定するなど、センターが達成すべき研究

成果の内容とその水準を明確化及び具体

化すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）担当領域の特性を踏まえた戦略的

かつ重点的な研究・開発の推進 

 

これらの研究基盤の強化により、高

度先駆的医療の開発やその普及に資す

る研究・開発を着実に推進する。 

具体的な方針については別紙１のと

おり。 

 

担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ 

重点的な研究・開発の推進（別紙１） 

 

１．重点的な研究・開発戦略の考え方 

 

加齢に伴って生ずる心身の変化及び

それに起因する疾患であって高齢者が

自立した日常生活を営むために特に治

療を必要とするもの（以下「加齢に伴

う疾患」という。）を克服するため、

センターの前身である国立長寿医療セ

ンターにおける研究・開発の成果を踏

まえつつ、研究組織形態の柔軟化、企

業や大学、学会等との連携の一層の推

進を図るとともに、認知症や運動器疾

患等加齢に伴う疾患の発症機序の解明

につながる基礎的研究や疫学研究等に

よる日本人のエビデンスの収集の推進

から、予防医学技術の開発、基礎医学

の成果を活用した橋渡し研究、臨床に

直結した研究・開発等を総合的かつ計

画的に推進する。 

また、これらの研究・開発を、長寿

医療分野において発展させるための手

段の一つとして、活発な論文発表や学

会発表等を通じ、その成果を、内外の

研究者や医療関係者に対してのみなら

ず、社会全体に対し広く発信していく。 

このため、英文・和文の原著論文発

表総数を、中期目標期間に、平成２１

年度に比べ１０％以上増加させる。 

また、国内・国際学会における発表

（講演を含む。）数を、中期目標期間

に、平成２１年度に比べ１０％以上増

（３）担当領域の特性を踏まえた戦略的

かつ重点的な研究・開発の推進 

            

これらの研究基盤の強化により、高

度先駆的医療の開発やその普及に資す

る研究・開発を着実に推進する。 

具体的な方針については別紙１のと

おり。 

 

担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ

重点的な研究・開発の推進（別紙１） 

 

１．重点的な研究・開発戦略の考え方 

 

疫学研究の成果を基礎研究にフィー

ドバックし、臨床研究に直結させるこ

とにより、センター内の各研究分野の

「知」を集合させる取り組みを平成２

２年度に引き続き推進する。 

加齢に伴う疾患の代表である認知

症、骨・運動器疾患、排尿障害等の克

服のため、研究部門及び臨床部門の協

働により、基礎から臨床応用に至る研

究・開発にセンター一丸となって体系

的に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究・開発の推進 

            

別紙１のとおり 

 

 

 

 

 

 

担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究・開発の推進（別紙１） 

 

 

１．重点的な研究・開発戦略の考え方 

 

（１） センター内の各研究分野の知を集合させる取組み 

 

研究所、認知症先進医療開発センター、歯科口腔先進医療開発センター、病院、

もの忘れセンターの連携により、疫学研究の成果を基礎研究にフィードバックし

臨床研究に直結させる体制の推進に努めた。 

また、センター内での報告会において、自らの研究をセンター職員に広く紹介

し、議論することで、個々の研究の進捗と方向性を確認している。 

 

（２） 論文・学会発表を通じた成果の発信 

 

【英文・和文の原著論文発表】 

21年度 234件 

22年度 232件     

23年度 290件  （対21年度123.9％） 

 

【論文の被引用件数】 

21年 3,238件 

22年  3,371件     

23年  3,476件 （対21年度107.4％） 

 

【国内・国際学会における発表（講演を含む）】 

21年度 560件 

22年度 641件  

23年度 692件 （対21年度123.6％） 
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２．具体的方針 

 

（１）疾病に着目した研究 

 

①加齢に伴う疾患の本態解明 

 

科学技術のイノベーションを常に取り

入れ、分子・細胞から個体に至るものま

でを研究対象にすることにより、アルツ

ハイマー病や骨粗鬆症等加齢に伴う疾患

のメカニズムを解明し、予防・診断・治

療への応用の糸口となる研究を推進す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加させる。 

 

２．具体的方針 

 

（１）疾病に着目した研究 

 

①加齢に伴う疾患の本態解明 

 

認知症を来す代表的疾患であるアル

ツハイマー病、血管性認知症等の予防

法及び治療法の開発に必須となる認知

症の発症メカニズムの解明に関する研

究を行う。 

また、高齢者の代表的運動器疾患で

ある骨粗鬆症等の発症メカニズムの解

明に関する研究を行う。 

その他、加齢に伴って生ずる心身の

変化のメカニズムの解明を推進するた

め、生体防御機能、感覚神経機能、脂

肪代謝機能等の生体機能の加齢に伴う

変化を分子レベル、細胞レベル及び個

体レベルで研究する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．具体的方針 

 

（１）疾病に着目した研究 

 

①加齢に伴う疾患の本態解明 

 

認知症を来す代表的疾患であるアル

ツハイマー病、血管性認知症等の予防

法及び治療法の開発に必須となる認知

症の発症メカニズムの解明に関する研

究を行うこととし、その一環として、

平成２３年度においては、具体的に以

下の取り組みを行う。 

 

ア 神経老化における神経幹細胞の再

生機能低下、神経細胞内酸化ストレ

ス増大の解明 

 

 

 

 

 

 

イ アミノ酸代謝異常で生ずる神経毒

のアミロイド代謝及びタウ代謝に与

える影響の解析 

 

 

 

 

 

ウ アミロイドβ蛋白質代謝の制御機

構の解明 

 

 

 

 

 

高齢者の代表的運動器疾患である骨

粗鬆症等の発症メカニズムの解明に関

する研究を行うこととし、その一環と

 

 

２．具体的方針 

 

（１）疾病に着目した研究 

 

①加齢に伴う疾患の本態解明 

 

１ 認知症の発症メカニズムの解明に関する研究 

 

平成23年度は、認知症を来す代表的疾患であるアルツハイマー病、血管性認知

症等の予防法及び治療法の開発に必須となる認知症の発症メカニズムの解明に

関する研究を行うため、以下のとおり取組みを行った。 

 

 

 

ア 神経老化における神経幹細胞の再生機能低下、神経細胞内酸化ストレス増大

の解明 

 

神経老化における神経幹細胞の再生機能低下について、老化遺伝子改変動物を

用いて検討し、予備的結果を得た。この成果は加齢に伴う認知障害あるいは認知

症の病因解明に結びつくと考えられる。神経細胞内酸化ストレス傷害の蓄積につ

いて、酸化脂質の着目して研究を行った。その結果、酸化脂質が種々の生体分子

を修飾することで神経細胞の機能を障害する事を明らかとした。 

 

イ アミノ酸代謝異常で生ずる神経毒のアミロイド代謝及びタウ代謝に与える

影響の解析 

 

前年度までにアミノ酸代謝異常で生じる神経毒キノリン酸がアルツハイマー

病の原因物質とされるアミロイドβ蛋白（Aβ）を増加させることを示した。本

年度はそのAβ増加が反応性アストロサイトに因ることを解明した。また、初代

培養神経細胞を使用し、キノリン酸のタウ代謝に与える影響の解析を開始した。 

 

ウ アミロイドβ蛋白質代謝の制御機構の解明 

 

新規アミロイドベータ蛋白質(Abeta)の結合蛋白質（リポ蛋白リパーゼ：LPL）

を同定した。LPLはAbetaと結合し、細胞内への取り込みを促進させ、細胞内での

Abeta分解を促進させる。この発見は、論文発表した（J Biol Chem, 2011)。LPL

の代謝は治療標的になると考えられる。 

 

２ 骨粗鬆症等の発症メカニズムの解明に関する研究 

 

平成23年度は、高齢者の代表的運動器疾患である骨粗鬆症等の発症メカニズム
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して、平成２３年度においては、具体

的に以下の取り組みを行う。 

 

ア 破骨細胞の分化と機能発現に関わ

るタンパク質の機能解析 

 

 

 

イ 歯周病原菌の歯肉上皮細胞への付

着・進入の解明 

 

 

 

 

 

その他、加齢に伴って生ずる心身の

変化のメカニズムの解明を推進するた

め、生体防御機能、感覚神経機能、脂

肪代謝機能等の生体機能の加齢に伴う

変化を分子レベル、細胞レベル及び個

体レベルで研究することとし、その一

環として、平成２３年度においては、

具体的に以下の取り組みを行う。 

 

ア 免疫系老化関連因子の免疫系細胞

ならびに個体における機能の解析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の解明に関する研究を行うため、以下の通り取組みを行った。 

 

 

ア 破骨細胞の分化と機能発現に関わるタンパク質の機能解析 

 

破骨細胞の分化には細胞外から供給される栄養因子が重要であり、その取り込

みを抑えることで破骨細胞の分化や機能を制御できることを見いだした。 

 

イ 歯周病原菌の歯肉上皮細胞への付着・侵入の解明 

 

歯周病原菌 Porphyromonas gigivalisの上皮細胞への付着侵入には、上皮細胞

細胞におけるICAM-1の発現が重要であることが明らかになった。また、同菌の細

胞内侵入には Rab5が重要であった。さらに、同菌の付着因子として外膜タンパ

ク質pgm6/7を新たに同定した。 

 

３ 生体機能の加齢に伴う変化の分子レベル、細胞レベル及び個体レベルでの研

究 

 

平成23年度は、加齢に伴って生ずる心身の変化のメカニズムの解明を推進する

ため、生体防御機能、感覚神経機能、脂肪代謝機能等の生体機能の加齢に伴う変

化を分子レベル、細胞レベル及び個体レベルで研究するために、以下のとおり取

組みを行った。 

 

 

ア 免疫老化関連因子の免疫系細胞ならびに個体における機能の解析 

 

加齢に伴って生ずる心身の変化のメカニズムの解明を推進するため、とりわ

け、生体防御機能、代謝機能等の生体機能の加齢に伴う変化を分子レベル、細胞

レベル及び個体レベルで研究する。 

 

【取組事項】 

加齢に伴う生体防御能（免疫応答能）の低下に関わる免疫老化の要因と仕組み

の解明に取り組む。とりわけ、分子レベルで加齢に伴い発現の変化する分子を探

索し、生体内での機能解析に取り組む。また、高齢者の生体防御機能の賦活化を

最終目標にした臨床研究につながるトランスレーショナルな基盤分子情報を確

立する。 

 

【成果】 

平成22年度までに探索した老化に伴う免疫機能の低下に関連する分子の遺伝

子や蛋白質レベルで注目している機能について動物個体より調製した免疫系細

胞を用いて解析した。また今年度はヘルパーT細胞の機能を抑制する因子を見出

した。さらに、加齢に伴い発現が変化する遺伝子を66個見出した。個体における

免疫応答の低下やその仕組みについては遺伝子改変動物の作出を手掛け、機能解
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イ 細胞老化、細胞の恒常性維持の破

綻と疾病に関する機序の解明を目指

したモデル動物の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 脂肪・骨代謝制御因子の同定、脂

質代謝制御化合物の培養細胞におけ

析を進める基盤を確立した。高齢者の免疫機能の低下の克服を目指す臨床研究に

つなげる試みとしてプロ/プレバイオティクスを含めた栄養の介入について知識

の整理を行なった。その成果として学術論文、学会発表に加えて、大学等教育現

場において積極的に発信した。 

 

【実績数値】 

免疫系老化関連因子、あるいはその老化に伴う免疫機能低下に関する論文は、

総説1報、国際学術論文誌に3報発表し、8回の国際学会発表、その他の国内学会、

シンポジウム、大学講義等も併せて23回行なった。 

 

イ 細胞老化と細胞の恒常性維持の破綻と疾病に関する機序の解明を目指した

モデル動物の開発 

 

加齢に伴って生ずる心身の変化のメカニズムの解明を推進するため、とりわ

け、細胞老化と細胞の恒常性維持について、その破綻が導く疾病に関する機序に

ついて分子レベル、細胞レベル及び個体レベルで研究する。 

 

【取組事項】 

細胞レベルでの増殖あるいは停止の仕組みがどのように加齢に伴う生体機能

の低下につながる老化の要因と仕組みと関わっているのか、その機序の解明に取

り組む。とりわけ平成23年度は22年度に細胞、あるいは実験動物の個体レベルで

加齢に伴い発現の変化する事が確認できた分子に注目し、恒常性維持に関する機

能の解析やその破綻によって疾病に繋がる変化の機序の解明を目指す研究に取

り組む。また、加齢に伴う組織機能低下の機序について組織幹細胞/前駆細胞に

注目した手法で動物個体を用いた解析にも取り組む。 

 

【成果】 

平成23年度は細胞の老化（増殖停止）と恒常性維持に関して、22年度に細胞の

増殖に関連して発現が変化する遺伝子や蛋白質の働きについて、発現の変化、す

なわち恒常性の破綻に注目して解析を行った。これまでに確認してきた細胞の老

化に関わる仕組みと発癌の抑制機構との関連が恒常性維持に関わる遺伝子レベ

ル、蛋白質レベルでの調節の破綻と関連する可能性が示唆した。 

また、組織幹細胞/前駆細胞の観点から動物個体を用いた解析からは加齢に伴

う組織機能低下に関わる因子を同定しつつある。こうした成果は外国学術論文、

国内外における学会発表に加えて、大学等教育現場において積極的に発信した。 

 

【実績数値】 

細胞あるいは組織の老化機構の解析について、23年度は国際学術論文誌に２報

発表した他、老化関連国内シンポジウム（1件）でもこれまでの成果を講演、広

く普及に努めた。 

 

ウ 脂肪・骨代謝制御因子の同定、脂質代謝制御化合物の培養細胞における解析 
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②加齢に伴う疾患の実態把握 

 

我が国の加齢に伴う疾患の罹患、転帰

その他の状況等の実態及びその推移の把

握、疫学研究による加齢に伴う疾患のリ

スク・予防要因の究明等、加齢に伴う疾

患の実態把握に資する研究を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②加齢に伴う疾患の実態把握 

 

その他の重点的な研究課題として、

加齢に伴って生じる心身の変化及び加

齢に伴う疾患の実態を把握するため、

加齢変化を医学、心理学、運動生理学、

栄養学等の広い分野にわたって長期的

に調査・研究する。 

 

 

 

ア 日本人の老化に関するデータの収

集・公表・提供 

 

無作為抽出された地域住民２，４０

０名の老化に関するデータを平成９年

から２年ごとに調査しており、これら

の日本人の老化に関する基礎データ収

集を継続的に運用するとともに、その

分析結果等の研究成果について、国民

る解析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②加齢に伴う疾患の実態把握 

 

その他の重点的な研究課題として、

加齢に伴って生じる心身の変化及び加

齢に伴う疾患の実態を把握するため、

加齢変化を医学、心理学、運動生理学、

栄養学等の広い分野にわたって長期的

に調査・研究することとし、その一環

として、平成２３年度においては、具

体的に以下の取り組みを行う。 

 

ア 第７次長期縦断疫学調査の中間デ

ータの整理・集計・公表 

 

イ 第６次長期縦断疫学調査までのデ

ータを活用した老年病罹患の経年変

化及び生活習慣病の時代変化の解明 

 

 

 

脂質代謝制御化合物が骨芽細胞において分化を抑制することを培養細胞系に

おいて見いだした。 

 

【取組事項】 

とくに培養骨芽細胞株MC3T3-E1*細胞にPGJ2*を投与し、その骨芽細胞マーカー

（ALP*やOG2*転写等）の解析を行う。 

 

(*) MC3T3-E1; マウス頭蓋骨由来骨芽細胞株 

     PGJ2; プロスタグランジンJ2 

     ALP; アルカリフォスファターゼ 

     OG2; オステオカルシンジーン２ 

 

【成果】 

PGJ2には骨芽細胞株MC3T3-E1の骨芽細胞活性を極めて強く抑制することが明

らかになった。また、興味深いことに骨芽細胞MC3T3-E1のミトコンドリアに効果

が見られるとこが判明した。そのため、PGJ2新規標的因子の精製・同定のための

PGJ2固定化ビーズの作成・精製をはじめた。 

 

【実績】 

英文査読付き学術論文２報（そのうち共著者１報） 

和文査読付き学術論文２報（ともに筆頭著者） 

国内学会１回発表（自身で発表）      で広く普及に努めた。 

 

②加齢に伴う疾患の実態把握 

 

１ 日本人の老化に関するデータの収集・公表・提供 

 

老年病に関する基礎データの収集のために長期にわたる集団の大規模な絵縦

断的疫学研究「老化に関する長期縦断疫学研究(NILS-LSA)」を平成9年度より行

っている。 

対象は無作為抽出された地域住民約2,300名である。施設内に設けた検査セン

ターで年間を通して毎日7名に対し、医学・心理学・運動生理学・栄養学・遺伝

子解析などの千項目以上にも及ぶ学際的かつ詳細な検査・調査を行っている。調

査は2年ごとに繰り返し実施されており、現在は第7次調査を実施中である。 

 

１）地域住民を対象とした国立長寿医療研究センター・老化に関する長期縦断疫

学研究（NILS-LSA）は平成22年7月に開始している第7次調査を継続して実施し

た。第７次調査では、大腿中部CT撮影による筋肉量評価などの身体組成関連検

査や血清の保存を行い各種の老年病マーカーの検査を追加実施している。平成

23年度末には1977名の調査を終了した。 

 

２）平成23年7月までの第7次調査の中間データの確認、整備を行い、モノグラフ

を作成し、インターネット上に公表した。また、NILS-LSAの研究成果について
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③高度先駆的及び標準的予防、診断、治

にわかりやすい形で提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 高齢者のＱＯＬに重点を置いた臨

床研究の推進 

 

高齢者総合機能評価（ＣＧＡ）の体

系的な実施や、高齢者コホート調査の

確立・運用により、高齢者の様々な態

様に応じた、疾患ごとのアウトカムと

してQOLにより重点を置いた臨床研究

を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③高度先駆的及び標準的予防、診断、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③高度先駆的及び標準的予防、診断、

も専門家向けのデータとして公表するとともに、一般向けのトピックスもイン

ターネット上に公開した。 

 

３）長寿医療研究のためのバイオリソース提供としてバイオバンクへNILS-LSA

参加者の1,092件の血清検体を提供した。 

 

４）骨髄異形成症候群（MDS）の年齢別発症頻度を本邦で初めて報告 

 

国立がん研究センターがん対策情報センターが整備する全国がん罹患モニタ

リング集計用(MCIJ)の部位別詳細解析用データを用いる事によりMDS、白血病の

詳細分類別の罹患率ならびにその経年変異を記述した。MDSは特に高齢者に集中

して罹患が認められていることが分かる。現在の日本が直面する高齢化において

将来的な罹患数の増加は確実であり、必要な体制の整備が急務であることを示唆

するものである。 

 

２ 高齢者のＱＯＬに重点を置いた臨床研究の推進 

 

 平成9年から予防開発部で行っている老化、老年病に関する基礎データ収集の

ために長期にわたる集団の大規模な研究「老化に関する長期縦断疫学研究

（NILS-LSA）」の14年間にわたって蓄積されたデータを用いて、高齢者のQOLに

関連する老化や老年病分野での臨床医学的研究を行った。 

 

１）高血圧症、骨粗鬆症は初回調査時40歳代から70歳代までのすべての年代で有

病率が経時的に増加した。糖尿病は40歳代から60歳代まで、脂質異常症は40

歳代と50歳代とで、それぞれ経時的な有病率の増加が認められた。肥満・やせ

については、縦断的変化は明瞭ではなかった。 

 

２）NILS-LSAのデータの国民への還元の一環としてNILS-LSAのデータを中心に

「高齢者検査基準値ガイド」をまとめて出版した。 

 

もの忘れセンター、新患連続１０００例の分析により、認知症のQOLに関わる、

生活機能、うつ、意欲、合併症の頻度を重症度別に区分し報告 

 

３）虚弱高齢者の国際的基準が特定健診で推定できる方式の開発 

世界に先駆け、特定健診によって国レベルで虚弱高齢者の推計が可能 

 

我が国独自に開発された基本チェックリストを用いて、国際的な虚弱指標（CHS

基準）による虚弱高齢者を推定する方法を検討した。基本チェックリストの総得

点は、CHS基準の合計項目数と強い相関性を持つことを見出した。カットオフ値

を9/10で設定することにより、感度79.2％、特異度94.0％の高い精度で、国際基

準に基づいた虚弱高齢者の推定を可能にすることを明らかにした。 

 

③高度先駆的及び標準的予防、診断、治療法の開発の推進 
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療法の開発の推進 

 

加齢に伴う疾患に対する高度先駆的

な予防、診断、治療法の開発に資する研

究を推進する。 

また、既存の予防、診断、治療法に対

する多施設共同研究等による有効性の比

較等、標準的予防、診断、治療法の確立

に資する研究を推進する。 

また、高度先駆的な予防・診断・治療

法の開発の基盤となる、バイオリソース

や臨床情報の収集及びその解析を推進す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

治療法の開発の推進 

 

認知症や運動器疾患等の加齢に伴う

疾患の予防法の開発を行うとともに、

これら疾患の発生原因ともなりうる、

日常生活の自立度の低下を防ぐための

研究を行うとともに、既存の予防手法

について、適切な評価指標を用い、有

効性と安全性を検証するための研究を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

治療法の開発の推進 

 

認知症や運動器疾患等の加齢に伴う

疾患の予防法の開発を行うとともに、

これら疾患の発生原因ともなりうる、

日常生活の自立度の低下を防ぐための

研究を行うとともに、既存の予防手法

について、適切な評価指標を用い、有

効性と安全性を検証するための研究を

行うこととし、その一環として、平成

２３年度においては、具体的に以下の

取り組みを行う。 

 

ア 認知症、骨関節症等の多層的オミ

ックス解析による疾患バイオマーカ

ー分子の探索及び新骨吸収マーカー

の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 疾患モデル動物を用いた、認知症

や骨代謝疾患の血中・尿・組織バイ

オマーカーの解析 

 

 

 

ウ 軽度認知機能障害（ＭＣＩ）高齢

者における認知機能低下抑制のため

の介入試験のデータ解析 

 

 

 

 

 

エ 食事や生活習慣が脳内アミロイド

代謝、認知機能障害へ及ぼす分子機

構の動物モデルでの解析 

 

１ 加齢に伴う疾患の予防法の開発、日常生活の自立度の低下を防ぐ研究、既存

の予防法を検証するための研究 

 

平成23年度は、認知症や運動器疾患等の加齢に伴う疾患の予防法の開発を行う

とともに、これら疾患の発生原因ともなりうる、日常生活の自立度の低下を防ぐ

ための研究を行うとともに、既存の予防手法について、適切な評価指標を用い、

有効性と安全性を検証するための研究を行うために、以下の通り取組みを行っ

た。 

 

 

 

 

ア 認知症、骨関節症等の多層的疾患オミックス解析による疾患の治療標的分子

及びバイオマーカー分子の探索、ならびに新骨吸収マーカーの評価 

 

高齢者に多い認知症、関節症の治療や診断、予後を判断するマーカー分子を探

索する目的で、アルツハイマー病、脊柱管狭窄症患者由来の血液や組織の収集と

それらに内在する転写産物、タンパク質、代謝産物を対象とした各種オミックス

の解析を推進した。これまでアルツハイマー病血漿30例、脊柱管狭窄症70例、対

照群試料90を収集。現在各種オミックス解析に着手した。 

当該研究担当者らが発見した新骨吸収マーカーの実用性評価を、住民を対象し

たモデル骨検診を通して実施した。その結果、新マーカーによる骨粗鬆症スクリ

ーニング効果は、従来の骨密度測定法より４倍の費用対効果があることを明らか

にした。 

 

イ 疾患モデル動物を用いた、認知症や骨代謝疾患の血中・尿・組織バイオマー

カーの解析 

 

認知症モデル動物の脳組織のイオン性代謝産物のメタボローム解析により、診

断のバイオマーカーとなるエネルギー代謝変化を見出した 

 

ウ 軽度認知機能障害（MCI）高齢者における認知機能低下抑制のための介入試

験のデータ解析 

 

軽度認知機能障害（MCI）高齢者における認知機能低下抑制のためのRCT介入試

験のデータ解析を実施し、脳の活性化を取り入れた運動介入が認知機能低下を有

意に抑制することを明らかにした。この研究成果は平成24年度から開始される介

護予防事業に採用されることになった。 

  

エ 食事や生活習慣が脳内アミロイド代謝、認知機能障害へ及ぼす分子機構の動

物モデルでの解析 
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オ 地域住民の観察研究をもとにし

た、疾患の運動習慣に関連する危険

因子の解析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ 骨細胞の分化メカニズムと機械受

容への関与の解明 

 

 

 

キ 褥瘡ポケットモデル及び計測手法

アルツハイマー病モデルマウスに脂肪酸（DHA、アラキドン酸）を含む餌で飼

育したところ、脂肪酸摂取群では、顕著な認知機能低下阻害が見られた。疫学研

究によるヒトでの成果でも予防効果が認められれば、アルツハイマー病の有効な

予防法確立につながることが期待される。 

 

オ 地域住民の観察研究をもとにした、疾患の運動習慣に関連する危険因子の解

析 

 

無作為抽出された一般地域住民のコホート（NILS-LSA）における観察研究をも

とに運動・体力・筋量と疾患との関連を検討した。 

 

１）握力による骨量減少および骨粗鬆症の発症の予測が可能であることを明らか

にした。 

握力は大腿骨頚部骨密度低下と関連し、男性女性ともに初期の骨量減少に影

響していた。 

 

２）ロコモーティブシンドロームの有病率とロコチェック診断の妥当性を明らか

にした。 

女性のロコモ有病率は29.5%、男性は25.7%であり、日本人でのコモ有病人口

は、約2021万人（女性約1247万人、男性は約774万人）と推計された。 

 

３）中高年男女の膝関節変形と膝伸展筋力との関係を明らかにした。 

男女とも重度の変形を認める者では膝伸展筋力が低下していた。 

 

４）サルコペニアの関連要因を明らかにした。 

筋肉量で診断したサルコペニアでは運動不足、エネルギー・たんぱく質・分

岐鎖アミノ酸摂取不足、低血圧、抑うつ、自覚的健康度不良がリスク要因とな

っており、男性ではこれらに加えて喫煙と飲酒しないことがリスクとなってい

た。 

 

５）サルコペニアの簡易判定基準の作成。 

歩行速度や握力を用いてサルコペニアの簡易判定基準を作成した。 

 

６）身体活動と知能との関連を明らかにした。 

60歳以上の女性では2.5Mets以上の身体活動時間が少ないと（一日150分未

満）、MMSEが低下する頻度が高かった。 

 

カ 骨細胞の分化メカニズムと機械受容への関与の解明 

 

 骨芽細胞から骨細胞への分化において発現し、分化プロセスを制御する転写因子を４

つ同定した。また骨細胞における機械受容に関わる接着分子の機能を解明した。 

 

キ 褥瘡ポケットモデル及び計測手法を用いて褥瘡の形状、固定方法の体系化 
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アルツハイマー病等の認知症の早期

診断や治療評価の指標となる画像診断

法やバイオマーカー等の開発を推進す

るとともに、分子メカニズムに着目し

た根治的治療法の開発に資する研究を

推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を用いて褥瘡の形状、固定方法の体

系化 

 

 

 

ク 高齢ドライバー運転能力評価シス

テムの開発 

 

 

 

 

ケ 在宅介護評価における計測系の計

測点の多点化とマッピング 

 

 

 

 

 

 

 

アルツハイマー病等の認知症の早期

診断や治療評価の指標となる画像診断

法やバイオマーカー等の開発を推進す

るとともに、分子メカニズムに着目し

た根治的治療法の開発に資する研究を

推進することとし、その一環として、

平成２３年度においては、具体的に以

下の取り組みを行う。 

 

ア 加齢脳機能データベースの検索技

術の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

褥瘡予防・治療の効果検討や，教育に用いる褥瘡ポケットモデルを製作した．

褥瘡ポケットモデルに標準的な臥床時の外力を与えたときの周辺の皮膚に係る

負荷状態を明らかにして，種々の褥瘡形態に対する固定効果を明らかにした。 

 

ク 高齢ドライバー運転能力評価システムの開発 

 

大府市と協働で高齢ドライバー講習会を実施し，高齢ドライバーの安全向上に

寄与した．さらに，より有効的な事項を顕在化させソフトウェアの完成度を高め

た。 

 

ケ 在宅介護評価における計測系の計測点の多点化とマッピング 

 

在宅介護での生活機能動作に関する高齢者体力測定を行い，加齢変化に伴う虚

弱性についての評価法を構築した。また、在宅において、就寝時の負担軽減のた

めの計測システムの要素技術開発を行った。 

 

２ 画像診断法、バイオマーカー等の開発推進及び分子メカニズムに着目した根

治的治療法の開発の研究 

 

平成23年度は、アルツハイマー病等の認知症の早期診断や治療評価の指標とな

る画像診断法やバイオマーカー等の開発を推進するとともに、分子メカニズムに

着目した根治的治療法の開発に資する研究を推進するために、以下の通り取組み

を行った。 

 

 

 

 

 

ア 加齢脳機能データベースの検索技術の開発 

 

fMRIを使った脳機能イメージングで見られる連合野の脳活動亢進とMMSEのス

コア低下傾向の相関が検査に使用する認知課題の要素に依存することを見出し

た。その知見に基づいて、潜在的認知機能の低下を評価しMCIの出現リスクを推

定する認知負荷検査の開発を進めている。運動認知機能を評価する課題を用いて

加齢脳機能データベース（200件）の拡張を進めている。映像を使って得られる

運動バランスの特徴とその運動認知機能の関係を明らかにし、在宅運動支援を通

した認知機能低下のスクリーニング技術の実証実験を行なった。その結果、汎用

的なモーションキャプチャとインターネット通信による運動画像計測による特

徴抽出の見通しを得た。以上の計測データの利用を促進するIT戦略拠点として、

計算サーバーの整備と関連施設への接続作業を行った。以上の成果は原著論文８

報（英文４）、総説１、国際会議での発表９、国内での発表１３として報告した。 
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イ アルツハイマー病の早期診断に関

する多施設共同臨床研究のデータ解

析 

 

 

 

ウ 認知症臨床研究のＩＴ基盤の実用

化試験と脳機能画像データベースの

開発 

 

 

 

エ 新規ＰＥＴ及びＳＰＥＣＴ認知症

診断薬の臨床研究実施体制の構築 

 

 

 

 

オ アルツハイマー病等の認知症マウ

スモデルを用いた、早期診断バイオ

マーカーの解析、臨床サンプルの収

集 

 

 

 

 

カ アミロイドβ蛋白質や、神経原線

維変化に結合する低分子化合物を検

出する装置の設計と試作の継続 

 

 

 

 

 

キ 認知症モデル動物の脳についての

生化学的・病理学的解析と対照正常

動物との比較による病因関連因子、

バイオマーカー候補の絞込 

 

 

 

 

ク 生体サンプル解析による認知症リ

イ アルツハイマー病の早期診断に関する多施設共同臨床研究のデータ解析 

 

「MCIを対象とするアルツハイマー病の早期診断に関する多施設共同研究

(SEAD-J)」と「アルツハイマー病総合診断体系実用化プロジェクト（J-ADNI）」

の画像データの解析を継続し、国際学会等で発表した。 

 

ウ 認知症研究のIT基盤の実用化試験と脳機能画像データベースの開発 

 

実用化レベルまで開発を進め、J-ADNIのPET画像の中央読影、コンセンサス形

成会議を同基盤を利用して円滑に実施することに成功した。今後、研究者の時間

的負担の軽減と研究促進に寄与することが期待される。 

 

エ 新規PET及びSPECT認知症診断薬の臨床研究実施体制の構築 

 

PET薬剤の製造環境をGMP化するために各種標準手順書の整備を進めるととも

に、製造施設の改修計画を完成させた。付随して必要な放射線障害防止法上の変

更申請について年度内に許可を得ることができ、着工の準備が整った。 

 

オ アルツハイマー病等の認知症マウスモデルを用いた、早期診断バイオマーカ

ーの解析、臨床サンプルの収集 

 

アルツハイマー病のモデルマウスの血液および脳の脂質メタボローム解析に

より、認知症の早期診断マーカーとなる脂質代謝産物を見出し、特許出願の準備

を進めた。本マーカーの臨床応用を目指し、血液、尿、脳脊髄液の臨床サンプル

の収集を継続した。 

 

カ アミロイドβ蛋白質や、神経原線維変化に結合する低分子化合物を検出する

装置の設計と試作 

 

最新の質量顕微鏡や特殊な半導体センサーを検出に使用する画期的な化合物

スクリーニング装置の設計が完了し試作を開始した。東京大学創薬イノベーショ

ンセンターが収集した20万種およぶ大規模化合物ライブラリーの使用許可を得

た。                                           

  

キ 認知症モデル動物の脳についての生化学的・病理学的解析と対照正常動物と

の比較による病因関連因子、バイオマーカー候補の絞込 

 

認知症モデル動物の脳についての生化学的・病理学的解析と対照正常動物との

比較による病因関連因子、バイオマーカー候補の絞込を行い、酸化ストレスによ

る傷害そうけた生体分子、および神経栄養因子について疾患とくにレビー小体病

の生体サンプルを解析するとともに患者数を増やしている。 

 

ク 生体サンプル解析による認知症リスク判定、認知症の鑑別診断に役立つバイ
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また、加齢に伴う運動器疾患等の治

療法の開発に資する研究を推進すると

ともに、高齢者の機能回復のため、高

齢者のＱＯＬを損ねる口腔機能や排泄

機能の障害における再生・再建医療の

研究を推進する。 

 

 

 

 

 

 

スク判定、認知症の鑑別診断に役立

つバイオマーカーの探索。特に生体

サンプル中のタンパク質等の網羅的

解析法の開発 

 

 

ケ アルツハイマー病根治薬開発研究

に関して、低分子化合物探索により

得られたヒット化合物を細胞培養

系・動物モデル系で評価を実施、分

子修飾による最適化の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コ 神経原線維変化の構成成分である

タウ蛋白質を標的とする薬剤の創出

に向けての研究シーズの整理、評価 

 

加齢に伴う運動器疾患等の治療法の

開発に資する研究を推進するととも

に、高齢者の機能回復のため、高齢者

のQOLを損ねる口腔機能や排泄機能の

障害における再生・再建医療の研究を

推進することとし、その一環として、

平成２３年度においては、具体的に以

下の取り組みを行う。 

 

ア 実験室での歯槽骨の作製 

 

 

オマーカーの探索 

 

生体サンプル解析による認知症リスク判定、認知症の鑑別診断に役立つバイオ

マーカーの探索を行い、酸化ストレスマーカーおよび神経栄養因子の簡便な分析

法を産学共同研究で開発中である（試作段階）。 

 

ケ アルツハイマー病根治薬開発研究に関して、低分子化合物探索により得られ

たヒット化合物を細胞培養系・動物モデル系で評価を実施、分子修飾による最適

化の検討 

 

【概要】 

アルツハイマー病の根治的治療薬の開発を目指し、平成23年度は脳における神

経細胞変性の物質的な基盤であるアミロイドß蛋白質（Aß）の重合を阻止しうる

低分子化合物の探索を実施した。 

 

【取組事項】 

科学技術振興機構研究助成等を受け、国内の創薬ベンチャー2社と共同し、Aß

重合開始の起点に働くアミロイド種分子（ganglioside-bound Aß; GAß）の構造

情報等をもとに、Aß重合を抑止する低分子化合物の探索系を構築した。 

 

【成果】 

In silico及びin vitroで低分子化合物評価系を構築し、構造情報の開示され

ている化合物ライブラリーを対象に解析を進めた。 

 

【実績】 

Aß重合を抑止しうる低分子化合物を複数獲得した。 

 

コ 神経原線維変化の構成成分であるタウ蛋白質を標的とする薬剤の創出に向

けての研究シーズの整理、評価 

 

 

３ 加齢に伴う運動器疾患等の治療法の開発研究、口腔機能や排泄機能の障害に

おける再生・再建医療の研究 

 

平成23年度は、加齢に伴う運動器疾患等の治療法の開発に資する研究を推進す

るとともに、高齢者の機能回復のため、高齢者のQOLを損ねる口腔機能や排泄機

能の障害における再生・再建医療の研究を推進するために、以下のとおり取組み

を行った。 

 

 

ア 実験室での歯槽骨の作製 

 

骨芽細胞の分化を制御するmicroRNAを同定した。骨芽細胞培養系において、同
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さらに、高齢者の薬物動態に応じた

投薬量の決定方法の開発、それらに配

慮した臨床試験・検査の在り方等につ

いての検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、研究に必要な、バイオリソー

 

 

 

イ 歯髄・象牙質再生の安全性・有効

性試験 

 

 

 

 

 

ウ 筋再生治療用細胞の作製におけ

る、安全性の担保されたヒト筋細胞

の保存法の開発 

 

 

 

 

エ 新規カップリング因子を同定する

ための方法の開発 

 

 

 

 

オ 歯周病原菌の歯肉上皮細胞への付

着・侵入関連因子の探索 

 

 

 

 

 

高齢者の薬物動態に応じた投薬量の

決定方法の開発、それらに配慮した臨

床試験・検査の在り方等についての検

討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

長寿バイオリソースの活用に関する

分子を細胞導入することにより、試験管内における石灰化が亢進することを確認

した。 

 

イ 歯髄・象牙質再生の安全性・有効性試験 

 

ヒトの永久歯の歯髄組織からGMP準拠細胞加工施設にて、SOPにしたがって幹細

胞を分取、増幅、凍結し、安全性および品質を確認した。非臨床試験にてイヌに

歯髄幹細胞を移植して歯髄再生の有効性および安全性を確認した。倫理審査委員

会の承認を得た。 

 

ウ 筋再生治療用細胞の作製における、安全性の担保されたヒト筋細胞の保存法

の開発 

 

血清などの動物成分およびDMSOを含まない凍結溶液によってヒト筋細胞の保

存が可能であることを確認した。GMPに準拠した、安全性の担保された細胞凍結

法の基盤技術が確立できた。 

 

エ 新規カップリング因子を同定するための方法の開発 

 

骨の自己再生の基本となる、骨吸収から骨形成へのカップリングを促進する活

性を、細胞の共存培養系から精製する方法を確立し、活性を担うタンパクを１つ

同定した。 

 

オ 歯周病原菌の歯肉上皮細胞への付着・侵入関連因子の探索 

 

歯周病原菌 Porphyromonas gigivalisの上皮細胞への付着侵入には、上皮細胞

細胞におけるICAM-1の発現が重要であることが明らかになった。また、同菌の細

胞内侵入には Rab5が重要であった。さらに、同菌の付着因子として外膜タンパ

ク質pgm6/7を新たに同定した。 

 

４ 高齢者の薬物動態に応じた投薬量の決定方法の開発等 

生活習慣病を主体とした慢性疾患により通院中の高齢外来患者について、性、

年齢、身長・体重、疾患名、服用薬剤などを調査し、転倒の有無との関連を検討

した。その結果、服薬数が多いことが有意な危険因子であり、特に服薬数5以上

で転倒の危険が増大する可能性が示唆された(厚生労働科研費による研究 研究

代表者鳥羽)。 

高齢者の多剤内服患者は複数の高血圧治療薬の服用が確認されており、高血圧

治療のための内服薬剤数の減少が多剤投与薬剤数の削減につながると考えられ、

高血圧治療薬削減マニュアルを作成した。それにより低容量利尿薬は併用薬にか

かわらず、一定の降圧効果がみられ減薬できたが、高尿酸血症などの副作用発現

もあり、高尿酸血症予防を含めた低容量利尿薬の使用法の検討が示唆された。 

 

５ バイオリソースの活用研究 
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④医薬品及び医療機器の開発の推進 

 

新成長戦略においては、ライフ・イノ

ベーションによる健康大国戦略として、

革新的な医薬品、医療・介護技術の研究

開発・実用化の促進が求められている。 

この趣旨を踏まえ、加齢に伴う疾患に

関する研究成果等を安全かつ速やかに臨

床現場へ応用するために、医薬品及び医

療機器の治験（適応拡大を含む。）、特

に高度に専門的な知識や経験が要求され

る等実施に困難を伴う治験・臨床研究の

実現を目指した研究を推進する。 

また、海外では有効性と安全性が検証

されているが、国内では未承認の医薬品、

医療機器について、治験等臨床研究を推

進する。 

これらにより平成２１年度に比し、中

期目標の期間中に、臨床研究実施件数（倫

理委員会にて承認された研究をいう。）

及び治験（製造販売後臨床試験も含む。）

の実施件数の合計数の１０％以上の増加

を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スや臨床情報を収集し、解析を行う研

究を実施する等、その有効な活用を図

る。 

 

 

 

④医薬品及び医療機器の開発の推進 

 

医薬品及び医療機器の開発を目指し

た研究を行う。具体的には、認知症関

連物質に関わる薬剤の開発、介護機器

の安全性評価基準の確立等の研究を推

進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、これらの研究成果を安全かつ

速やかに臨床現場へ応用するために、

医薬品及び医療機器の治験（適応拡大

を含む。）の実現を目指した研究を推

進し、特に国民の健康への影響が大き

い疾患分野については、より積極的に

推進する。 

さらに、海外では有効性と安全性が

検証されているが、国内では未承認の

医薬品、医療機器について、治験等臨

床研究を推進する。 

このため、臨床研究実施件数（倫理

委員会にて承認された研究をいう。）

及び治験（製造販売後臨床試験も含

む。）の実施件数の合計数を、中期目

標の期間中、平成２１年度に比べ年１

０％以上増加させる。 

 

  

 

 

 

ルールを明確に示し、国民に解りやす

いバイオリソースの活用研究を生み出

す。 

 

 

 

④医薬品及び医療機器の開発の推進 

 

認知症関連物質に関わる薬剤の開

発、介護機器の安全性評価基準の確立

等の研究をはじめとした、医薬品及び

医療機器の開発を目指した研究を行う

こととし、その一環として、平成２３

年度においては、具体的に以下の取り

組みを行う。 

 

・ 介護支援機器との接触による人体

損傷メカニズムの解析に必要なデー

タの調査・収集 

 

これらの研究成果を安全かつ速やか

に臨床現場へ応用するために、医薬品

及び医療機器の治験（適応拡大を含む）

の実現を目指した研究を推進し、特に

国民の健康への影響が大きい疾患分野

については、より積極的に推進する。 

国内未承認の医薬品、医療機器の治

験等臨床研究を推進するとともに、臨

床研究実施件数（倫理・利益相反委員

会にて承認された研究をいう。）及び

治験（製造販売後臨床試験も含む。）

の実施件数の増加を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 医療イノベーション政策の目標に掲げられているナショナルレベルのバイオ

バンク構築に貢献するため、血液や病理組織などヒト生体由来試料(バイオリソ

ース)の蓄積及び当該バイオリソースを活用する体制整備を推進した。また、バ

イオバンク専用建家の建設に向けた準備を推進した。 

 

④医薬品及び医療機器の開発の推進 

 

１ 医薬品及び医療機器の開発を目指した研究 

 

平成23年度は、認知症関連物質に関わる薬剤の開発、介護機器の安全性評価基

準の確立等の研究をはじめとした、医薬品及び医療機器の開発を目指した研究を

行うために、以下のとおり取組みを行った。 

 

 

 

１）介護支援機器との接触による人体損傷メカニズムの解析に必要なデータの調

査・解析 

 

人体の各部位に機器材料が接触した状態を明らかにし，人体損傷データベース

を設計した．そのときの検証から得られた結果をもとに有効なプロテクタを提案

した。 

 

２）医薬品等の創薬研究 

  

認知症先進医療開発センター治療薬探索研究部は、アルツハイマー病(AD)の治

療が期待される次の3薬剤開発のために東京大学創薬イノベーションセンターに

おける公的化合物ライブラリーの提供申請を行い、使用許可を得たことによりア

ルツハイマー病の治療薬および診断薬の研究の推進を図った。 

 

① ADの原因とされるアミロイドβ蛋白重合体の形成を抑制する薬剤の開発 

② ADにおける神経細胞死に直結するとされるタウ蛋白代謝異常を抑制する薬

剤の開発 

③ AD診断のためのタウ蛋白凝集体陽電子断層撮影(PET)プローブの開発 

 

３）国内未承認医薬品等の治験推進 

 

① 海外で承認されているが国内で未承認である麻薬（フェンタニール）につい

て、国内での承認を目指して治験を実施している。 

② 海外では有効性や安全性で検証されている臨床試験として、アルツハイマー

型認知症を対象とした「メマンチン」の併用療法による製販後臨床試験や糖尿

病性網膜症合併高コレステロール血症患者を対象とした「スタチン」の比較試

験なども実施している。 
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（２）均てん化に着目した研究 

 

①医療の均てん化手法の開発の推進 

 

関係学会等との連携を図り、臨床評価

指標の開発並びに診断・治療ガイドライ

ン等の作成及び普及に寄与する研究を推

進する。 

長寿医療を担う高度かつ専門的な技術

を持つ人材育成を図るため、系統だった

教育・研修方法の開発を推進する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）均てん化に着目した研究 

 

①医療の均てん化手法の開発の推進 

 

長寿医療に関する医療の質を評価す

る信頼性・妥当性のある指標の開発を

行う。 

関係学会等との連携により、高齢者

に特有な疾患を対象とした、科学的根

拠に基づいた診断・治療ガイドライン

の作成に取り組む。 

また、長寿医療を担う高度かつ専門

的な技術を持つ人材の育成を図るた

め、研究指導、教育普及の両面から、

系統的な教育・研修方法の開発を推進

する。 

さらに、在宅医療に関し、地域にお

ける多職種連携の促進・普及のための

カリキュラム開発や、家族介護者の介

護負担の軽減に資する研究等を推進す

る。 

加えて、連携講座にかかる修士、博

士課程を、年３名以上修了させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）均てん化に着目した研究 

 

①医療の均てん化手法の開発の推進 

 

長寿医療の質を評価する指標の開

発、科学的根拠に基づいた予防・診断・

治療ガイドラインの作成、系統的な教

育・研修方法の開発、多職種連携の促

進・普及のためのカリキュラムの開発、

介護負担の軽減策等に資する研究等を

行うこととし、その一環として、平成

２３年度においては、具体的に以下の

取り組みを行う。 

 

ア 在宅医療の効果的・効率的推進に

関する必要なデータの調査・収集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 医薬品及び医療機器の治験の実現を目指した研究 

 

臨床研究への積極的な取り組みが見られ、臨床研究の実施数が増加した。 

治験数を増加させる対策として、平成22年度に治験研究費を前払いから実施 

状況に応じた出来高払いに改め、製薬会社およびCROに対して変更内容と当セ 

ンターでの治験実績等を送付している。 

 

【臨床研究及び治験の実施件数】 

 

 平成21年度 平成22年度 平成23年度 対21年度比 

臨床研究 69件 125件 131件 189.9％ 

治験 34件 26件 37件 108.8％ 

計 103件 151件 168件 163.1％ 

 

（２）均てん化に着目した研究 

 

①医療の均てん化手法の開発の推進 

 

１ 指標、ガイドライン、教育・研修方法、カリキュラム等の開発、介護負担の

軽減策の研究の取組み状況 

 

平成23年度は、長寿医療の質を評価する指標の開発、科学的根拠に基づいた予

防・診断・治療ガイドラインの作成、系統的な教育・研修方法の開発、多職種連

携の促進・普及のためのカリキュラムの開発、介護負担の軽減策等に資する研究

等を行うために、以下のとおり取組みを行った。 

 

 

 

ア 在宅医療の効果的・効率的推進に関する調査研究 

当センター在宅医療支援病棟登録患者における在宅療養継続の関連要因を明

らかにし、在宅支援を検討することを目的とした調査を実施した。 

 

１．登録患者のうち,神経難病を除き,65歳以上, 在宅療養継続期間半年以上，近

隣地域居住で,研究参加に同意が得られた対象について訪問調査を実施した結

果，対象は82名（男性52%,平均年齢83.0(±8.0)歳）,自宅78名,老人保健施設1

名,他3名,独居6名,平均症状数1.3(±1.0),Barthel Indexの中央値

30.0(5.0-70.0)点,平均Mini-mental State Examination 18.1(±7.8)点,10ｃ

ｍVisual Analogue Scale：10cmVASの中央値は6.0(3.0-8.0)cm,医療処置有

(82%), 要介護(89%),平均Care Burden Index-1116.3(±7.9)点,在宅療養継続
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イ 認知症患者を含む高齢者の自立支

援と介護に関する研究デザインの確

定及び調査方法等の検討と作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期間1年未満(35%),1～2年(38%),2年以上(27%), 1年未満は1年以上より,年齢

が若く(p＜0.05),症状数多く(p＜0.05),医療処置有が多く(p＜0.05),在宅選

択者が本人が多い(p＜0.05)が,QoLが低く(p＜0.05)，登録後半年以上在宅療養

を継続した高齢者の在宅療養期間に,症状・医療管理,QoLが関連する可能性が

示唆された。 

 

２．入院患者における在宅療養継続関連要因の検討から，①非癌高齢者の再入院

リスクには,年齢が若い(OR=1.76,95%CI=0.98-3.15),通所サービスの利用有

(OR=2.65,95%CI=1.48-4.75),吸引有(OR=2.62,95%CI=1.31-5.24),胃廔有

(OR=2.36,95%CI =1.07-5.21)が関連することが示唆された。②在宅復帰困難要

因の検討から,家族の介護受け入れ困難(OR=8.92,95％IC:2.01～39.57,p＝

0.004)，在院日数長期化 (OR=1.09,95％IC:1.04～1.14,p＝0.000)が強く関連

することが示唆された。 

 

３．入院患者における多職種連携・協働カンファランスの実施状況を検討した結

果，退院時カンファの参加者は患者(7%),病棟看護師 (100%)･病院主治医

(86%),介護支援専門員(98%)・訪問看護師(73%)・在宅主治医(27%)・他(70%),

在宅ケア提供者が3職種以上の参加は58%,カンファの目的は,継続医療・継続患

者への継続体制の確立とプラン内容の検討が100%,平均カンファ時間は50分,

事前打合せ有が20%,退院時カンファ実施割合は約3割で,在宅医療指導,介護指

導有(p＜0.05),入院歴無(p＜0.05)の割合が多かった。 

高齢者本人の在宅療養への意向,家族介護,在宅医療チームとの効果的な在

宅復帰支援の検討の重要性が示唆された。 

 

イ 認知症高齢者を含む高齢者の自立支援 及び家族介護者の介護負担の軽減に

資する研究デザインの確定及び調査方法等の検討の実施 

 

加齢や認知症により、日常生活に困難が生じ援助を必要とする高齢者が地域に

おいて自立した生活を維持できるような社会支援策の実現と環境整備の促進、及

びこれらの高齢者を介護している家族介護者の負担を軽減していくことは、健康

長寿社会を構築する上で必要不可欠である。そこで、認知症患者を含む高齢者の

自立支援と介護負担に関する社会医学的研究を推進する上で、有用となる研究デ

ザインや調査方法について検討を実施した。 

 

【取組事項】 

認知症患者を含む高齢者の自立支援と家族介護者の介護負担に関する、先行研

究の把握及び文献的検討と国内外の知見に基づき、研究デザインと調査方法につ

いて検討した。 

 

【成果】 

認知症患者を含む高齢者の自立支援および家族介護者の介護負担について、特

に、居宅の要介護高齢者を介護する家族介護者に関する十分な規模のサンプリン

グに基づく知見が、未だ寡少であることが明らかとなり、地域調査に基づく実態
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②情報発信手法の開発 

 

長寿医療に対する正しい理解を促進

し、患者・家族に対する支援の質を向上

させるため、医療従事者及び患者・国民

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②情報発信手法の開発 

 

長寿医療に対する正しい理解を促進

し、患者・家族に対する支援の質を向

上させるため、患者・家族、国民や医

 

 

 

ウ 災害時における、高齢者の生活機

能低下予防システム案の作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、これらの長寿医療分野におけ

る高度な研究開発を行う、専門的人材

の育成を図るため、連携講座における

大学院生の教育を充実し、修士、博士

課程の修了者数の増加を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②情報発信手法の開発 

 

長寿医療に対する正しい理解を促進

し、患者・家族に対する支援の質を向

上させるため、患者・家族、国民や医

の把握が喫緊の課題であることが明らかとなった。以上の結果から、必要な調査

計画と調査内容を確定した。 

 

ウ 災害時における、高齢者の生活機能低下予防システム案の作成 

 

指針作成を目的として、特に東日本大震災での生活機能の実態把握を行った。 

具体的には避難所調査や南三陸町での高齢者調査を行った。 

 

《BPSD（精神症状・行動異常）初期対応ガイドラインの作成》 

 

当センターの長寿医療研究開発費を活用し、BPSD初期対応ガイドラインの作成

を行った。これは認知症の診断・治療に精通している医師がいない介護施設や一

般病院でBPSD初期症状に対しどのように対応したらよいか現場ですぐ使えるこ

とを目指して簡潔に取りまとめた。このガイドラインについては24年度以降、書

籍として一般に広く公表予定である。 

 

２ 連携講座における大学院生の教育の充実 

 

平成23年度は新規連携大学院との協定締結や新規連携講座の開設、社会人大学

院生の受け入れ、連携先大学での特別講義や大学院セミナーを開催するなど大学

院生の教育を行い、連携先大学院生の研究成果の学会発表、専門誌への投稿など

へと結びつけた。 

また、連携先の研究者との研究補助金の共同申請を行い、連携大学院との 

研究・教育連携を推進させた。 

 

 平成２２年度 平成２３年度 

連携大学院数 10校 12校 

連携大学院からの 

受入れ学生数 
14名 10名 

連携大学院での 

客員教員数 
7名  10名 

博士課程修了者 3名 4名 

修士課程修了者 1名 4名 

 

②情報発信手法の開発 

 

平成23年度は、長寿医療に対する正しい理解を促進し、患者・家族に対する支

援の質を向上させるため、患者・家族、国民や医療従事者への啓発・情報提供手

法等の研究を推進するために、以下のとおり取組みを行った。 



               国 立 長 寿 医 療 研 究 セ ン タ ー 評 価 シ ー ト               
中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 ２３ 年 度 計 画 平成２３年度の業務の実績 
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への啓発手法の研究を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

療従事者への啓発・情報提供手法等の

研究を推進する。 

 

 

 

ア 患者・家族、国民に向けた啓発・

情報提供手法等の検討 

 

認知症、骨粗鬆症等の加齢に伴う疾

患の概要や標準的診断法・治療法の解

説、研究成果の紹介等、情報発信のあ

り方に関する研究に取り組む。 

 特に患者に対する啓発手法の研究

に当たっては、患者が高齢であること

や、認知機能が低下傾向にあること等

を踏まえ、対象者及び対象疾患の特性

に合わせた効果的な啓発手法の研究を

推進する。 

 

 

 

イ 医療従事者に向けた啓発・情報提

供手法等の研究 

 

標準的診断法・治療法の解説、エビ

デンスデータの提供、最新の知見の紹

介等、長寿医療の均てん化に資する情

報発信のあり方に関する研究に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

療従事者への啓発・情報提供手法等の

研究を推進することとし、その一環と

して、平成２３年度においては、具体

的に以下の取り組みを行う。 

 

ア 患者・家族、国民に向けた啓発・

情報提供手法等の検討 

 

特に患者が高齢であることや、認知

機能が低下傾向にあることを踏まえ、

対象者及び対象患者の特性に合わせた

効果的な啓発手法や情報発信の在り方

を研究しながら認知症、骨粗鬆症等の

加齢に伴う疾患の解説や研究成果等の

発信を開始する。 

認知症のチーム医療を具体化すると

いう視点から家族教室の充実、認知症

疾患センターでの相談業務から得られ

る市民の質問に対する情報発信を行

う。 

 

イ 医療従事者に向けた啓発・情報提

供手法等の研究 

 

標準的診断法・治療法の解説、エビ

デンスデータの提供、最新の知見の紹

介等、長寿医療の均てん化に資する情

報発信の在り方に関する研究を継続推

進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 患者・家族、国民に向けた啓発・情報提供手法等の検討 

 

１ 当センターが収集、整理及び評価した長寿医療に関する最新の知見や、当セ

ンターが開発する高度先駆的医療や標準的医療等に関する情報の発信につい

て、インターネット上のホームページの活用等により国民向け・医療機関向け

の広報が行われているところであるが、平成23年度においては、ホームページ

の抜本的な見直しに向けて、ワーキングチームを立ち上げ更なる充実に向けて

検討を開始した。また、新聞、雑誌、テレビ・ラジオといったマスメディアお

よびインターネットサイトを通じた当センターに関する情報発信を行った。 

 

２ 認知症作成した転倒予防ガイドラインに基づき、ケアプランを盛り込んだ転倒

予防手帳を作成・配布した。 

 

３ もの忘れ家族教室、社会人研修、公民館出前研修等を行い、患者家族の他広

く一般に情報発信を行った。 

 

イ 医療従事者に向けた啓発・情報提供手法等の研究 

 

１ 認知症連携マップの作成 

 

効果的な認知症地域支援体制構築の方法を明らかにするため、①認知症の人の

生活のしやすさや便利さに関する実態調査、②認知症を支える地域資源の実態把

握、③認知症地域連携体制構築手法の分析、④認知症地域連携体制構築の実施、

⑤地域連携体制構築の効果判定、⑥効果的な地域連携体制構築のためのマニュア

ル作成・情報発信の研究を進めている。 

現在、認知症地域連携マップの作成など認知症地域連携体制の構築を実施して

いるが、更に推進し、その効果判定を行うとともに、効果的な認知症地域支援体

制構築に関するマニュアル作成と情報発信を行い、最終的に我が国全ての地域が

「認知症になっても安心して生活できる街」となることを目標としている。 

 

２ 高齢者地域医療連携における標準基盤医療情報システムの開発 

 

厚生労働省で定められた医療情報規格「標準化ストレージ」を利用した、いわゆ

る標準化技術を持って医療施設間の情報連携システムを構築し、更に在宅現場と

診療所を結ぶ情報システムを開発することを目指している。H23年度で①病院と

外部施設をSecureな回線で接続ができる仕組み、② ①の環境下で 病院内標準

化ストレージにある患者のミニマムな臨床情報を外部から簡易な仕組みで参照

できる仕組み、③ ①の環境下で病院と外部診療所とがDBを共有できる仕組み 
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の開発・実装を行った。次年度にはシステムの改修評価を行う予定である。 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 S 評価項目３ 評  定 Ｓ 

【評価項目３ 研究・開発に関する事項 

 （３）担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ

重点的な研究・開発の推進】 

（総合的な評定） 

・ 認知症に関して認知症先進医療開発センターならびにもの忘れセンターにおいて、重点的に

研究・開発を推進した。 

・ 認知症先進医療開発センターにおいては、認知症の予防、診断、治療ならびにケアの新しい

手法を開発するべく、企業や自治体とも密接な連携を構築し研究を推進した。 

・アルツハイマー病研究シーズの実用化への展開を行った。 

  (平成23年度成果の特許出願2件、臨床試験準備開始1件)  

・軽度認知症機能障害(MCI)高齢者において、運動介入により認知機能低下抑制を説明し、施策

への反映を行った。 

・ 認知症予備軍と考えられる（軽度認知機能低下）高齢者に対し、認知機能低下抑制のための

介入研究を実施した。 

・ もの忘れセンターでは、認知症の基礎研究推進にも貢献するとともに、認知症の様々な事象

にも多職種連携で対応できるモデル的な認知症疾患センターとして活動を推進した。 

（委員会としての評定理由） 

我が国独自に開発された基本チェックリストを用いて、国際的な虚弱指

標（CHS 基準）による虚弱高齢者を推定する方法を検討した。アルツハ

イマー病先制治療薬開発の進展、老化に関する長期縦断疫学研究の推進、

認知症予防モデル確立など、様々な研究開発の進展がみられた。 

 以上の実績と取り組みについて高く評価する。 

 

 

（各委員の評定理由） 

・研究シーズの実用化に向けた基盤整備、研究推進については種々実行さ

れており評価できる。ただし、シーズの実用化という観点からは今後の更

なる推進が望まれる。 

・認知症予防モデル、虚弱高齢者推計モデルなどで、重要な成果が得られ

ている。 

・アルツハイマー病先制治療薬開発の進展、老化に関する長期縦断疫学研

究の推進、認知症予防モデル確立など、様々な研究開発の進展がみられた

ことについて評価する。 

・認知症の先進医療、歯髄再生など研究開発が大きく整備されてきた。臨

床データベースも着実に伸びてきている。 

・このセンターにとって最も重要である認知症や運動器疾患等、加齢に伴

う疾患の発症機序の解明につながる基礎研究や疫学研究等を推進する体

制を整えてきており、学会発表論文数は増加してきている。またアルツハ

イマー病研究シーズの実用化に関して、特許出願２件、臨床研究準備開始

１件がなされた。 

・高齢者に重要な歯髄再生に力を入れ、歯髄再生非臨床試験および臨床研

究に向けた準備が進められた。 

・アルツハイマー病先制治療薬について開発した。 

・加齢に伴う疾患の本態解明についての研究は計画を達成していると評価

できる。臨床研究実施件数も計画を大きく上回っていると大変高く評価で

きる。 

・今後の日本の最大課題の一つである認知症に関する先端的な研究、セン

ターが長年取り組んできた廊下や認知症に関する基礎データの収集・解析

に基づく研究など、センターが担うべき役割を果たし、大きな成果をあげ

ている。 

・原著論文発表数が２３．９％増加、論文被引用数が７．４％増加したこ

と、認知症先進医療開発センター・もの忘れセンターで認知症に関する研

究・開発を重点的に進めていること、認知症創薬に関して特許２件を出願

したことなど大いに評価できる。 

・論文数は計画を大きく上回っており高く評価できる、英文論文数の更な

る増加が期待される。 

 

［数値目標］ 

・英文・和文の原著論文発表総数を、中期目標の

期間中に、平成２１年度に比べ１０％以上増加 

 

 

・英文・和文の原著論文発表数については２９０本であった。平成２１年度に比べ23.9％増と

なっており、目標を上回っている。（業務実績１１頁参照） 

 

・国内・国際学会における発表（講演を含む。）

数を、中期目標の期間中に、平成２１年度に比

べ１０％以上増加 

・国内・国際学会における発表数については６９２件となっており、平成２１年度に比べ２３．

６％増となり、目標を上回っている。（業務実績１１頁参照） 

 

・臨床研究実施件数（倫理委員会にて承認された

研究をいう）及び治験（製造販売後臨床試験も

含む。）の実施件数の合計数を、中期目標の期

間中に、平成２１年度に比べ年１０％以上増加 

・臨床研究実施件数については、１３１件となっており、平成２１年度に比べ89.9％増となっ

ており、大幅に目標を上回っている。（業務実績２４頁参照） 

 

・連携講座にかかる修士・博士課程を、年３名以

上修了。 

・連携講座にかかる修士・博士課程の修了者数については、８名となっており、目標を上回って

いる。（業務実績２６頁参照） 

［評価の視点］ 

・研究・開発を推進するため、企業、大学、学会

との連携を図っているか。 

 

実績：○ 

・企業等との産官学連携を進め、将来の医療分野の事業化を促進させるための取組みを進めた。

（業務実績２頁参照） 

・当該研究センターの研究者がコレスポンディン

グ・オーサーである論文の被引用件数がどのよ

うに推移しているか。 

 

実績：- 

【論文の被引用件数】 

21年 3,238件  22年  3,371件   23年  3,476件  

（業務実績１１頁参照） 

・認知症の発症メカニズムの解明に関する研究を

行っているか。 

 

 

実績：○ 

・神経老化における神経幹細胞の再生機能低下、神経細胞内酸化ストレス増大の解明。 

（業務実績１２頁参照） 

・アミノ酸代謝異常で生ずる神経毒のアミロイド代謝及びタウ代謝に与える影響の解析。 

（業務実績１２頁参照） 

・アミロイドβ蛋白質代謝の制御機構の解明。（業務実績１２頁参照） 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ｓ 評価項目３ 評  定 Ｓ 

・運動疾患である骨粗鬆症等の発症メカニズムの

解明に関する研究を行っているか。 

 

 

実績：○ 

・破骨細胞の分化と機能発現に関わるタンパク質の機能解析。 

（業務実績１３頁参照） 

・歯周病原菌の歯肉上皮細胞への付着・侵入の解明。（業務実績１３頁参照） 

（その他の意見） 

・研究開発治験などを推進するための基盤整備をさらに促進してほしい。 

・病院における日常臨床と研究型臨床との関係を明確にしてほしい。 

 

・加齢に伴って生ずる心身の変化のメカニズムの

解明を推進するため、生体防御機能、感覚神経

機能、脂肪代謝機能等の生体機能の加齢に伴う

変化を分子レベル、細胞レベル及び個体レベル

で研究しているか。 

 

実績：○ 

・免疫老化関連因子の免疫系細胞ならびに個体における機能の解析。（業務実績１３頁参照） 

・細胞老化と細胞の恒常性維持の破綻と疾病に関する機序の解明を目指したモデル動物の開発。

（業務実績１４頁参照） 

・脂肪・骨代謝制御因子の同定、脂質代謝制御化合物の培養細胞における解析。 

（業務実績１４頁参照） 

 

・加齢に伴って生ずる心身の変化及び加齢に伴う

疾患の実態を把握するため、加齢変化を医学、

心理学、運動生理学、栄養学等の広い分野にわ

たって長期的に調査・研究しているか。 

 

 

 

 

・日本人の老化に関するデータの収集公表・提供

に取り組んでいるか。 

 

・高齢者のQOLに重点を置いた臨床研究の推進に

取り組んでいるか。 

 

実績：○ 

・老年病に関する基礎データの収集のために長期にわたる集団の大規模な絵縦断的疫学研究「老

化に関する長期縦断疫学研究(NILS-LSA)」を平成9年度より行っている。 

対象は無作為抽出された地域住民約2,300名である。医学・心理学・運動生理学・栄養学・遺

伝子解析などの千項目以上にも及ぶ学際的かつ詳細な検査・調査を行っている。調査は2年ごと

に繰り返し実施されており、現在は第7次調査を実施中である。（業務実績１５頁参照） 

 

・NILS-LSAの研究成果について専門家向けのデータとして公表するとともに、一般向けのトピ

ックスもインターネット上に公開。（業務実績１５頁参照） 

 

・骨髄異形成症候群（MDS）の年齢別発症頻度調査を本邦で初めて報告。 

（業務実績１６頁参照） 

 

・高齢者のQOLに重点を置いた臨床研究の推進。（業務実績１６頁参照） 

・認知症や運動器疾患等の加齢に伴う疾患の予防

法の開発、日常生活の自立度の低下を防ぐため

の研究を行うとともに、既存の予防手法につい

て、適切な評価指標を用い、有効性と安全性を

検証するための研究を行っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績：○ 

・認知症、骨関節症等の多層的疾患オミックス解析による疾患の治療標的分子及びバイオマー

カー分子の探索、ならびに新骨吸収マーカーの評価。（業務実績１７頁参照） 

・疾患モデル動物を用いた、認知症や骨代謝疾患の血中・尿・組織バイオマーカーの解析。 

（業務実績１７頁参照） 

・軽度認知機能障害（MCI）高齢者における認知機能低下抑制のための介入試験のデータ解析。

（業務実績１７頁参照） 

・食事や生活習慣が脳内アミロイド代謝、認知機能障害へ及ぼす分子機構の動物モデルでの解

析。（業務実績１７頁参照） 

・地域住民の観察研究をもとにした、疾患の運動習慣に関連する危険因子の解析。 

（業務実績１８頁参照） 

・骨細胞の分化メカニズムと機械受容への関与の解明。（業務実績１８頁参照） 

・褥瘡ポケットモデル及び計測手法を用いて褥瘡の形状、固定方法の体系化。 

（業務実績１８頁参照） 

・高齢ドライバー運転能力評価システムの開発。（業務実績１９頁参照） 

・在宅介護評価における計測系の計測点の多点化とマッピング。（業務実績１９頁参照） 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ｓ 評価項目３ 評  定 Ｓ 

・認知症の早期診断や治療評価の指標となる画像

診断法やバイオマーカー等の開発を推進する

とともに、分子メカニズムの開発に資する研究

を推進しているか。 

 

 

 

 

 

 

実績：○ 

・加齢脳機能データベースの検索技術の開発。（業務実績１９頁参照） 

・アルツハイマー病の早期診断に関する多施設共同臨床研究のデータ解析。 

（業務実績２０頁参照） 

・認知症研究のIT基盤の実用化試験と脳機能画像データベースの開発。（業務実績２０頁参照） 

・新規PET及びSPECT認知症診断薬の臨床研究実施体制の構築。（業務実績２０頁参照） 

・アルツハイマー病等の認知症マウスモデルを用いた、早期診断バイオマーカーの解析、臨床サ

ンプルの収集。（業務実績２０頁参照） 

・アミロイドβ蛋白質や、神経原線維変化に結合する低分子化合物を検出する装置の設計と試作。

（業務実績２０頁参照） 

・認知症モデル動物の脳についての生化学的・病理学的解析と対照正常動物との比較による病因

関連因子、バイオマーカー候補の絞込。（業務実績２０頁参照） 

・生体サンプル解析による認知症リスク判定、認知症の鑑別診断に役立つバイオマーカーの探索。

（業務実績２０頁参照） 

・アルツハイマー病根治薬開発研究に関して、低分子化合物探索により得られたヒット化合物を

細胞培養系・動物モデル系で評価を実施、分子修飾による最適化の検討。 

（業務実績２１頁参照） 

・神経原線維変化の構成成分であるタウ蛋白質を標的とする薬剤の創出に向けての研究シーズの

整理、評価。（業務実績２１頁参照） 

 

 

・加齢に伴う運動器疾患等の治療法の開発に資す

る研究を推進するとともに、高齢者の機能回復

のため、高齢者のQOLを損ねる口腔機能や排泄

機能の障害における再生・再建医療の研究を推

進しているか。 

 

 

実績：○ 

・実験室での歯槽骨の作製。（業務実績２１頁参照） 

・歯髄・象牙質再生の安全性・有効性試験。（業務実績２２頁参照） 

・筋再生治療用細胞の作製における、安全性の担保されたヒト筋細胞の保存法の開発。 

（業務実績２２頁参照） 

・新規カップリング因子を同定するための方法の開発。（業務実績２２頁参照） 

・歯周病原菌の歯肉上皮細胞への付着・侵入関連因子の探索。（業務実績２２頁参照） 

 

・高齢者の薬物動態に応じた投薬量の決定方法の

開発、それらに配慮した臨床試験・検査の在り

方等についての検討を行っているか。 

 

実績：○ 

・高齢者の薬物動態に応じた投薬量の決定方法の開発等。（業務実績２２頁参照） 

 

・研究に必要な、バイオリソースや臨床情報を収

集し、解析を行う研究を実施する等、その有効

な活用を図っているか。 

実績：○ 

・医療イノベーション政策の目標に掲げられているナショナルレベルのバイオバンク構築に貢献

するため、血液や病理組織などヒト生体由来試料(バイオリソース)の蓄積及び当該バイオリソー

スを活用する体制整備を推進した。（業務実績２２，２３頁参照） 

・医薬品及び医療機器の開発を目指した研究を行

っているか。 

実績：○ 

・介護支援機器との接触による人体損傷メカニズムの解析に必要なデータの調査・解析 

（業務実績２３頁参照） 

・アルツハイマー病(AD)の治療が期待される次の3薬剤開発のために東京大学創薬イノベーシ

ョンセンターにおける公的化合物ライブラリーの提供申請を行い、使用許可を得たことにより

アルツハイマー病の治療薬および診断薬の研究の推進を図った。（業務実績２３頁参照） 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ｓ 評価項目３ 評  定 Ｓ 

 

・医薬品及び医療機器の治験（適応拡大を含む。）

の実現を目指した研究を推進しているか。 

 

・海外で有効性と安全性が検証されているが、国

内では未承認の医薬品、医療機器について、治

験等臨床研究を推進しているか。 

 

 

 

・長寿医療に関する医療の質を評価する信頼性・

妥当性のある指標の開発を行っているか。 

実績：○ 

・臨床研究実施数が対21年度比189.8％となった。（業務実績２４頁参照） 

 

 

・海外で承認されているが国内で未承認である麻薬（フェンタニール）について、国内での承

認を目指して治験を実施している。（業務実績２３頁参照） 

・海外では有効性や安全性で検証されている臨床試験として、アルツハイマー型認知症を対象

とした「メマンチン」の併用療法による製販後臨床試験や糖尿病性網膜症合併高コレステロー

ル血症患者を対象とした「スタチン」の比較試験なども実施している。（業務実績２３頁参照）       
 

・もの忘れセンターにおいて、「生活機能評価」や「主観的満足感」等の客観的指標等を用いた

高齢総合機能評価（CGA）のデータベースシステムを構築した。さらにデータ入力やスクリー

ニング作業の効率化を目指して、iPadを活用したソリューションの試験運用をした。また初年

度のCGAの結果をとりまとめ、臨床の現場にフィードバックし、2年目のCGA改訂を行った。

（業務実績４８頁参照） 

 

 

・高齢者に特有な疾患を対象とした、科学的根拠

に基づいた診断・治療ガイドラインの作成に取

り組んでいるか。 

 

実績：○ 

・災害時における、高齢者の生活機能低下予防システム案の作成。（業務実績２６頁参照） 

・認知症の周辺症状の初期対応のガイドラインの作成。（業務実績２６頁参照） 

・転倒予測方法、予防方法について内外のエビデンスを集積し、転倒予防ガイドラインを作成し

た。また、ケアプランを盛り込んだ転倒予防手帳を作成した。（業務実績２７．４１頁参照） 

 

・長寿医療を担う高度かつ専門的な技術を持つ人

材の育成を図るため、研究指導、教育普及の両

面から、系統的な教育・研修方法の開発を推進

しているか。 

 

実績：○ 

・長寿医療分野に関する教育として、医学生を対象とした老年医学サマーセミナーやモデル的医

療に関する研修・講習として口腔ケアに関する講演会等を行った。 

(業務実績５７、５９頁参照) 

・高齢者医療を推進する多職種研修の一環として、高度専門看護師研修課程を行った。 

(業務実績５７頁参照) 

・在宅医療に関し、地域における多職種連携の促

進・普及のためのカリキュラム開発や、家族介

護者の介護負担の軽減に資する研究等を推進

しているか。 

 

実績：○ 

・在宅医療の効果的・効率的推進に関する調査・研究。（業務実績２４頁参照） 

・認知症高齢者を含む高齢者の自立支援及び家族介護者の介護負担の軽減に資する研究等の推

進。（業務実績２５頁参照） 

 

・長寿医療に対する正しい理解を促進し、患者・

家族、国民や医療従事者への啓発・情報提供手

法等の研究を推進しているか。 

 

 

実績：○ 

・認知症連携マップの作成。（業務実績２７頁参照） 

・高齢者地域医療連携における標準基盤医療情報システムの開発。（業務実績２７頁参照） 

・ケアプランを盛り込んだ転倒予防手帳を作成・配布した。（業務実績２７．４１頁参照） 
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２．医療の提供に関する事項 

 

我が国における長寿医療の中核的な医

療機関として、「高齢社会対策大綱」（平

成１３年１２月２８日閣議決定）に定め

る「国民が生涯にわたって健やかで充実

した生活を営むことができる豊かな社

会」の構築を目指し、国内外の知見を集

約し、高度先駆的医療の提供を行うこと。 

また、長寿医療の標準化を推進するた

め、最新の科学的根拠に基づいた医療の

提供を行うこと。 

患者・家族に必要な説明を行い、情報

の共有化に努めることにより、患者との

信頼関係を構築し、また、患者・家族が

治療の選択、決定を医療者とともに主体

的に行うことができるよう支援すること

に加え、チーム医療の推進、医療安全管

理体制の充実、客観的指標を用いた医療

の質の評価等により、患者の視点に立っ

た良質かつ安心な医療の提供を行うこ

と。 

認知症患者、家族を支援するための医

療体制を構築するとともに、医療と介護

の連携を推進すること。 

高齢者の在宅療養生活を支援し、切れ

目のない医療の提供を行うため、モデル

的な在宅医療支援を提供すること。 

患者に対するインフォームドコンセン

ト等におけるモデル的な終末期医療の提

供を行うこと。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．医療の提供に関する事項 

 

高齢者に特有な疾患に関する高度先

駆的医療技術を提供するとともに、高

齢者に対する有効性や安全性の向上を

目指した長寿医療の標準化を行う。 

 

（１）高度先駆的な医療、標準化に資す

る医療の提供 

 

①高度先駆的な医療の提供 

 

センターの研究成果や、国内外の研

究施設及び医療機関等の知見を集約

し、高齢者に特有な疾患の予防、診断、

治療及び機能低下の回復のための高度

先駆的医療を提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．医療の提供に関する事項 

            

高齢者に特有な疾患に関する高度先

駆的医療技術を提供するとともに、高

齢者に対する有効性や安全性の向上を

目指した長寿医療の標準化を行う。 

 

（１）高度先駆的な医療、標準化に資す

る医療の提供 

 

①高度先駆的な医療の提供 

 

認知症のアミロイドイメージング、

先進的骨画像診断、先進的骨折治療の

提供、褥瘡の病因と病態診断に基づく

治療法の選択など、高齢者に特有な疾

患の予防、診断、治療及び機能低下の

回復のための高度先駆的医療を提供す

る。 

この一環として、平成２３年度にお

いては、具体的に以下の取り組みを行

う。 

 

ア  高齢者に特有な疾患の診断技術

の提供 

 

a 認知症の早期診断法の確立 

 

・画像（ＰＥＴ）、バイオマーカを用

いた認知症早期診断の取り組みを継

続する。具体的には症例の蓄積を継

続する。 

 

 

b 運動器疾患の客観的診断法の確立 

 

・骨代謝制御に関する細胞レベルでの

検討を推進する 

 

 

 

 

 

２．医療の提供に関する事項 

 

 

 

 

 

 

（１）高度先駆的な医療、標準化に資する医療の提供 

 

 

①高度先駆的な医療の提供 

 

平成23年度は、高齢者に特有な疾患の予防、診断、治療及び機能低下の回復の

ための高度先駆的医療を提供するために、以下のとおり取組みを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 高齢者に特有な疾患の診断技術の提供 

 

a 認知症の早期診断法の確立 

 

《画像・バイオマーカーを用いた認知症早期診断の取組》 

・JADNI試験（日本 アルツハイマー病 脳画像診断 先導的研究） 21例 

・SEADJ(MCIを対象とするｱﾙﾂﾊｲﾏｰ病の早期診断に関する多施設共同研究)継続中 

13例 

・レビー小体型認知症とアルツハイマー病における心臓交感神経機能評価の診断

的意義に関する研究 9例 

 

b 運動器疾患の客観的診断法の確立 

   

《骨代謝制御に関する細胞レベルでの検討》 

 

高齢者の運動器疾患においては、個々の症例で骨代謝環境が異なることが知ら

れている。骨代謝は骨形成を担当する骨芽細胞と骨吸収を担当する破骨細胞によ

り精緻に営まれているが、これら機能細胞のうち骨芽細胞が骨代謝制御における

中心的役割を果たしている。そこで運動器疾患における客観的診断法の確立に資

するべく骨芽細胞の機能制御に着目し、細胞レベルでの病態解析を行うことと
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・先進的骨強度評価の先進医療申請や

更なる向上に取り組む 

 

 

 

 

 

 

・先進的筋力評価の取り組みを開始す

る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し、現在、培養骨芽細胞を用いて、骨粗鬆症及び炎症性骨疾患等の病態解析を行

っている。 

【取組事項】 

骨芽細胞における機能制御機構について、細胞生物学的及び薬理学的手法を用

いて解析した。 

【成果】 

培養骨芽細胞において次の点を明らかにした。 

1)骨形成制御因子であるオステオカルシンの産生の制御に低分子量ストレス

蛋白質(HSP27)が関与すること。 

2)HSP27が炎症性サイトカインTNF-αによるIL-6産生を促進的に制御するこ

と。 

3)Wnt3aが骨折の治癒等に重要な役割を果たす塩基性線維芽細胞増殖因子

(bFGF)ならびTGF-βによる血管内皮細胞増殖因子(VEGF)産生促進作用を増強

すること等。 

【実績数値】 

欧文原著論文６報 

 

《先進的骨強度評価の取組》 

 

先進医療「定量的CTを用いた有限要素法による骨強度予測評価」に関して、専

用ファントムとソフトとを揃え、長寿医療工学との強力な連携で実施体制確立

し、東大、東北大に続いて2011.6月に先進医療として承認された。歩行荷重での

骨折危険度予測を最初の２例に実施。３例目以後、転倒荷重による骨折危険度予

測という当センター独自評価も付加。7例に実施。 

 

《先進的筋力評価の取組》 

 

加齢性筋肉減少症（サルコペニア）は、歩行移動能力の低下や転倒の基礎疾患

で、虚弱(Frailty)の主要因であるが、加齢により筋力の発揮される状態がどの

ように変化するかについての詳細な評価はこれまでに行われておらず、弱化した

筋力を適切に測定する機器や装置はない。 

そこで、虚弱高齢者の微弱な筋力を正確に測定でき、持続力・瞬発力等の重要

指標も同時計測できる筋力測定器を開発し、有用性を検討している。 

 

【取組事項】 

１）虚弱高齢者の微弱な筋力を正確に測定でき、持続力・瞬発力、刺激に対する

俊敏性（反応時間）等の筋力が発揮される際の重要指標も同時に計測できる握

力計を開発し、もの忘れセンターの新患患者において測定を実施している。ま

た、ADL能力との関連を検討する。 

２）握力計と同様に、脚力（膝関節伸展、屈曲筋力）測定器を開発し、変形性膝

関節症患者において測定を行い、QOLや身体機能、痛みとの関連を検討する。 

 

【成果】 
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１）これまでに約1000名のもの忘れセンターの新患患者に対して測定を行い、う

ち200余名のデータ初期解析を実施し、握力計の有用性を明らかにした。すな

わち、最大握力、最大握力からの低下率および反応時間については、80歳代で

有意に低下し、最大握力到達時間は70歳代で低下していた。Barthel Indexに

より評価したADL能力との比較では、点数が高いほど最大握力は有意に大きく、

またADLを各動作の項目に分けた場合においても、握力と関連のある項目が明

らかになった。 

２）変形性膝関節症患者60名に対して測定を行い、膝関節伸展筋力、屈曲筋力は

両膝ともEQ5D、SF-36の身体機能尺度と有意な相関を認めた。また日常生活動

作時の痛みについても、右膝関節筋力と有意な相関を認め、膝関節筋力とQOL

や身体機能、痛みとの関連が明らかになった。 

 

【実績数値】 

学会発表：１件 

 

《加齢性筋肉減少症と骨粗鬆症の合併頻度を初めて報告》 

 

加齢に伴い筋肉量と骨量が減少することはよく知られ、病的になると前者は加

齢性筋肉減少症（サルコペニア）、後者は骨粗鬆症と呼ばれる。これまでこの二

つの疾患は別々に研究されおり、臨床患者における両者の関係についてはほとん

ど知られていない。そこで、我々の施設で2002年6月から骨量と筋量を同時測定

した患者2773名の運動器疾患データベースを用いて、加齢性筋肉減少症は補正四

肢筋量が若年成人平均-2SD未満、骨粗鬆症は大腿骨頚部骨密度が若年成人平均の

70%未満を基準値として診断し、その合併状況を検討した。その結果、骨量と筋

量は正の相関を有しており、加齢性筋肉減少症と判定された976名中のうち骨粗

鬆症が440名(45.1%)、骨粗鬆症と判定された977名のうち加齢性筋肉減少症が440

名(45.0%)とほぼ同じ割合で合併していることが判明した。 

【取組事項】 

骨粗鬆症や骨量減少などを疑う整形外科、内科の患者に骨粗鬆症スクリーニン

グをする際に行う全身骨測定で同時に得られる体組成から補正四肢筋量が求め

られ、その臨床データの蓄積と解析を行っている。 

【成果】 

筋量と骨量を中心とした臨床データベースが3000名を越えている。今回はその

うちの2773名の解析から、加齢性筋肉減少症と骨粗鬆症の合併率がともに45％ほ

どであることが判明した。 

【実績】  

長寿科学総合研究事業：高齢者における加齢性筋肉減弱現象(サルコペニア)

に関する予防対策確立のための包括的研究H22、23報告書 

学会発表３回 

 

《運動器不安定性を簡便に測定する機器を実用化》 

 

 運動器疾患の転倒における「共通で重要なポイント」として「姿勢と転倒」と
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 c 褥瘡の病態診断法の確立 

 

・創表面細胞外蛋白質解析を用いた病

態診断の臨床的意義を確立する 

 

 

 

 

d 感覚機能の客観的診断法の提供 

 

・高齢期聴力の客観的診断法の臨床応

用を継続し、症例を蓄積する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いう新たな概念を提唱し、歩行と転倒の動的観察に基づき足関節筋力と柔軟性、

膝関節屈曲、脊椎後弯と転倒の関連を明らかにし、姿勢による転倒危険度を測定

する「Dorsiflex meter」を開発した。 

転倒予防外来において、多数例で検証し、転倒予測に有用な知見を得た（Toba 

et al GGI in press)。住民健診や入院入所高齢者のスクリーニングに利用され

ることが期待される。また、転倒のメカニズムの研究から、重点的に行うべきス

トレッチ、筋力向上の部位が示され、簡便な転倒予防体操や有効な履物が明らか

になった。 

 

c 褥瘡の病態診断法の確立 

 

《創表面細胞外蛋白質解析による病態診断》 

 

本年度まで褥瘡の病態診断について２つの論文を発表した。また治療との関連

についても検討し、薬剤の効果を判定する客観的な指標としての創表面蛋白質解

析を開発した。 

 

d 感覚機能の客観的診断法の提供 

 

《高齢期聴力の客観的診断法の臨床応用》 

 

難聴は高齢者で最も頻度の高い感覚器障害であり、難聴の存在が高齢者のQOL

を低下させ、認知症のリスクファクターになることも明らかとなっている。難聴

の程度を正確に評価することは、その診断、治療において極めて重要であるが、

通常行われている純音聴力検査(PTA)は音が聞こえたらボタンを押すという主観

的検査であり、高齢者では施行できない例や検査の正確性にかける場合がある。

聴性定常反応(ASSR)は約10年前に医療機器として開発、測定可能となったが、PTA

の困難な小児においての有効性が確認され、小児難聴では必須の検査となってい

る。しかしながら成人、特に高齢者のデータは少ないため、症例の蓄積と比較検

討を行った。 

【取組事項】 

ASSRの高齢者、特に認知症のある高齢者においてPTAとASSRを行い、両者の相

関を、小児やこれまでの成人の報告と比較検討するべく同意の得られた患者にお

いて検査を施行した（倫理委員会承認済み）。 

【成果】 

2012末までに30名の高齢者（うち21名は認知症患者）において検査を施行し、

ASSRにおける聴力閾値の確定ができたのが20名あった。20名中、半数の症例にお

いてPTAよりASSRの聴力閾値の方が軽度であった。通常、PTAよりもASSRの閾値の

方が高度にでるため、認知症患者ではPTAだけでの聴力閾値確定は不十分である

可能性が示唆された。 

また以下の3点についての有用性が示唆された。 

① 高齢者の急性難聴の正確な診断および加療：例えば突発性難聴では高齢者で

あっても早期に治療を開始することで難聴の改善が期待できるが、PTA検査が
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・大脳皮質感覚野活動性の疾患による

感覚機能変化に関する臨床研究を継

続する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・アルツハイマー病やレビー小体病等

の変性性認知症の鑑別診断のための

瞬目運動の解析に着手する。 

 

 

 

 

 

 

e 咀嚼嚥下障害診断治療検査の臨床応

用 

 

困難・不正確な高齢者では治療せずに放置される場合もある。90代の突発性難

聴疑いの症例に対して検査を行い、急性難聴の評価においても有用である可能

性が示唆された。 

② 正確な補聴器適合：PTAでは閾値決定が困難であった2症例についてASSRの結

果を参考に補聴器フィッティングを行い、有効性を確認した。 

③ 正確な聴覚障害認定：他院にて聴覚障害を認定された3症例がASSRでは該当

せず、その他の聴覚検査の結果も参考にすると過大評価と考えられた。 

【実績】 

30例の症例蓄積。 

加齢性難聴への取り組みに対して第17回日本耳科学会奨励賞を受賞した。 

 

《大脳皮質感覚野活動性の疾患による感覚機能変化に関する臨床研究》 

 

加齢や高齢者脳疾患における大脳皮質感覚野神経活動の変化を解明するため

に、大脳皮質感覚野の抑制性神経系の活動性を測定する。測定方法として、体性

感覚誘発脳磁図回復機能（Somatosensory evoked magnetic field recovery 

function, SEF-R)を用いる。 

 

【取組事項】 

１）新規脳磁図システムにおいて、患者負担を軽減するため、従来よりも大幅な

短時間でSEF-Rを測定できる新たな体性感覚刺激およびデータ解析プログラム

を開発し、その応用を開始した。 

２）アルツハイマー病患者における大脳皮質感覚野の被興奮性を測定し、健常高

齢者と比較検討している。 

 

【成果】 

１）SEF-R測定が、従来よりも大幅な短時間で、患者負担少なくできるようにな

った。 

２）アルツハイマー病患者で、大脳皮質感覚野の被興奮性が健常者よりも亢進す

る傾向が確認されつつある。 

 

《瞬目運動の解析》 

 

京都府立医科大学にて瞬目高速解析装置を独自に開発し自発性および随意性

瞬目検査を施行し、加齢に伴う瞬目パターン、瞬目速度および頻度の変化が捉え

られた。また眼瞼や中枢神経機能の老化度を判定するためのデータベース化し、

パーキンソン病に特徴的な瞬目パターンの特定に成功した。平成24年度には瞬目

高速解析装置を国立長寿医療研究センターにも導入しその他の中枢神経疾患へ

の応用と開発を進めていく予定である。 

 

e 咀嚼嚥下障害診断治療検査の臨床応用 
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・歯科用ＯＣＴ画像診断機器の開発お

よび臨床応用の継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・薬剤含有可食性フィルムによる新た

なドラックデリバリーシステム

（DDS）の開発の開始 

 

 

 

 

・紫外線LEDによる根管滅菌装置の開発

の開始 

 

 

 

 

 

《歯科用OCT画像診断機器の開発及び臨床応用》 

 

生体に無害な近赤外光を用いた光干渉断層画像診断法（Optical Coherence 

Tomography：以下OCT）は、非侵襲下に組織の精密断層像を得ることができる最

先端の医療撮像技術として、世界的に開発競争が行われている。しかし、歯科用

OCT画像診断機器の開発や口腔領域でのOCTの臨床研究は世界的に極めて少なく、

口腔分野への応用の道が開ければパノラマエックス線装置以来の口腔領域の新

たな画像診断機器となる可能性を持つ有望な非侵襲診断技術として期待されて

いる。 

この様な背景の下、当センターの中期計画に則り、パナソニックヘルスケア㈱、

東京医科歯科大学、国立長寿医療研究センター歯科口腔先端診療開発部の産官学

共同で歯科用OCT画像診断機器の開発を進めており、薬事申請を目指している。 

【取組事項および成果】 

昨年度に開発・当センターに設置された、ファイバー型回転プローブの試作二

号機の基礎・臨床評価を継続した。ファイバー型回転プローブは将来的に内視鏡

と統合が可能であり、胃癌、大腸癌、肺癌の光診断・癌スクリーニングに期待が

高い。パナソニックヘルスケア㈱社製の試作機の臨床評価を継続し、共同での研

究発表を行った。㈱ジーシーと開発を進めるＯＣＴによる光印象とCAD/CAMを統

合する新たな歯科修復・補綴治療法の開発研究も継続し、機器の改善のため臨床

情報のフィードバックを行った。 

【実績数値】 

英文論文18論文、日本語論文5論文 

学会発表 27件 

新規歯科用OCT画像診断機器の開発2件 

（ファイバー型回転プローブの試作二号機とCAD/CAMと統合するＯＣＴによる光

印象機器試作機） 

550症例、2000歯牙と世界的にも多数の患者疾患に歯科用OCT画像診断機器の診

断を応用している。 

 

《ドラッグデリバリーシステムの開発》 

 

薬剤含有可食性フィルムを産官共同で開発し、嚥下障害のある要介護高齢者や

認知機能の低下した患者でも服用可能な新たなDrug Delivery Systemの開発に着

手した。 

 

 

《紫外線LEDによる根管滅菌装置の開発》 

青色発光ダイオードの発明者である名城大学の赤碕勇教授の技術をベースに、

紫外線発光素子開発を行う最先端技術を有するLEDを使用し産官共同研究にてに

て試作光照射器1号機を開発した。 

 

《その他》 

国立がん研究センターがん対策情報センターが整備する全国がん罹患モニタ
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イ 高齢者に特有な疾患の治療技術の

提供 

 

a 認知症の臨床治験の推進 

 

・病態修飾薬によるアルツハイマー病

の臨床治験を継続する 

 

 

b 運動器疾患の新規治療法の臨床応用 

 

・椎体形成術の手術材料を改善しなが

ら症例蓄積する 

 

 

 

 

・平成２２年度の新規骨折治療法の症

例蓄積と追跡を行う 

 

 

 

 

c 排尿障害に関する新規治療法の臨床

応用 

 

・括約筋機能不全による腹圧性尿失禁

に対する骨格筋幹細胞移植による再

生医療を行う 

 

 

 

 

 

 

・過活動性膀胱に対するＡ型ボツリヌ

リング集計用(MCIJ)の部位別詳細解析用データを用いる事によりMDS、白血病の

詳細分類別の罹患率ならびにその経年変異を記述した。MDSは特に高齢者に集中

して罹患が認められていることが分かる。現在の日本が直面する高齢化において

将来的な罹患数の増加は確実であり、必要な体制の整備が急務であることを示唆

するものである。 

 

 

イ 高齢者に特有な疾患の治療技術の提供 

 

 

a 認知症の臨床治験の推進 

 

《病態修飾薬によるアルツハイマー病の臨床治験》 

 

アミロイド抗体による治験 ２件 

 

b 運動器疾患の新規治療法の臨床応用 

 

《椎体形成術の手術材料の改善》 

 

脊椎圧迫骨折偽関節に対するβTCPとヒアルロン酸を併用の椎体形成術を5例

に実施。全例で椎体再圧潰はなく経過良好である。有害事象もなく、症例蓄積を

継続。 

 

《新規骨折治療法の症例蓄積》 

 

大腿骨近位部骨折で骨折手術のみの対照10例、骨折手術時に健側大腿骨の骨折

手術用スクリュー1本刺入による補強を10例、2本による補強を5例、合計25例に

実施。健側骨補強による有害事象はなく、症例蓄積と追跡を継続。 

 

c 排尿障害に関する新規治療法の臨床応用 

 

 

《尿道括約筋機能不全による腹圧性尿失禁に対する骨格筋幹細胞移植による再

生医療》 

 

自己骨格筋幹細胞を用いた尿道括約筋再生医療の臨床試験の開始に備えて、

GMP対応の細胞調製施設を第二研究棟に設置した。現在当該施設において、厚生

労働省の指針に従って臨床研究を実施することを目的として、厚生労働大臣への

申請条件を満たすために必要とされるハードおよびソフト両面における整備に

着手した。 

 

《過活動膀胱に対するA型ボツリヌストキシン膀胱壁内注入療法の臨床試験》 
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②医療の標準化を推進するための、最

新の科学的根拠に基づいた医療の提

供 

 

研究所と病院の連携による臨床研究

の成果を踏まえ、長寿医療の標準化を

推進するため、最新の科学的根拠に基

づいた医療の提供を行う。 

具体的には、既に有効性が示されて

いる既存の医療技術についても、高齢

者に安全な低侵襲手技による手術、高

齢者に最適な薬物療法等、高齢者に対

する有効性や安全性の向上を目指した

長寿医療の標準化を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ストキシン膀胱壁内注入療法臨床試

験を行う 

 

 

 

 

 

②医療の標準化を推進するための、最

新の科学的根拠に基づいた医療の提

供 

 

研究所と病院の連携による臨床研究

の成果を踏まえ、長寿医療の標準化を

推進するため、最新の科学的根拠に基

づいた医療の提供を行う。 

既に有効性が示されている既存の医

療技術についても、骨折の早期診断法、

低侵襲脊椎・関節手術、低侵襲人工関

節手術をはじめとした、高齢者に安全

な低侵襲手技による手術、高齢者に最

適な薬物療法等、高齢者に対する有効

性や安全性の向上を目指した長寿医療

の標準化を目指す。 

緑内障手術治療の予後向上と適応の

標準化のため、SNPs等の危険因子を同

定する。 

加齢黄斑変性症（AMD）の早期診断の

ため、スペクトラルドメイン光干渉断

層計を用いた脈絡膜断層像視覚化法で

の知見を蓄積するとともにAMDの発症

機序を解析する。 

また、最新の科学的根拠に基づく高

齢者医療研修を実施及び高齢者薬物療

法の適正化に関する研究を通じて、適

正な高齢者医療の実施を促す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国レベルでの臨床研究を実施し、難治性・薬剤抵抗性過活動膀胱患者17例を

対象に、A型ボツリヌストキシン100単位を膀胱壁内の30箇所に注入した。その経

過観察の結果、膀胱容量の有意な増加が観察され、この治療法の有効性が示され

た。これをまとめて欧文論文1篇に報告した。 

 

 

②医療の標準化を推進するための、最新の科学的根拠に基づいた医療の提供 

 

１ 最新の科学的根拠に基づいた医療の提供 

 

（１）補聴器適合の最適化（耳鼻咽喉科） 

 

加齢性難聴への遺伝子多型の影響と高齢者の補聴器適合についての知見に基

づき、難聴診療の最適化を図っている。 

 

（２）骨折の早期診断（整形外科） 

 

運動器疾患による虚弱の防止を目指した。骨折早期診断としてMRI、CTをパス

導入し、低侵襲手術は脊椎10例、関節12例実施した。 

 

（３）加齢黄斑変性の治療効果判定（眼科） 

 

非侵襲的なスペクトラルドメインOCTの多数の画像重ね合わせを行う

（EDI-OCT）事によって、侵襲的な蛍光造影眼底検査をせずに加齢黄斑変性の治

療効果判定が可能になった。 

 

（４）瞬目運動の解析（眼科） 

 

加齢に伴い随意瞬目速度が低下し、パーキンソン病に特徴的な波形を示すなど

診断補助検査としての意義を明確にした。 

 

（５）前立腺肥大症内視鏡手術の周術期管理の全国調査に基づく周術管理 

（泌尿器科） 

 

当センターで行った「前立腺肥大症内視鏡手術の周術期管理の全国調査」の分

析結果に基づき、合併症の少ない標準的前立腺肥大症手術を施行している。 

       

（６）手術室における標準的医療の提供(手術・集中治療部) 

 

当センター手術室で行われる手術のほとんどは標準的治療であり、23年度の総

手術件数は前年度に比べ108件の増加が見られた 
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   平成22年度 1,233件 

   平成23年度 1,341件  対前年比 108.8％ 

 

（７）骨粗鬆症治療患者に対するFRAXによる治療介入（内分泌・代謝） 

 

骨粗鬆症の薬物治療を受けている当センター受診者の骨折リスクをもとに

FRAX（WHO骨折リスク評価ツール）による治療介入基準を策定し、最新のガイド

ラインに反映させた。 

 

（８）高齢者糖尿病の包括的治療（内分泌・代謝） 

 

高齢者糖尿病におけるJ-EDIT縦断試験で新たに得られた知見を踏まえ包括的

治療を行っている。 

 

（９）転倒ガイドラインの作成・運用（もの忘れセンター） 

 

認知症、脳卒中における転倒ガイドラインを作成し、エビデンスに準拠した認

知症患者の管理を行っている。 

 

（１０）特発性正常圧水頭症診療ガイドラインの実地応用（脳神経外科） 

 

特発性正常圧水頭症診療ガイドラインの実地応用のため、髄液排除試験の効果

判定を、神経変性疾患との鑑別診断法に資するデータと突合解析し、臨床応用し

ている。 

 

（１１）介護保険「基本チェックリスト」の臨床応用（高齢総合診療科） 

 

介護保険制度で使用されている「基本チェックリスト」により「虚弱高齢者」

をスクリーニングしうるという根拠に基づき、歩行可能な外来受診者には「基本

チェックリスト」を実施して診療に応用を開始した。 

 

（１２）多職種による褥瘡診療（皮膚科） 

 

多職種（看護、薬剤）の専門性に基づいた効率的、効果的な褥瘡対策及び褥瘡

診療の実証（チーム医療実証事業）を行った。 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ｓ 評価項目４ 評  定 Ｓ 

【評価項目４ 医療の提供に関する事項 

 （１）高度先駆的な医療、標準化に資する医

療の提供】 

（総合的な評定） 

・認知症医療  

世界最大の、もの忘れセンターをフルオープンし、医師、看護師、心理士、MSW、薬剤師、

栄養士などの多職種協働体制をシステム化し、画像、バイオマーカー、生活機能評価、認知機能

評価、栄養評価、介護評価など多角的な評価を行う「ワンストップサービスモデル」を完成、年

間１２００名以上で、我が国最大のデータベースとして蓄積している。  

・転倒骨折予防医療 

整形外科、内科、リハビリテーション、PT、看護師など多職種協働で、運動器の不安定性の

検査と骨量、骨質、加齢筋肉減少症の研究を生かした、高度先駆的医療を行なっている。 

・歯科医療 

遠赤外線を用いた、超早期う歯診断、早期歯周病診断を可能とする研究をシステムにつなげを

日常臨床に活用している。 

（委員会としての評定理由） 

もの忘れセンター1000例の包括解析は評価できる。また運動器疾患

の転倒における「共通で重要なポイント」として「姿勢と転倒」という

新たな概念を提唱し、歩行と転倒の動的観察に基づき足関節筋力と柔軟

性、膝関節屈曲、脊椎後弯と転倒の関連を明らかにし、姿勢による転倒

危険度を測定する「Dorsiflex meter」を開発したことについても高く評

価する。 

 

 

（各委員の評定理由） 

・在宅医療推進の全国的な研究推進体制の整備は高く評価できる。今後さ

らに全国的に標準化できるモデルの提唱を行ってほしい。 

・認知症、転倒、虚弱、う歯、歯周病などの領域でみるべき成果が出てい

る。これらの成果が先駆的な医療の提供にどうつながり、どう標準化され

るのかを期待したい。 

・世界最大の物忘れセンターのフルオープンと１０００例の包括的な解析

による認知症継続診療の提言、在宅医療推進のための研究体制基盤整備、

産官学共同開発による歯科用 OCT 画像診断機器の開発などについて評価

する。 

・ものわすれ外来１０００例の包括解析は大変高く評価できる。 

・物忘れセンターの１０００例の解析結果など、興味深い成果をあげてい

る。今後、この成果を具体的に認知症の継続診療や、地域との介護福祉と

の連携をはかっていくために、どう生かしていけばいいのかを具体的に社

会に示してほしい。 

・認知症１０００例の解析など、診療へ還元できる研究が推進されている。 

・患者・家族自身に治療計画を理解してもらい、患者自身が治療の選択が

できる取り組みを進めており、評価される。 

・理解しやすい説明や相談しやすい環境づくりに努力されている。 

・認知症の早期診断法など高度先駆的な医療を提供していること、転倒予

防医療への取組、遠赤外線を用いた超早期齲歯診断及び早期歯周病予防診

断研究の実用化など、大いに評価できる。 

・高齢者に特有な疾患の予防、診断、治療などに対する高度先駆的な医

療が提供されたと評価できる。 

・姿勢と転倒についての新たな概念を生み出し、多くの自治体の介護予

防事業にとり入れられているのは大変評価できる。 

 

［評価の視点］ 

・高齢者に特有な疾患の予防、診断、治療及び機

能低下の回復のための高度先駆的医療を提供

しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績：○ 

・画像・バイオマーカーを用いた認知症早期診断の取組。（業務実績３３頁参照） 

・骨代謝制御に関する細胞レベルでの検討。（業務実績３３頁参照） 

・先進的骨強度評価の取組。（業務実績３４頁参照） 

・先進的筋力評価の取組。（業務実績３４頁参照） 

・加齢性筋肉減少症と骨粗鬆症の合併頻度を初めて報告。（業務実績３５頁参照） 

・運動器不安定性を簡便に測定する機器を実用化。（業務実績３５頁参照） 

・創表面細胞外蛋白質解析による病態診断。（業務実績３６頁参照） 

・高齢期聴力の客観的診断法の臨床応用。（業務実績３６頁参照） 

・大脳皮質感覚野活動性の疾患による感覚機能変化に関する臨床研究。（業務実績３７頁参照） 

・瞬目運動の解析。（業務実績３７頁参照） 

・歯科用OCT画像診断機器の開発及び臨床応用。（業務実績３８頁参照） 

・ドラッグデリバリーシステムの開発。（業務実績３８頁参照） 

・紫外線LEDによる根管滅菌装置の開発。（業務実績３８頁参照） 

・病態修飾薬によるアルツハイマー病の臨床治験。（業務実績３９頁参照） 

・椎体形成術の手術材料の改善。（業務実績３９頁参照） 

・新規骨折治療法の症例蓄積。（業務実績３９頁参照） 

・尿道括約筋機能不全による腹圧性尿失禁に対する骨格筋幹細胞移植による再生医療。 

（業務実績３９頁参照）  

・過活動膀胱に対するA型ボツリヌストキシン膀胱壁内注入療法の臨床試験。 

（業務実績３９頁参照） 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ｓ 評価項目４ 評  定 Ｓ 

・長寿医療の標準化を推進するため、最新の科学

的根拠に基づいた医療の提供を行っているか。 

 

 

実績：○ 

・補聴器適合の最適化。（業務実績４０頁参照） 

・骨折の早期診断。（業務実績４０頁参照） 

・加齢黄斑変性の治療効果判定。（業務実績４０頁参照） 

・瞬目運動の解析。（業務実績４０頁参照） 

・前立腺肥大症内視鏡手術の周術期管理の全国調査に基づく周術管理。（業務実績４０頁参照） 

・手術室における標準的医療の提供。（業務実績４０頁参照） 

・骨粗鬆症治療患者に対するFRAXによる治療介入。（業務実績４１頁参照） 

・高齢者糖尿病の包括的治療。（業務実績４１頁参照） 

・転倒ガイドラインの作成・運用。（業務実績４１頁参照） 

・特発性正常圧水頭症診療ガイドラインの実地応用。（業務実績４１頁参照） 

・介護保険「基本チェックリスト」の臨床応用。（業務実績４１頁参照） 

・多職種による褥瘡診療。（業務実績４１頁参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（その他の意見） 

・認知症、高齢者精神疾患に関するセカンドオピニオン外来の実施はさら

に進める必要がある。 

・チーム医療の推進や医療安全管理体制の充実に一層努力してもらいた

い。 

・全体として現時点では観察研究レベルにあるものが多いので、今後これ

を検証・介入試験に持って行って標準化に繋げてほしい。 
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（２）患者の視点に立った良質かつ安心

できる医療の提供 

 

①患者の自己決定への支援 

 

患者・家族に対する説明に当たって

は、標準的な医療はもとより、高度先

駆的な医療技術であっても平易な説明

に努めることにより情報の共有化に努

め、高齢者である患者自身やその家族

が治療の選択、決定を医療者とともに

主体的に行うことができるよう支援す

る。 

  また、セカンドオピニオン外来を

設置し、患者・家族の相談に対応す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）患者の視点に立った良質かつ安心

できる医療の提供 

 

①患者の自己決定への支援  

 

患者・家族に対する説明に当たって

は、平易な説明に努めることにより情

報の共有化に努め、高齢者である患者

自身やその家族が治療の選択、決定を

医療者とともに主体的に行うことがで

きるよう支援する。 

その一環として、平成２３年度は、

平成２２年度に作成した臨床研究に関

する患者向けハンドブックを改訂する

とともに、長寿医療に関する啓発に資

するためのスペース及びその機能・運

用について検討する。 

また、患者の自己決定を促すために

事前指定の導入方法の検討を行い院内

インフォームドコンセントの充実を目

指して院内での研修を行う。 

さらにもの忘れ教室の実践、終末期

医療の研修を通じて自己決定を促す教

育・研修を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）患者の視点に立った良質かつ安心できる医療の提供 

 

 

①患者の自己決定への支援  

 

患者・家族が自身に治療計画について適切に理解し、治療の選択を患者自身が

できるよう次の取組を実施した。 

 

（１）ハンドブックの利用及び改訂 

 

平成22年度に作成した「国立長寿医療研究センター病院を利用される皆様のた

めのハンドブック」を病院受付周辺及び全ての外来窓口で配布し、臨床研究の在

り方等の患者の理解支援に努めた。また、利用状況を確認し、より実態に合うよ

うに検討を行い、改訂作業に取りかかった。 

 

（２）事前指定の導入方法の検討 

 

事前指定書の導入については、すでに平成19年より終末期の希望調査を開始し

ており、これまでに140名の提出があった。そこで今後はさらに発展させる目的

で、入院患者に対して、入院時に終末期における医療の希望の有無をアンケート

を行った後に、希望者に対して終末期支援チームのメンバーがアドバンスケアプ

ランニングの形で支援する方法の検討を開始する。 

 

（３）クリニカルパス委員会の設立 

 

クリニカルパスを普及させ患者優先のチーム医療の実践、医療の安全性、質、

インフォームドコンセントの向上を図ることを目的とし、クリニカルパス委員会

を設置した。 

 

（４）理解しやすい説明 

 

治療方針等の説明は、医学用語等専門的な言葉の使用はできるだけ避け、理解

し易い平易な言葉を用い、必要に応じて、解説図・写真・模型・ビデオ等など捕

捉資料を活用して患者の理解度に併せ平易で丁寧な説明に努めた。 

 

（５）相談しやすい環境づくり 

 

セカンドオピニオン外来を設置するとともに、プライバシーに配慮した患者相

談室を整え相談しやすい環境を整備している。 

また、医療相談窓口を設置し、患者、家族からの栄養相談、服薬相談などのニ

ーズに応じた対応に努めている。 

 

（６）認知症、高齢者精神疾患に関するセカンドオピニオン外来の実施 
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②患者等参加型医療の推進 

 

患者等参加型医療及びセルフマネジ

メントの推進の観点から、ホームペー

ジによる患者向け情報の発信や、リー

フレットの配布等により、患者の医療

に対する理解を支援する機会を提供す

る。 

また、定期的な患者満足度調査の実

施、日常的な患者・家族からの意見収

集等をもとに、診療等業務の改善を行

い、患者の視点に立った良質かつ安心

な医療の提供に努める。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②患者等参加型医療の推進 

 

患者の医療に対する理解を支援する

機会を提供する。 

その一環として、平成２３年度は、

平成２２年度に実施した「もの忘れ家

族教室」を評価し、より充実した内容

とする。 

また、定期的な患者満足度調査の結

果等を踏まえた診療等業務の改善を、

平成２２年度に引き続き行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

セカンドオピニオンは通常がんに関する相談が中心であり、認知症や高齢精神

疾患においては、通常の初診外来を受診することがほとんどであり、これまでは

セカンドオピニオンには馴染まないところであった。 

しかし、認知症等に関する患者の自己決定の支援として、平成17年よりセカン

ドオピニオン外来を開設し、事前指定のアンケートを実施し100名を超える登録

を行うなどの取り組みにより、平成17年度以降実施件数が0件であったものが、

平成22年度・4件、平成23年度・4件の実施により、相談家族に満足いただけるレ

ベルの高い専門性を活かした相談内容を提供できた。 

 

〈参考〉 
  平成24年度計画目標値   
   セカンドオピニオン外来実施件数 5件以上 

 

（７）その他の取組 

 

１）意見箱の設置により、患者・家族からの意見を聞く体制を整え、寄せられた

意見には外来待合に設置した掲示板に回答を掲示する等により、確実に回答を

している。 

  

２）ホームページを充実し、当センターの診療内容・特徴などを広く発信してい

る。 

 

②患者等参加型医療の推進 

 

（１）もの忘れ家族教室の評価と充実 

 

平成22年に開始した「もの忘れ家族教室」の内容を検証し、23年度は「初級編」

「中級編」と設定し、より充実した内容として引き続き開催した。 

 

【実績】 

22年度 計 31回  参加者 延計 825人 

23年度 計 20回  参加者 延計 322人 

 

（２）糖尿病教室の開催 

 

患者・家族などを対象とした「糖尿病教室」を医師、看護師、薬剤師、理学療

法士、栄養士などの多職種による講師のもと開催した。 

また、糖尿病教室開催にあわせ、糖尿病ランチタイム教室を開催した。 

入院困難な糖尿病療養患者・家族の方々に病院食を体験していただき、血糖自

己測定（食前・後2ｈ）も併せて実施することで、実践的な指導に取り組んだ。 

ＰＲとして毎回使用のパンフレットをＨＰ上でダウンロード可能とした。 
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③チーム医療の推進 

 

医師及びその他医療従事者等、それ

ぞれの特性を生かした多職種連携かつ

診療科横断によるチーム医療を推進

し、特定の職種への過度な負担を軽減

するとともに、質の高い医療の提供を

行う。 

 このため、多職種から構成される院

内診療チームの合同カンファレンス、

合同回診等を、週１回以上開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③チーム医療の推進 

 

医師及びその他医療従事者等、それ

ぞれの特性を生かした多職種連携かつ

診療科横断によるチーム医療を推進

し、特定の職種への過度な負担を軽減

するとともに、質の高い医療の提供を

行う。 

その一環として、平成２３年度は、

もの忘れセンターでの他職種での認知

症治療を継続する。 

また、多職種から構成される院内診

療チームの合同カンファレンス、合同

回診等を、週１回開催する。  

 

 

 

 

 

 

 

【実績】 

 

糖尿病教室 

23年度 計 7回 参加者 延計 130人 

ランチタイム教室 

23年度 計 5回 参加者 各回  20人（家族を含む） 

 

（３）患者満足度調査の実施 

 

患者満足度調査は、患者の目線に立ちサービスの向上を図るため、平成22年に

引き続き23年度も継続し実施。調査にあたっては、調査精度の向上と客観性を追

求する設問とし、また、患者個人の匿名性を確保し個人が特定されることがない

ようプライバシーに十分配慮し実施した。 

平成23年度は入院患者については10月1日～10月31日の期間で、外来患者につ

いては10月18～19日の2日に渡って調査を実施。その結果、入院総合得点、外来

総合得点ともNC平均を上回っており、引き続き一層の改善を目指し、取り組んで

いるところである。 

 

【平成23年度 調査結果の概要】 

入院総合得点      23年度 4.48P  （NC平均 4.40P） 

外来総合得点      23年度 4.16P  （NC平均 4.05P） 

 

③チーム医療の推進 

 

（１）もの忘れセンターにおけるチーム医療の実施 

 

もの忘れセンターにおいて、認知症を主とした高齢者に特有な疾患の治療・介

護等について、薬剤師、看護師、言語聴覚士、心理士等が医師、歯科医師ととも

に各々の専門分野を活かし、より質の高い医療の提供に取り組んでいる。 

また、そのために患者ごとの診断カンファレンス、また治療計画に基づいたケ

アカンファレンス、合同回診等を定期的（1回/週）に実施している。 

さらに認知症の家族、介護者を中心とした家族教室（年間20回）音楽教室（1

回/週）を医師、看護師、栄養士、心理士、音楽療法士等が担当した。 

 

地域型認知症疾患医療センターの協力病院として、大府病院との連携を深めて

いる。平成23年度において、当院から大府病院への紹介件数は36件、大府病院か

ら当院への紹介件数は55件であった。当院からは認知症の重度の精神症状治療を

依頼し、大府病院からは認知症を含む精神疾患の身体合併症治療の依頼が主であ

る。 

 

（２）多職種チームの活動状況 

 

現在の病院の診療形態としては各診療科ごとの診療機能に加えて、多職種によ
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④入院時から地域ケアを見通した医療

の提供 

 

医療の提供に必要なネットワークの

構築に努め、急性期の受入れから、回

復期、維持期、再発防止まで一貫した

包括的なプログラムに基づく医療を提

供するとともに、患者に対し切れ目な

く適切な医療を提供できるよう、紹介

先医療機関等の確保に努め、入院から

地域ケアまで見通した医療の提供を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

⑤医療安全管理体制の充実 

 

医療事故報告の有無に関わらず、医

療安全管理部門が定期的に病院内の安

全管理体制を検証し、その改善のため

の対策を立案し、各部門に対して助言

を行う等、医療安全管理を統括、監督

する体制を充実する。 

また、医療安全管理部門の担当者は、

関係法令、各種指針等にのっとって、

病院各部門における医療安全に関わる

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④入院時から地域ケアを見通した医療

の提供 

 

在宅医療支援病棟や地域医療連携室

の活用等により、医療の提供に必要な

ネットワークの構築に努め、急性期の

受入れから、回復期、維持期、再発防

止まで一貫した包括的なプログラムに

基づく医療を提供するとともに、患者

に対し切れ目なく適切な医療を提供で

きるよう、紹介先医療機関等の確保に

努め、入院から地域ケアまで見通した

医療の提供を行う。 

 

 

 

 

 

 

⑤医療安全管理体制の充実 

 

医療事故報告の有無に関わらず、医

療安全管理部門が定期的に病院内の安

全管理体制を検証し、その改善のため

の対策を立案し、各部門に対して助言

を行う等、医療安全管理を統括、監督

する体制を充実する。 

その一環として、平成２３年度は、

ヒヤリハット事例分析・対策会議を月

２回、医療安全管理委員会を月１回、

る横断的なチームによる医療機能が強く求められるようになってきている。 

当センターにおいても、既存の栄養サポートチーム(NST)、褥瘡対策チーム、

転倒転落防止チーム、感染予防チーム(ICT)、地域連携室、認知症サポートチー

ム等を週１回以上開催し、職種横断的な活動により質の高い医療の提供に取り組

んでいる。 

上記のすべてのチームが週1－2回の回診を行っており、平成23年度は総計で

212回を数えた。 

 

〈参考〉 
  平成24年度計画目標値   

多職種から構成される院内診療チームの合同カンファレンス、 
合同回診等を年間190回以上開催 

 

④入院時から地域ケアを見通した医療の提供 

 

 

１ 入院から地域ケアまで見通した医療の提供 

 

急性期の受け入れから回復期、維持期、再発防止まで一貫した包括プログラム

を提供する病棟として、平成21年から在宅医療支援病棟を運営することで、在宅

ケアチームと病院チームによる切れ目のない医療・ケアの実践を目指す在宅医療

支援モデルを展開している。 

 

２ 地域医療連携室の活用と地域ネットワークの構築 

 

在宅医療推進のため、地域医療連携室が積極的に地域の在宅医、訪問看護ステ

ーション、居宅介護支援事業所との連携に取り組み、地域ネットワークの構築を

図っている。 

このネットワークを利用し、特に在宅医療支援病棟の入院患者に対しては、退

院支援プログラムに従い地域医療連携室を活用することで在宅医療の推進に取

り組んでいる。 

 

⑤医療安全管理体制の充実 

 

（１）医療安全管理の統括・監督体制の充実 

 

医療安全推進部により医療安全に関する現場の情報収集および実態調査を行

い、医療安全推進委員による対策会議において詳細に分析のうえ、対策を立案・

周知するなど医療安全管理の統括・監督を行っている。 

また、電子カルテに対応した医療事故防止マニュアルの活用、逐次医療安全カ

ンファランスを開催し報告事例の分析を行っている。 

なお、重大な事例については直ちに拡大医療安全委員会を招集し、現場からの

ヒヤリハット報告の収集、保管、分析、分析結果などの現場へのフィードバック
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管理体制の編成、日常的な医療安全の

管理業務、医療事故等の発生時におけ

る初動対応と危機管理等を統括する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥客観的指標等を用いた医療の質の評

価 

 

患者の視点に立った良質かつ安心な

医療の提供を行うため、センターで提

供する医療について、客観的指標等を

用いた質の評価を行う。 

 

医療安全対策のための職員研修を年２

回、それぞれ定期的に開催する。 

また、医療安全管理部門の担当者は、

医療事故報告制度等ならびに医療機

器・医薬品等安全情報報告制度をはじ

めとした関係法令、各種指針等を遵守

し、病院各部門における医療安全に関

わる管理体制の編成、日常的な医療安

全の管理業務、医療事故等の発生時に

おける初動対応と危機管理等を統括す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥客観的指標等を用いた医療の質の評

価 

 

患者の視点に立った良質かつ安心な

医療の提供を行うため、センターで提

供する医療の質や満足度について、「生

活機能評価」や「主観的満足感」等の

客観的指標等を用いて計測することに

集計を常に実施している。 

 

（２）ヒヤリハット事例分析・対策会議の開催 

 

【23年実績】（1月～12月） 

ヒヤリハット報告件数 

1,291件（内転倒報告件数 391件） 

リスクマネージメントチーム会（RMT）の開催 

月２回開催 年間２４回開催 

  

（３）医療安全管理委員会の開催 

 

【23年度実績】 

12回開催 

 

（４）医療安全管理研修会の開催 

 

【23年度実績】 

年2回開催  第1回医療安全職員研修（10月3日･6日） 

        第2回医療安全職員研修（3月12日･15日） 

                                 

（５）医療安全に関する職員への啓発、広報 

  

病院機能評価機構より医療事故情報や報道に関する内容の資料配付をうけて、

RMTレターを作成し職員へ周知している。 

【23年度実績】 

RMTレター ５回配布  

 

（６）転倒転落ＷＧの開催 

 

【23年度実績】 

１１回開催 

WG開催後に、分析結果および防止対策を周知するため、転倒転落WGレターを作

成、配布した。 

 

⑥客観的指標等を用いた医療の質の評価 

 

もの忘れセンターにおいて、「生活機能評価」や「主観的満足感」等の客観的

指標等を用いた高齢総合機能評価（CGA）のデータベースシステムを構築した。 

さらにデータ入力やスクリーニング作業の効率化を目指して、iPadを活用した

ソリューションの試験運用をした。また初年度のCGAの結果をとりまとめ、臨床

の現場にフィードバックし、2年目のCGA改訂を行った。 
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加えて、高齢者医療の重要性の順位付

けに関するアンケート調査を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 50 - 

 

評 価 の 視 点 等 自己評定 Ａ 評価項目５ 評  定 Ａ 

【評価項目５ 医療の提供に関する事項 

 （２）患者の視点に立った良質かつ安心な医

療の提供】 

（総合的な評定） 

・良質な医療の提供 

急性期の受入れから回復期、維持期、再発防止まで一貫した包括プログラムによる医療を提  

供する病棟として、在宅医療病棟を開棟し、切れ目のない新しい在宅医療モデルを提供した。在

宅医療推進のため、地域医療連携室が積極的に地域の在宅医、訪問看護ステーション、居宅介護

支援事業所との連携に取り組み、地域ネットワークの構築を図った。多職種から構成される院内

診療チーム（栄養、感染、褥瘡、転倒・転落、終末期、認知症、地域連携）の合同カンファレン

ス、合同回診等について、週１回以上の開催を行っており目標を達成している。 

・安全・安心できる医療の提供 

安全面では医療安全推進部により医療安全に関する現場の情報収集、実態調査、対策会議を行い

医療安全管理の統括・監督を継続した。また、電子カルテに対応の医療事故防止マニュアルの活

用、医療安全カンファランスを開催し報告事例の分析を行った。 

国立長寿医療研究センター病院を利用される皆様のためのハンドブックや解説図、写真などの補

足資料を用いた丁寧な説明は安全安心な医療には必須であり改訂改良し利用した。 

（委員会としての評定理由） 

もの忘れセンターにおいて、認知症を主とした高齢者に特有な疾患の

治療・介護等について、薬剤師、看護師、言語聴覚士、心理士等が医師、

歯科医師とともに各々の専門分野を活かし、より質の高い医療の提供に

取り組んでいることは評価する。 

 

 

（各委員の評定理由） 

・もの忘れ家族教室、患者満足度調査、チーム医療の推進、医療安全の推

進など患者の視点での医療が進んできている。 

・もの忘れセンターにおける地域連携医療体制の推進は高く評価できる。 

・患者・家族自身に治療計画を理解してもらい、患者自身が治療の選択が

できる取り組みを進めており、評価できる。 

・理解しやすい説明や相談しやすい環境づくりに努力されている。 

・患者の自己決定への支援、患者等参加型医療の推進、チーム医療の推進、

医療安全管理体制の充実、高齢者総合機能評価の実践など中期計画に沿っ

て順調に進んでいる。 

・多職種構成医療チームが活動した。 

・チーム医療、地域ケアを見通した医療の提供は更なる推進がなされたと

評価できる。 

 

 

（その他の意見） 

・チーム医療の推進や医療安全管理体制の充実に一層努力してもらいた

い。 

・在宅支援病棟の活用による包括的医療プログラムの提供は重要であり、

今後全国へモデルとして提案していってほしい。 

・認知症、高齢者精神疾患に関するセカンドオピニオン外来の実施はさら

に進める必要がある。 

 

［数値目標］ 

・多職種から構成される院内診療チームの合同カ

ンファレンス、合同回診等を、週１回以上開催 

 

・多職種から構成される院内診療チームの合同カンファレンス、合同回診等について週１回以上、

年間合計212回開催しており目標を達成している。（業務実績４６頁参照） 

〈参考〉平成24年度計画目標値  多職種から構成される院内診療チームの 
合同カンファレンス、合同回診等を年間190回以上開催 

［評価の視点］ 

・患者・家族に対する説明に当たっては、平易な

説明に努めることにより情報の共有化に努め、

高齢者である患者自身やその家族が治療の選

択、決定を医療者とともに主体的に行うことが

できるよう支援しているか。 

 

実績：○ 

・患者・家族に対する説明は専門的な言葉の使用をできる限り避け、理解しやすい平易な言葉と

必要に応じ解説図、写真などの補足資料を用いた丁寧な説明に努めた。（業務実績４４頁参照） 

 

 

・セカンドオピニオン外来を設置し、患者・家族

の相談に対応しているか。 

 

実績：○ 

・セカンドオピニオン外来を設置し、患者相談室を整え患者・家族の相談に対応している。 

・平成23年度の実施件数は4件のため、目標達成に向け広報等に努める。(業務実績４４頁参照) 

〈参考〉平成24年度計画目標値  セカンドオピニオン外来実験数 5件以上 

・ホームページによる患者向け情報の発信や、リ

ーフレットの配布等により、患者の医療に対す

る理解を支援する機会を提供しているか。 

 

 

 

実績：○ 

・平成22年度に作成した「国立長寿医療研究センター病院を利用される皆様のためのハンドブ

ック」を病院受付周辺及び全ての外来窓口で配布し、臨床研究の在り方等の患者の理解支援に

努めた。また、利用状況を確認し、より実態に合うように検討を行い、改訂作業に取りかかっ

た。（業務実績４４頁参照） 

・認知症に関する予防・治療・介護等について、患者家族の理解を深めるため、もの忘れ家族教

室を定期的に開催した。（業務実績４５頁参照） 

・患者満足度調査の実施、日常的な患者・家族か

らの意見収集をもとに、診療等業務の改善を行

い、患者の視点に立った良質かつ安心な医療の

提供に努めているか。 

実績：○ 

・患者満足度調査については、入院は10月１日～３１日、外来は1０月1８、1９日に渡り実施

し、その結果及び意見箱に寄せられた意見をもとに診療業務の改善に努めた。 

（業務実績４６頁参照） 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ａ 評価項目５ 評  定 Ａ 

・多職種連携かつ診療科横断によるチーム医療を

推進し、質の高い医療の提供を行っているか 

 

 

実績：○ 

・もの忘れセンターにおいて、薬剤師、看護師、言語聴覚士、心理士等が医師、歯科医師ととも

に連携し、より質の高い医療の提供に取り組んだ。（業務実績４６頁参照） 

・多職種による横断的なチームを形成し活動を行った。（業務実績４６頁参照）  

 

・医療の提供に必要なネットワークの構築に努

め、急性期の受入れから、回復期、維持期、再

発防止まで一貫した包括的なプログラムに基

づく医療を提供するとともに、患者に対し切れ

目なく適切な医療を提供できるよう、紹介先医

療機関等の確保に努め、入院から地域ケアまで

見通した医療の提供を行っているか。 

 

実績：○ 

・急性期の受入れから回復期、維持期、再発防止まで一貫した包括プログラムによる医療を提  

供する病棟として、在宅医療病棟を運営し、切れ目のない新しい在宅医療モデルを提供してい

る。（業務実績４７頁参照） 

・在宅医療推進のため、地域医療連携室が積極的に地域の在宅医、訪問看護ステーション、居宅

介護支援事業所との連携に取り組み、地域ネットワークの構築を図っている。 

（業務実績４７頁参照） 

・医療安全管理部門が病院内の安全管理体制を検

証し、その改善のための対策を立案し、各部門

に対して助言を行う等、医療安全管理を統括、

監督する体制を充実させているか。 

 

・医療安全寿管理部門の担当者は、関係法令、各

種指針等にのっとって、病院各部門における医

療安全に関わる管理体制の編成、管理業務、医

療事故等の発生時における初動対応と危機管

理等を統括しているか。 

実績：○ 

・医療安全推進部により医療安全に関する現場の情報収集および実態調査を行い、医療安全推進

委員による対策会議において詳細に分析のうえ、対策を立案・周知するなど医療安全管理の統

括・監督を行っている。（業務実績４７頁参照） 

・電子カルテに対応した医療事故防止マニュアルの活用、逐次医療安全カンファランスを開催し

報告事例の分析を行っている。（業務実績４７頁参照） 

・重大な事例については直ちに拡大医療安全委員会を招集し、現場からのヒヤリハット報告の収

集、保管、分析、分析結果などの現場へのフィードバック集計を常に実施している。 

（業務実績４７頁参照） 

・患者の視点に立った良質かつ安心な医療の提供

を行うため、センターで提供する医療につい

て、客観的指標等を用いた質の評価を行ってい

るか。 

 

 

実績：○ 

・もの忘れセンターにおいて、高齢総合機能評価（CGA）のデータベースシステムを構築し、

さらにデータ入力やスクリーニング作業の効率化を目指して、iPadを活用したソリューショ

ンの試験運用をしている。 

初年度のCGAの結果をとりまとめ、臨床の現場にフィードバックした。さらにCGA改訂を行

った。（業務実績４８頁参照） 
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（３）その他医療政策の一環として、セ

ンターで実施すべき医療の提供 

 

①認知症に関する医療及び包括的支援

の提供 

 

認知症患者、家族を支援する医療体

制を構築するため、医療と介護等の連

携を推進するとともに、センターにお

いて、地域の医療施設、介護施設、自

治体関係者等と連携し、認知症に対す

るモデル的な医療を提供する。 

このため、医療者、介護者、家族等

を交えたカンファランスの開催件数

を、中期目標の期間中、平成２１年度

に比べ１０％増加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）その他医療政策の一環として、セ

ンターで実施すべき医療の提供 

 

①認知症に関する医療及び包括的支援

の提供 

 

認知症患者、家族を支援する医療体

制を構築するため、医療と介護等の連

携を推進するとともに、センターにお

いて、地域の医療施設、介護施設、自

治体関係者等と連携し、認知症に対す

るモデル的な医療を提供する。 

その一環として、平成２３年度には、

平成２２年度に実施した「もの忘れ家

族教室」を評価し、より充実した内容

とする。 

またＩＴを用いた包括的地域医療支

援モデル事業、認知症に関する電話相

談の実施及び認知症疾患医療センター

として全国のモデルとなるべく地域支

援活動を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）その他医療政策の一環として、センターで実施すべき医療の提供 

 

 

①認知症に関する医療及び包括的支援の提供 

 

（１）もの忘れ家族教室の開催 

 

認知症に関する予防・治療・介護等について、患者・家族の理解を深めるため、

22年度よりもの忘れ家族教室を定期的(月3回程度)に開催している。 

医師、看護師、理学療法士・作業療法士、薬剤師、栄養管理士などの多職種に

よる講師により、広範な講義内容となるよう工夫するなど、より患者・家族の理

解を深めるために取り組んでいる。「もの忘れ家族教室」の内容を検証し、23

年度は「初級編」「中級編」と設定し、より充実した内容として引き続き開催し

た。 

 

【成果】 

22年度 計 31回  参加者 延計 825人 

23年度 計 20回  参加者 延計 322人 

 

（２）ITを用いた基盤整備事業 

 

地域における認知症診療機能を充実強化するためにIT技術を活用した基盤整

備を行い、地域の医療機関が有する医療資源を最大限に有効かつ効果的に認知症

診療に活用すべく下記の取組みを進めた。 

 

１）認知症疾患医療センター間における遠隔カンファランス 

 

認知症疾患医療センター（予定する医療機関を含む）の診療機能の充実強化を

図るため、認知症の診断・治療に関する遠隔カンファランスの実施を目的とした

IT設備（画像データを高解像度で共有可能なものとする）の整備を進めた。 

 

２）認知症疾患医療センター医療従事者に対する研修 

 

認知症医療の機能の充実及び均てん化を図るため、認知症疾患医療センターに

配置される医療従事者に対する研修プログラムを整備した。 

 

（３）社会人研修 

 

認知症の理解を深めるための社会人に対するベッドサイド研修を行った。２日

間研修で21名の参加者があった。座学は認知症の診断と治療、ケア、心理、嚥下

障害等からなり、さらに外来診療の見学とベッドサイド研修を行った。 

 

23年度 3回実施、計21名参加 
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②モデル的な在宅医療支援の提供 

 

患者の在宅療養生活を支援し、切れ

目のない医療の提供を行うため、全国

を代表する在宅医療関係者等との連携

等により、モデル的な在宅医療を推進

する。 

また、センターにおいて、在宅医療

支援病棟を中心に、モデル的な在宅医

療支援を提供する。 

このため、在宅医療支援病棟の新入

院患者数を、中期目標の期間中、平成

２１年度に比べ２０％増加させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②モデル的な在宅医療支援の提供 

 

患者の在宅療養生活を支援し、切れ

目のない医療の提供を行うため、在宅

医療推進会議における議論を通じ、全

国や地域を代表する在宅医療関係者等

との連携等により、モデル的な在宅医

療を推進する。 

センターにおいて、在宅医療支援病

棟を中心に、モデル的な在宅医療支援

を提供するための検討を行う。 

その一環として、平成２３年度には、

当センター以外の数カ所の病院（在宅

療養支援病院等）における在宅医療支

援活動との比較検討を行い、地域の特

性を考慮した在宅医療支援の方策を検

討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）医療者、介護者、家族等を交えたカンファランスの開催 

 

医療者、介護者、家族等を交えたカンファランスの開催件数は、平成23年度は

177件で、平成22年度と比べ増加している。 

 

【カンファランス開催件数】 

21年度 129回 

22年度 125回 

23年度 177回 （対前年141.6％）（対21年度137.2％） 

 

②モデル的な在宅医療支援の提供 

 

（１）在宅医療支援病棟の活用 

 

当該病棟は平成21年4月1日に開棟し、在宅ケアチームと病院チームによる切れ

目のない医療・ケアの実戦を目指す登録制（登録医、登録患者）を用いた新しい

在宅医療支援モデルを展開している。登録医の判断により入院させたり、多職種

協働による在宅への退院支援を行っている。それにより救急から緩和ケア、看取

りまでのあらゆる病状に対応している。  

 

【成果】 

当該病棟の活動により、当センター近隣の在宅患者（登録患者）が、開棟時75

名から、平成23年度末までに192名（死亡した患者を除く）と増加している。ま

た連携する登録医は開棟時12名から78名に増加している。 

また、愛知県での在宅死亡率は約12％であるが、平成21-23年度の集計では当

該病棟を利用した者の在宅死亡率は33％と高率であった。 

なお、病棟利用率は平成21年度4～6月期平均37.3%であったが、平成24年1～3

月期平均は70.9%と上昇している。 

【新規入院患者数】 

21年度 207人 

22年度 232人、 

23年度 260人（21年度比 125.6％） 

【在宅医療に移行した患者件数】 

平成21年度 198件(全入院患者数の78.0%, 死亡退院を除くと96.1%) 

平成22年度 211件(全入院患者数の81.2%, 死亡退院を除くと93.0%) 

平成23年度 186件(全入院患者数の75.0%, 死亡退院を除くと89.0%) 

(平成23年度は入院中6名除く暫定数) 

 

以上のように、在宅患者登録数、在宅登録医は増加し、入院総件数、在宅復帰

率、在宅死亡率ともほぼ開棟当初のレベルを維持している。 

 

（２）在宅療養支援病院等との比較検討 
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③モデル的な終末期医療の提供 

 

終末期医療についての国民のコンセ

ンサスの形成に資するよう、センター

において、モデル的な終末期医療のあ

り方について検討し、提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③モデル的な終末期医療の提供 

 

終末期医療についての国民のコンセ

ンサスの形成に資するよう、センター

において、モデル的な終末期医療のあ

り方について検討し、提供する。 

その一環として、平成２３年度には、

高齢者の非癌を中心とした、終末期医

療の具体的医療内容のニーズの調査を

開始する。 

 

 

 

 

 

 

 

H23年度は長野県佐久総合病院においてH18年～H21年度に訪問診療を受けた

599名の対象者を平均250日追跡した。在宅死亡222名(37.1%)、病院死亡150名

(25.0%)で、生存期間中央値は362日であった。複数回入院を繰り返す患者群の在

宅死亡割合は、1回入院の患者群よりも高く、在宅患者の入退院を支援すること

で在宅死亡につながる可能性を示した。この結果は、当院在宅医療支援病棟等病

院の支援活動が地域在宅死亡率を高める結果と符合する結果であった。この研究

事業は平成23年度在宅医学会賞（佐藤智賞）を受賞した。 

 

（３）在宅医療推進会議の開催 

 

平成19年度より全国を代表する在宅医療関係者から意見を聴き在宅医療支援

の為の方策を検討する「在宅医療推進会議」を開催し、在宅医療における政策提

言を行っている。23年度においては、平成24年3月7日に開催した。 

 

（４）在宅医療推進フォーラムの開催 

 

平成19年度より公益財団法人在宅医療助成勇美記念財団との共催により、11

月23日を在宅の日と定め、「在宅医療推進フォーラム」を開催しており、平成23

年度においては、平成23年11月23日に「震災と在宅医療～震災から学ぶ在宅医療

のミッション」をテーマとして開催した。 

 

（５）在宅医療メイツ講習会の開催 

 

在宅医療に関わる介護ヘルパー等に対する在宅医療に関する基本知識習得を

目指した研修を平成23年12月1日～8日の期間に計4回の講習を開催した。 

   

③モデル的な終末期医療の提供 

 

（１） 終末期医療の希望調査 

 

当センターにおいて、患者意思を尊重したモデル的な高齢者の終末期医療を進

めるため、終末期医療の希望調査「私の医療に対する希望（終末期になったとき）」

を開始している。 

当センター外来通院中の患者のうち、希望者に対し、平成19年5月から、終末

期医療の希望調査「私の医療に対する希望（終末期になったとき）」を実施し、

緩和ケアや延命処置の希望を取得し、希望内容を調査・研究に用いている。 

  

（２） 高齢者の非癌を中心とした終末期医療の具体的医療内容のニーズ調査 

 

平成22年度に高齢者の癌を中心とした終末期医療の具体的医療内容のニーズ

調査を実施したことに続き23年度は高齢者の非癌を中心とした終末期医療の具

体的医療内容のニーズ調査を開始した。 
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（３） エンド・オブ・ライフ（EOL）ケアチームの設置 

 

  平成23年10月1日から緩和ケア委員会の下に多職種からなる「エンド・オブ・

ライフ（EOL）ケアチーム」を設置した。 

癌の緩和ケアに加えて非癌の複雑な終末期医療に対応できるよう病院全体で

バックアップしていく。患者の意志を最大限に尊重して多職種が協同してEOLケ

アの円滑な実践に努めるべく、患者・家族の支援活動、インフォームドコンセン

トの支援、緩和ケア勉強会の開催、院内外での教育・啓蒙活動を行っている。 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ｓ 評価項目６ 評  定 Ａ 

【評価項目６ 医療の提供に関する事項 

 （３）その他医療政策の一環として、センタ

ーで実施すべき医療の提供】 

（総合的な評定） 

・在宅医療 

在宅医療を円滑に推進するための在宅医療支援病棟を運用し、在宅医療支援病棟としての役割を

十分に果たした。 

・医療と介護の連携 

医療者、介護者、家族等を交えたカンファランスの開催、医療と介護の連携について研修会、退

院支援、勉強会を通じて連携、強化を行った。その結果上記病棟の円滑な運営にも有用であった。 

また認知症家族教室 

・終末期医療へのとりくみ 

モデル的な終末期医療を進めるため、多職種による高齢者終末期への対策チーム（エンド・オブ・

ライフ（EOL）ケアチーム）を設置し、高齢者の非癌を中心とした終末期医療のニーズ調査を

実施した。また終末期医療の希望調査を継続した。 

 

（委員会としての評定理由） 

認知症、在宅医療、終末期医療への取り組みが積極的に進められてお

り、特に、地域における認知症診療機能を充実強化するためにIT技術を

活用した基盤整備を行い、地域の医療機関が持つ医療資源を最大限に有

効かつ効果的に認知症診療に活用すべく取組みを進めたことから、医療

者、介護者、家族等を交えたカンファランスの開催件数は、平成２３年

度は177件で、平成２１年度（129件）と比べ増加（37.2%）してい

ることは評価する。 

 

（各委員の評定理由） 

・認知症疾患医療センターが本格的に稼働してきており、今後の展開が期

待できる。大府病院（精神科病院）との連携が進んでおり、重要な点であ

る。 

・認知症疾患医療センターのモデルとなる物忘れセンターの本格スター

ト、在宅医療を推進する支援病棟システムなど、今後の日本にとって重要

な課題への取り組みを進め、成果をあげている。今後は、そうした成果か

ら、なぜうまくいったのか、そのノウハウを全国に提供できるように検証

を進め、提示してほしい。 

・もの忘れ家族教室を頻回に開催し、認知症に関する予防・治療・介護等

について、患者・家族の理解を深める対策は高く評価できる。また IT 技

術を活用した認知症の診断・治療に関する遠隔カンファレンスの実施も評

価できる。 

・在宅医療を推進する支援病棟システムの開発は高く評価したい。今後の

更なる発展を期待したい。 

・在宅医療推進研究体制の充実は高く評価できる。家族を交えたカンファ

レンスは計画を上回って実施されたと高く評価できる。在宅支援医療病棟

の入院患者数も目標を上回っており高く評価できる。 

・在宅医療支援病棟の活用に力を入れ、当センター近隣の在宅患者（登録

患者）が増加している。このシステムの他の地域での普及が求められる。 

・認知症、在宅医療、終末期医療への取組みが積極的に進められている。 

・もの忘れセンターの本格稼働、医療者・介護者・家族等を交えたカンフ

ァレンス実施件数の 7.2%の増加、在宅医療支援病棟を中心とした在宅医

療推進の取組、モデル的な終末医療の提供への取組など大いに評価でき

る。 

・世界最大のワンストップセンター本格稼働、在宅医療推進支援病棟シス

テム構築による在宅医療の改善、我国初の EOL ケアチームの本格稼働な

どの施策を評価する。 

・もの忘れ家族教室の充実は評価できる。社会人ベッドサイド研修は高

く評価できる。 

 

（その他の意見） 

・前向きのデザイン化された臨床研究・コホート研究をさらに推進して

ほしい。 

［数値目標］ 

・医療者、介護者、家族等を交えたカンファラン

スの開催件数を、中期目標の期間中、平成２１

年度に比べ１０％増 

 

 

・医療者、介護者、家族等を交えたカンファランスの開催件数については、1７７回となってお

り平成２１年度に比べ37.2％の増である。 

（業務実績５３頁参照） 

 

・在宅医療支援病棟の新入院患者数を、中期目標

の期間中、平成２１年度に比べ２０％増 

 

・在宅医療支援病棟の新入院患者数については、２６０名となっており平成２１年度に比べ25.6

％の増である。（業務実績５３頁参照） 

 

［評価の視点］ 

・認知症患者、家族を支援する医療体制を構築す

るため、医療と介護等の連携を推進するととも

に、認知症に対するモデル的な医療を提供して

いるか。 

 

・切れ目のない医療の提供を行うため、在宅医療

関係者等との連携等により、モデル的な在宅医

療を推進しているか。 

 

・センターにおいて、在宅医療支援病棟を中心に、

モデル的な在宅医療支援を提供しているか。 

 

 

実績：○ 

・認知症に関する予防・治療・介護等について、患者・家族の理解を深めるため、医師、看護師、

理学療法士・作業療法士、薬剤師、栄養管理士などの多職種による講師により、広範な講義内

容となるよう工夫したもの忘れ家族教室を開催している。（業務実績５２頁参照） 

・在宅医療支援病棟は平成21年4月1日に開棟し、在宅ケアチームと病院チームによる切れ目の

ない医療・ケアの実戦を目指す登録制（登録医、登録患者）を用いた新しい在宅医療支援モデ

ルを展開している。登録医の判断により入院させたり、多職種協働による在宅への退院支援を

行っている。それにより救急から緩和ケア、看取りまでのあらゆる病状に対応している。 

（業務実績５３頁参照） 

・在宅医療推進会議、在宅医療推進フォーラム、講演会の開催を通じて在宅医療の推進に努めて

いる。（業務実績５４頁参照） 

 

・終末期医療についての国民のコンセンサスの形

成に資するよう、センターにおいて、モデル的

な終末期医療のあり方について検討し、提供し

ているか。 

 

 

 

実績：○ 

・モデル的な終末期医療を進めるため、終末期医療の希望調査「私の医療に対する希望（終末期

になったとき）」を実施し、希望内容を調査・研究に用いている。 

（業務実績５４頁参照） 

・高齢者の非癌を中心とした終末期医療のニーズ調査を実施した。（業務実績２４頁参照） 

・多職種による高齢者終末期への対策チーム（エンド・オブ・ライフ（EOL）ケアチーム）を

設置した。（業務実績５５頁参照） 

 



               国 立 長 寿 医 療 研 究 セ ン タ ー 評 価 シ ー ト               
中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 ２３ 年 度 計 画 平成２３年度の業務の実績 

 

- 57 - 

 

３．人材育成に関する事項 

 

人材育成は、センターが医療政策を牽

引する上で特に重要なものであることか

ら、センターが国内外の有為な人材の育

成拠点となるよう、長寿医療及びその研

究を推進するにあたりリーダーとして活

躍できる人材の育成を行うとともに、モ

デル的な研修及び講習の実施及び普及に

努めること。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．人材育成に関する事項 

 

（１）リーダーとして活躍できる人材の

育成 

 

レジデント等の若手医療従事者、流

動研究員等の若手研究者に対する教

育・指導体制の充実により、長寿医療

分野において将来専門家として活躍す

る人材の育成を推進する。 

また、センター職員に対する長寿医

療分野に関する教育機会を確保する。 

さらに、老年医療に関する医学生向

けセミナー等を、年１回以上開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．人材育成に関する事項 

 

（１）リーダーとして活躍できる人材の

育成 

 

レジデント・看護師等の若手医療従

事者、流動研究員等の若手研究者に対

する教育・指導体制の充実により、長

寿医療分野において将来専門家として

活躍する人材の育成を推進する。 

その一環として、高齢者医療・在宅

医療総合看護研修課程を設け、受入れ

た研修者に対してカリキュラムを実行

する。 

また、皮膚排泄、がん化学療法分野

の認定看護師養成課程研修の受験を促

進し、学会認定についても取得に向け

た支援を行う 

さらに、日本老年医学会との共催で

「老年医学サマーセミナー」を平成２

２年度に引き続き開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．人材育成に関する事項 

 

（１）リーダーとして活躍できる人材の育成 

 

１）老年医学サマーセミナーの開催 

 

平成18年度から医学生を対象として老年医学サマーセミナーを開催しており、

平成23年度においては、8月4～5日に日本老年医学会との共催により開催した。 

 

【参加者数】 

22年度 15名 

23年度 16名 

 

２）日本老年医学会の行う「高齢者医療研修」の企画・運営 

 

日本老年医学会の行う「高齢者医療研修」の企画・運営を主体的に行い、病院

の代表医師向けに研修の講師を派遣した。全国的の医療の標準化に大きく寄与

し、さらにその成果を当院の65歳以上の入院患者の高齢者総合評価の実施と連携

させることで、適正な高齢者医療の実施に貢献した。 

平成22年度 実施回数  10件 参加人数  1032人 

平成23年度 実施回数   5件 参加人数   201人 

 

３）高齢者医療・在宅医療高度総合看護研修 

 

高齢者看護を担う人材の育成、長寿医療を推進するリーダーとして活躍できる

人材の育成を行うとともに、モデル的な研修や講習の実施を実施することとして

おり、介護老人保健施設等に勤務する看護師を対象として高齢者医療・在宅医療

に対応する実践的な高度総合看護師の教育研修を平成23年度より開始した。 

また、研修の一部を「公開講座」として地域の看護師等に解放し、人材の育成

に努めた。 

 

４）看護教育の充実 

 

専任の教育担当師長、関連部署に専門看護師及び認定看護師を配置するととも

に、看護師のキャリア開発のため院内教育をクリニカルラダーシステムに変更

し、教育の充実を図った。 

 

５）ＮＳＴ（栄養サポートチーム）勉強会の開催 

 

平成19年度より院内勉強会を開始し、平成20年4月に日本静脈経腸栄養学会の

ＮＳＴ稼働認定を受け、チーム医療の中で栄養管理に精通した各専門職種の育成

と活動の充実を図るため年2回実施した。平成23年度はサルコペニアと栄養の研

修会と併せて開催した。 
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平成22年度には、3名（管理栄養士2名・臨床検査技師1名）がＮＳＴ専門療法

士試験に合格した。 

【実績】 

第6回 参加者数 85名 

 第7回 参加者数 82名 

 

６）サルコペニアと栄養の研修会 

 

高齢者の虚弱プロセスの中で栄養（低栄養）とサルコペニアは非常に関連が深

いと考えられており、高齢者の疾患治療・ケアの改善にも重要であることから、

サルコペニアの栄養管理の推進を目的として、平成23年度よりサルコペニアと栄

養の研修会を5月と11月の年2回開催した。 

【実績】 

第1回 参加者数  94名 

第2回 参加者数 107名 

 

７）歯科口腔外科における人材育成  

 

歯科口腔外科では、レジデント等の若手医療従事者に対する教育・指導体制の

充実により、長寿医療分野において将来専門家として活躍する人材の育成を推進

している。 

 

【成果】 

ア）厚生労働省歯科医師臨床研修病院の承認を得、平成23年4月より臨床研修を

開始した。 

イ）松本歯科大学と連携大学院の締結を行った。 

ウ）日本老年歯科医学会研修認定施設として人材育成を行っている。 

エ）東京歯科大学、松本歯科大学、愛知学院大学の３大学で客員教授を行い、東

京医科歯科大学、鶴見大学、徳島大学、福岡歯科大学、九州大学の5大学で、

非常勤講師を行い、人材育成に寄与している。 

オ）2名のレジデントを受け入れ、指導している。 

 

８）若手研究者に対する教育・指導体制の充実 

 

毎年、若手研究者の研究発表会として「若手の会」を開催しており、研究者間

の議論・交流・研究内容の相互理解を通して、若い次世代の研究者の意欲を促進

させる機会となっている。 

【演題数】 

21年度 22題 

22年度 21題 

23年度 29題 

 

９）看護師に対する研修の実施 
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（２）モデル的研修・講習の実施 

 

長寿医療の均てん化の推進を目的と

して、長寿医療に携わる医療従事者を

対象としたモデル研修・講習を実施す

ることとし、特に認知症患者、家族を

支援する医療体制を構築するために、

全国各地で認知症患者の地域支援の調

整等に携わる医師を対象とした研修等

により、医療と介護等の連携を推進す

る。 

これにより、医療従事者のニーズを

踏まえた、医療従事者向け研修会を、

年１回以上開催するとともに、修了者

数を年２０名以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）モデル的研修・講習の実施 

 

長寿医療の均てん化の推進を目的と

して、長寿医療に携わる医療従事者を

対象とした各種のモデル研修・講習を

実施する。 

その一環として、平成２３年度は、

口腔ケアもしくは口腔に関する講演会

を複数回開催するとともに、出席者数

を年２００名以上とすることを目標と

する。 

また、高齢者医療・在宅医療高度総

合看護研修を開始する。 

認知症看護のモデル研修・講習につ

いては、他職種も共通する内容や看護

独自の内容等を検討しプログラムを作

成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新採用時から臨床看護実践応力の向上に向けた研修を実施している。また、平

成23年度より看護職の臨床看護実践能力評価システムであるクリニカルラダー

を導入し、ジェネラリスト看護師とスペシャリスト看護師のキャリア形成を考慮

した人材育成のための継続教育を行っている。 

 

（２）モデル的研修・講習の実施 

 

１）口腔ケアに関する講演会の実施 

 

長寿医療の均てん化を推進するために、長寿医療に携わる医療従事者を対象と

してモデル的な研修・講習を実施することが必要であると共に、これまでの実績

を踏まえて継続すべき研修・講習の実施や、新しい枠組みの開発が常に必要であ

る。平成23年度は、平成22年度に引き続き院内看護師向けに口腔ケア研修会を開

催し、延べ修了者数は88名に達した。また、研修会とは別に口腔ケア及び口腔に

関する講演会を19回開催した。 

 

【実績】 

  講演会 19回 出席者数 約950名 

 

２）在宅緩和ケア講習会の実施 

 

在宅緩和ケアに関わる薬剤師のスキルアップとリーダー薬剤師の育成を目的

とし、症状緩和、対人援助コミュニケーション、地域連携及び在宅での看取りを

テーマに講習会を開催した。 

 

【実績】 

  講習会 6回  修了者数 27名 

 

３）認知症看護のモデル研修・講習 

   

認知症患者・家族を支援する医療体制の構築のため、他職種も共通する内容や

看護独自の内容を考慮したプログラム作りを進めた。 

 

４）薬剤師を対象とした褥瘡臨床研修の実施 

 

薬剤師を対象とした褥瘡臨床研修を愛知県薬剤師会との共同事業として実施

し、平成23年度は合計24名（毎週木曜日）にわたる薬剤師褥瘡実地研修を受け入

れた。 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ａ 評価項目７ 評  定 Ａ 

【評価項目７ 人材育成に関する事項】 （総合的な評定） 

・次世代の老年医学を担う人材の育成：医学生を対象とした「老年医学サマーセミナー」の開                  

催や若手研究者による研究発表の場の提供。 

・専任の教育担当師長を設けるなど、看護教育体制の充実。 

・若手からリーダークラスに及ぶ幅広い層の看護職に対する老年看護や長寿医療に関する研修 

・豊富な臨床実績と研究成果をもとに作成したプログラムに基づく、認知症や在宅医療に重点 

 を置いた研修の実践と地域への公開。 

・チーム医療の実践に根ざした長寿医療の研修。 

等の長寿医療分野で多職種に対する多様な研修機会を設けることにより人材育成に努めた。 

（委員会としての評定理由） 

前年度に引き続き、老年医療に関する医学生向けセミナーとして「老

年医学サマーセミナー」を開催しするとともに、高齢者医療等実践的な

高度総合看護師研修を開始したことは評価する。 

 

 

（各委員の評定理由） 

・セミナー、研修会、講習会、研究発表会などは多数開催されており、

研修の場として重要な役割を果たしていると考えられる。 

・当センターにとって医師、看護師の確保とその中でリーダーとして活躍

できる人材の育成はきわめて重要である。医学生を対象とした老年医学サ

マーセミナーの開催、さらに高齢者医療研修の企画・運営も重要である。

努力にもかかわらず、看護師の確保が大変なように思える。 

・看護師を対象とした栄養サポートチーム勉強会、サルコペニアと栄養の

研修会の開催も意義がある。 

・看護研究希望者が想定外に増加した点は評価できる。海外派遣も積極的

である。 

・口腔ケアや在宅緩和ケア講習会が再三開催されており、評価される。 

・医学生を対象とした老年医学サマーセミナーの開催、高齢者医療等実

践的な高度総合看護師研修の開始、１９回の口腔ケア講習会の実施など

大いに評価できる。 

・リーダーとして活躍できる人材を育成している。 

・口腔ケア、在宅緩和ケア、認知症看護モデル研修などモデル的研修が計

画を上回って実施されたと高く評価できる。 

・薬剤師向け褥瘡臨床研修の実施は高く評価できる。 

 

 

（その他の意見） 

・リーダーとして活躍できる人材育成という観点からは、企業、PMDA、

大学等との人事交流をさらに盛んにしてほしい。 

・海外の研究所、大学との人事交流をさらに推進してほしい。 

 

［数値目標］ 

・老年医療に関する医学生向けセミナー等を、年

１回以上開催 

 

・老年医療に関する医学生向けセミナーとして「老年医学サマーセミナー」を１回開催しており

目標を達成している。（業務実績５７頁参照） 

・医療従事者のニーズを踏まえた、医療従事者向

け研修会を、年１回以上開催するとともに、修

了者数を年２０名以上 

・在宅緩和ケアに関わる薬剤師のスキルアップとリーダー薬剤師の育成を目的とし、症状緩和、

対人援助コミュニケーション、地域連携及び在宅での看取りをテーマに講習会を開催し、修了

者数は27名であった。（業務実績５９頁参照） 

［評価の視点］ 

・若手医療従事者、若手研究者に対する教育・指

導体制の充実により、長寿医療分野において将

来専門家として活躍する人材の育成を推進し

ているか。 

 

 

 

 

 

実績：○ 

・医学生を対象とした老年医学サマーセミナーを日本老年医学会との共催により開催した。 

（業務実績５７頁参照） 

・歯科口腔外科において、レジデント等の若手医療従事者に対する教育・指導体制の充実を図り

人材育成を推進した。（業務実績５８頁参照） 

・若手研究者の研究発表会を開催し、次世代の研究者の意欲を促進させ人材の育成を図っている。

（業務実績５８頁参照） 

・新採用時から臨床看護実践応力の向上に向けた研修を実施している。また、平成23年度より

看護職の臨床看護実践能力評価システムであるクリニカルラダーを導入し、ジェネラリスト看

護師とスペシャリスト看護師のキャリア形成を考慮した人材育成のための継続教育を行って

いる。（業務実績５８、５９頁参照） 

・センター職員に対する長寿医療分野に関する教

育機会を確保しているか。 

 

 

 

 

実績：○ 

・専任の教育担当師長、関連部署に専門看護師及び認定看護師を配置するとともに、看護師のキ

ャリア開発のため院内教育をクリニカルラダーシステムに変更し、教育の充実を図った。 

（業務実績５７頁参照） 

・チーム医療の中で栄養管理に精通した各専門職種の育成と活動の充実を図るため年2回実施し

た。平成23年度はサルコペニアと栄養の研修会と併せて開催した。（業務実績５７頁参照） 

・高齢者看護を担う人材の育成、長寿医療を推進するリーダーとして活躍できる人材の育成を目

的として高齢者医療・在宅医療高度総合看護研修を行った。（業務実績５７頁参照） 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ａ 評価項目７ 評  定 Ａ 

・長寿医療に携わる医療従事者を対象としたモデ

ル研修・講習を実施し、医療と介護等の連携を

推進しているか。 

 

 

 

実績：○ 

・院内看護師を対象とした口腔ケア研修会を開催するとともに、医療従事者を対象とした口腔ケ

ア関連講習会を１９回開催した。（業務実績５９頁参照） 

・認知症患者・家族を支援する医療体制の構築のため、他職種も共通する内容や看護独自の内容

を考慮したプログラム作りを進めた。（業務実績５９頁参照） 

・センター職員を対象として実施した高齢者看護を担う人材の育成、長寿医療を推進するリーダ

ーとして活躍できる人材の育成を目的とした高齢者医療・在宅医療高度総合看護研修を介護老

人保健施設等に勤務する看護師も対象に募集・実施するとともに、研修の一部を「公開講座」

として地域の看護師等に解放し、人材の育成に努めた。（業務実績５７頁参照） 
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４．医療の均てん化並びに情報の収集及

び発信に関する事項 

 

センター及び都道府県における中核的

な医療機関間のネットワークを構築し、

高度先駆的医療の普及及び医療の標準化

に努めること。 

情報発信にあたっては、医療従事者や

患者・家族が長寿医療に関して信頼のお

ける情報を分りやすく入手できるよう、

国内外の長寿医療に関する知見を収集、

整理及び評価し、科学的根拠に基づく診

断及び治療法等について、国民向け及び

医療機関向けの情報提供を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．医療の均てん化と情報の収集･発信

に関する事項 

 

（１）ネットワーク構築の推進 

 

長寿医療に携わる医療従事者を対象

としたモデル研修・講習等を通じ、全

国の中核的な医療機関等との連携を推

進する。 

また、認知症サポート医養成研修会

を、年５回以上開催するとともに、修

了者数を年３００名以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．医療の均てん化と情報の収集･発信

に関する事項 

 

（１）ネットワーク構築の推進 

 

認知症患者、家族を支援する医療体

制を構築するために、全国各地で認知

症患者の地域支援の調整等に携わる医

師を対象とした「認知症サポート医養

成研修会」を開催する。 

平成２３年度は、「認知症サポート

医養成研修会」を年５回開催するとと

もに、修了者数を年３００名以上とす

る。 

さらに、既にサポート医となってい

る医師に対してフォローアップ研修を

行うと伴にサポート医ポータルサイト

の運用を開始する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．医療の均てん化と情報の収集･発信に関する事項 

 

 

（１）ネットワーク構築の推進 

 

１）認知症サポート医養成研修の実施 

 

全国各地で認知症患者の地域支援の調整等に携わる医師を対象とした認知症

サポート医養成研修を開催している。 

また認知症サポート医を取得している医師を対象に認知症サポート医フォロ

ーアップ研修を行っている。 

 

【実績】 

ア）認知症サポート医養成研修  

   22年度 5回 修了者404名 

   23年度 5回 修了者472名 

イ）認知症サポート医フォローアップ研修 

   22年度 5回 修了者150名 

   23年度 2回 修了者100名 

ウ）認知症サポート医ネットワークポータルサイトの運用 

平成23年4月より認知症サポート医ネットワークポータルサイトの運用を開始

しサポート医の研修後フォローアップ、連携を支援している。 

 ログインパスワード発行件数 1,075件 

 

２）知多半島整形外科連携セミナーの実施 

 

知多半島6総合病院と28開業施設の整形外科医が連携するための会を設立。年2

回開催し、事務局を長寿医療研究センターに置く。 

 第1回参加者４４名、第２回参加者３９名。 

 

３）認知症精神科医療に関する地域ネットワーク活動 

 

認知症精神科医療に関する地域でのネットワーク活動として以下の実践によ

り均てん化に取り組んだ。 

  

ア 知多地域精神医療懇話会認知症作業部会（知多地域の精神科単科病院、総合

病院精神科、精神科クリニックのドクターが全員参加している病診連携の会の

下部組織として立ち上げ） 

   

イ 知多地域介護看護研修会（認知症入院治療を行っている医療機関の看護師、

介護担当者、ソーシャルワーカーを対象とした研修会） 

   

ウ 知多医療・介護連携強化会議（介護施設と精神科医療機関との連携構築・強
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（２）情報の収集・発信 

 

医療従事者や患者・家族が長寿医療

に関して信頼のおける情報を分かりや

すく入手できるよう、センターが国内

外から収集、整理及び評価した長寿医

療に関する最新の知見や、センターが

開発する高度先駆的医療や標準的医療

等に関する情報について、インターネ

ットの活用等により国民向け・医療機

関向けの広報を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）情報の収集・発信 

 

センターが国内外から収集、整理及

び評価した長寿医療に関する最新の知

見や、センターが開発する高度先駆的

医療や標準的医療等に関する情報につ

いて、インターネットの活用等により

国民向け・医療機関向けの広報を行う。 

医療従事者や患者・家族が長寿医療

に関して信頼のおける情報を解りやす

く入手できるよう、平成２２年度に引

き続きインターネットホームページの

改良を行うとともに、コンテンツの充

実を行う。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

化を目的） 

   

すべて年2回程度の研修と地域連携のための連絡網つくりを目指す。 

 

（２）情報の収集・発信 

 

１）各メディアによる情報発信 

 

当センターが収集、整理及び評価した長寿医療に関する最新の知見や、当セン

ターが開発する高度先駆的医療や標準的医療等に関する情報の発信について、イ

ンターネット上のホームページの活用等により国民向け・医療機関向けの広報が

行われているところであるが、平成23年度においては、ホームページの抜本的な

見直しに向けて、ワーキングチームを立ち上げ更なる充実に向けて検討を開始し

た。 

また、新聞、雑誌、テレビ・ラジオといったマスメディアおよびインターネッ

トサイトを通じた当センターに関する情報発信を行った。 

 

【掲載数】 

 新聞                    129件 

 テレビ・ラジオ                23件 

 インターネットサイト・雑誌など  25件 

 

【ホームページアクセス数】 

 21年度 362,719件 

 22年度 525,769件（対21年度145%） 

 23年度 848,250件（対21年度234%、対22年度161%） 

 

２）社会人研修 

 

認知症の理解を深めるための社会人に対するベッドサイド研修を行った。２日

間研修で21名の参加者があった。座学は認知症の診断と治療、ケア、心理、嚥下

障害等からなり、さらに外来診療の見学とベッドサイド研修を行った。 

 

３）地域における研修 

 

認知症の啓発のため地域の公民館８箇所で出前研修を行った。参加者には認知

症の早期診断方法や柔軟性のテストを交えながら転倒予防の指導等を行った。８

箇所合計で1,000名を超える参加者があった。 

 

４）病院レターの発行 

 

年に6回発行し、連携している440の地域医療機関に送付している。 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ｓ 評価項目８ 評  定 Ａ 

【評価項目８ 医療の均てん化と情報の収集・

発信に関する事項】 

（総合的な評定） 

・認知症サポート医研修では、サポート医によって開催されるかかりつけ医対応力向上研修受講

医師が２５０００人になったが、第三者評価により、この受講者の認知症対応能力は鑑別診断、

かかりつけ医師機能、救急対応機能、身体疾患対応機能など非受講者より有意に優れていたばか

りでなく、精神科医師のいる診療所よりバランスよく認知症対応能力を持っていることが示され

た。 

・情報発信は、マスメディアだけでなく、アウトリーチ型の公民館出前研修も行なった。 

・医師・医療関係者・患者・社会人等幅広く研修・講習を行うことにより均てん化・情報発信に

努めた。 

（委員会としての評定理由） 

全国各地で認知症患者の地域支援の調整等に携わる医師を対象として

認知症サポート医養成研修会を開催し、目標を超える472名の修了者を

出した。地域においても知多半島整形外科連携セミナー、知多地域精神

医療懇話会、知多地域介護者看護研修会、知多医療・介護連携強化会議

等を通じて連携を推進したことは評価する。 

 

（各委員の評定理由） 

・医療の均てん化に向けたセンター発のモデルシステムの開発とその普及

活動が重要である。在宅医療などでは、この方向が出ており、高く評価し

たい。 

・メディアへの情報発信はよく行われており、評価したい。 

・一般市民への啓発活動、サポート医養成などは、認知症について活発に

行われており、評価できる。 

・ネットワーク構築により、全国各地で認知症患者の地域支援の調整等に

携わる医師を対象とした認知症サポート医養成研修を数回にわたって開

催しており、高く評価できる。 

・認知症精神科医療に関するネットワーク活動は意義がある。 

・当センターの活動や長寿医療に関する最近の治験や、高度先駆的医療に

関する情報の発信について、インターネット上のホームページの活用等で

国民や医療機関向けの広報が行われていることは評価できる。 

・認知症サポート医養成研修実施、積極的にマスメディアを活用した広報、

地域住民等に対する研修開始など大いに評価できる。 

・認知症サポート医養成研修、フォローアップ研修、地域ネットワーク活

動の推進、認知症に関する活発な地域研修のなどを評価する。 

・認知症社会人ベッドサイド研修や啓発のための出前研修の実施も高く評

価できる。 

・認知症サポート医の養成、かかりつけ医対応力向上研修など、認知症

医療の質向上に向けた取り組みに力を入れ、研修を受けたかかりつけ医

の対応能力の向上が示されたことは評価できる。ただ、サポート医等の

活用は地域差が大きく、今後、質向上と地域格差解消に向けた取り組み

を一層期待したい。 

 

（その他の意見） 

・サポート医の活躍の場を今後どのように設定するか検討が必要である。 

・長寿医療研究センターが何を目指し、何を行っているのかが、一般市民

にも分かるように情報発信を進めてほしい。 

・情報提供について、センターとして国民に正しい情報をどう提供してい

くのか、例えばハンドブックをどういう内容で作成し、どのように全国の

必要としている人に配布しようとしているのかが見えない。 

 

［数値目標］ 

・認知症サポート医養成研修会を、年５回以上開

催するとともに、修了者数を年３００名以上 

 

 

・認知症サポート医養成研修会については、5回開催し、修了者数は４７２名であり目標を達成

している。（業務実績６２頁参照） 

 

［評価の視点］ 

・長寿医療に携わる医療従事者を対象としたモデ

ル研修・講習等を通じ、全国の中核的な医療機

関等との連携を推進しているか。 

 

 

 

 

実績：○ 

・全国各地で認知症患者の地域支援の調整等に携わる医師を対象として認知症サポート医養成研

修を開催し、地域においても知多半島整形外科連携セミナー、知多地域精神医療懇話会、知多

地域介護者看護研修会、知多医療・介護連携強化会議等を通じて、連携を推進している。 

（業務実績６２頁参照） 

 

・センターが国内外から収集、整理及び評価した

長寿医療に関する最新の知見や、センターが開

発する高度先駆的医療や標準的医療等に関す

る情報について、国民向け・医療機関向けの広

報を行っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績：○ 

・患者向けのハンドブックを作成、配布やホームページの見直しを行い長寿医療に関する知見

やセンターの取組みを広く情報発信した。（業務実績４４，６３頁参照） 

・認知症の理解を深めるための社会人に対するベッドサイド研修を行い、２日間研修で21名の

参加者があった。（業務実績６３頁参照） 

・認知症の啓発のため地域の公民館８箇所で出前研修を行った。参加者には認知症の早期診断

方法や柔軟性のテストを交えながら転倒予防の指導等を行った。（業務実績６３頁参照） 

・ 長寿医療に関連する情報を病院レターで地域医療機関に広報した。（業務実績６３頁参照） 
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５．国への政策提言に関する事項 

 

医療政策をより強固な科学的根拠に基

づき、かつ、医療現場の実態に即したも

のにするため、科学的見地から専門的提

言を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．国への政策提言に関する事項 

 

我が国において、医療政策の企画が

より強固な科学的裏づけを持ち、かつ、

実情に即したものになるよう、国と連

携しつつ、長寿医療分野において事業

に取り組む中で明らかとなった課題の

解決策等について、科学的見地から専

門的提言を行う。 

また、専門的提言の実施に必要な知

見を集積するため、科学的根拠に基づ

いた検討の基盤となる社会医学研究等

の推進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．国への政策提言に関する事項 

 

国と連携し、長寿医療分野における

課題の解決策等について、長寿医療研

究開発費等を活用した社会医学研究に

よる科学的な検討を行い、研究報告書、

論文発表、学会発表等を通じた専門的

提言を平成２２年度に引き続き行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．国への政策提言に関する事項 

 

（１）社会医学研究の推進による政策提言 

 

平成23年度においては、長寿医療研究開発費等を活用した社会医学研究を推進

し、研究報告、論文発表、学会発表等を通じた専門的提言を行った。 

 

【長寿医療研究開発費】 

 （新規） 23年度  42課題  

【論文発表数（国内・国外）】 

  23年度  417件（原著290件 総説127件） 

【学会発表数（国内・国外）】 

  23年度  692件 

 

（２）エイジング・フォーラム２０１１の開催 

 

平成23年11月9日、10日の2日に渡り、国立精神・神経医療研究センター、国立

循環器病研究センター等との共催による「AGING FORUM 2011」を東京で開催し、

超高齢社会を迎える日本におけるこの国のあり方を考え産業振興を実現する政

策提言を行った。 

開催した2日間で1,149名の来場があった。 

 

（３）審議会を通じての政策提言 

平成23年度は総長が委員を務める審議会等において、長寿医療研究センタ 

ーにおける研究成果を基にした政策提言を行った。 

 

【総長が委員を務める審議会】 

・社会保障審議会 

・医道審議会 

・腎臓移植の基準等に関する作業班 

・医療・介護サービスの連携に関する懇談会 

・平成23年度認知症サービス提供の現場からみたケアモデル研究会 

・日本学術会議 

  

（４）在宅医療推進会議による政策提言 

 

当センターが主催する在宅医療推進会議において検討された意見を厚生労働

省に対し、新たな在宅医療体制の指針案を提出し、「医療計画の見直し等に関す

る検討会」において当指針案に基づく指標案が示され議論された。 

 

（５）あいちサイエンスフェスティバルへの参加 

  

名古屋大学、愛知県等の11の機関から構成されるあいち・サイエンス・コミュ
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６．その他我が国の医療政策の推進等に

関する事項 

 

（１）公衆衛生上の重大な危害への対応 

 

公衆衛生上重大な危害が発生し又は発

生しようとしている場合には、国の要請

に応じ、迅速かつ適切な対応を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．その他我が国の医療政策の推進等

に関する事項 

 

（１）公衆衛生上の重大な危害への対応 

 

公衆衛生上重大な危害が発生し又は

発生しようとしている場合には、国の

要請に積極的に協力するとともに、セ

ンターの有する医療資源（施設・設備

及び人材等）の提供等、協力可能な範

囲で迅速かつ適切に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．その他我が国の医療政策の推進等

に関する事項 

 

（１）公衆衛生上の重大な危害への対応 

 

公衆衛生上重大な危害に際する国の

要請に積極的に協力するとともに、セ

ンターの有する医療資源（施設・設備

及び人材等）の提供等、協力可能な範

囲で迅速かつ適切に対応する。 

 

 

ニケーション・ネットワークが主催する「あいちサイエンスフェスティバル」の

企画に参加し10～11月にかけて計5回、「もの忘れ家族教室」を開催し、認知症

患者やその家族に対して、認知症及びその対応についての知識等を伝えた。 

 

（６）日本学術会議をとおしての政策提言 

 

日本学術会議臨床医学委員会老年部会委員として、老化分科会の審議結果を取

りまとめた提言書 ｢よりよい高齢社会の実現を目指して－老年学・老年医学の

立場から－ (平成23年7月21日)｣ について、原案を共同執筆することにより国

への政策提言を行った。 

 

（７）介護職員等によるたん吸引等の法的措置 

 

厚生労働省老健局による「介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度

の在り方に関する検討会」について、座長として取り纏めを行った。なお、『た

んの吸引等』の行為は「社会福祉士及び介護福祉士法」により、介護職員等にお

いても一定の条件の下で実施できることとなった。 

 

（８）研究のとりまとめ 

 

厚生労働省の老人保健健康増進等事業実施要領に基づく調査研究「認知症を有

する人への適切な支援に資する認知症ケアモデルの研究」について総長が研究会

委員長として取りまとめを行った 

 

（９）介護予防事業に対する提言 

 

軽度認知機能障害（MCI）高齢者における認知機能低下抑制のためのRCT介入試

験のデータ解析を実施し、脳の活性化を取り入れた運動介入が認知機能低下を有

意に抑制することを明らかにした。この研究成果は提言として平成24年度から開

始される介護予防事業に活かされることになった。 

 

６．その他我が国の医療政策の推進等に関する事項 

 

 

（１）公衆衛生上の重大な危害への対応 

 

１）東日本大震災に係る災害医療班の派遣 

 

平成23年3月11日に発生した東日本大震災に際し、医師1名、薬剤師1名、看 

護師1名、事務2名の5名で構成される災害医療班を岩手県釜石地区に平成23年3

月30日から４月3日まで第１班を派遣したのに引き続き、4月9日から4月13日まで

第2班を派遣し避難所における診療活動等の支援活動にあたった。 
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（２）国際貢献 

 

我が国における長寿医療の中核的機関

として、その特性に応じた国際貢献を行

うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）国際貢献 

 

研究成果の諸外国への発表や、外国

人研究者の継続的な受入れ等、長寿医

療分野における我が国の中核的機関と

して求められる国際貢献を行う。 

また、長寿医療に関する国際シンポ

ジウムを、年１回以上開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）国際貢献 

 

外国雑誌への論文発表や、国際学会

での発表等による研究成果の諸外国へ

の発表や、外国人研究者の継続的な受

入れを平成２２年度に引き続き行う。 

また、関係団体との共催により、「国

立長寿医療研究センター国際シンポジ

ウム」を平成２２年度に引き続き開催

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）東日本大震災による原発関係避難者の健康診断 

 

東日本大震災に関して起きた福島原発事故により、避難している住民に対して

避難区域に出入りする住民への健康診断を行うため、平成23年7月29日から30日

にかけて福島県南相馬市へ医師2名、看護師2名、診療放射線技師1名、事務1名の

6名を派遣した。 

 

３）防災訓練の実施について 

 

 平成23年10月20日に、東海・東南海・南海連動地震を想定した防災訓練を実施

し、職員の防災に対する知識の普及と啓発を行った。 

 

（２）国際貢献 

 

１）外国雑誌への論文発表、国際学会での発表 

 

【発表数】 

 外国雑誌への論文数 182件 

 国際学会での発表数 149件 

 

２）外国人研究者の継続的な受入れ 

 

【受入人数】 

  22年度 10人 

  23年度  7人 

 

３）国立長寿医療研究センター国際シンポジウムの開催 

 

平成17年度より長寿医療分野の研究者並びに有識者を招聘し「健康と長寿」に

関する国際シンポジウムを開催しており、平成23年度においても10月22日に長寿

科学振興財団との共催により「アミロイドとタウとの新たな連関」というテーマ

を取り上げ「国立長寿医療研究センター国際シンポジウム」を開催した。 

 

【参加者数】 

22年度 101名 

23年度 103名 

 

４）日独シンポジウム「加齢と神経変性疾患」の開催 

 

平成23年12月12日に当センターの後援により日独シンポジウムを開催した。 

日独の専門家による加齢と神経変性疾患をめぐる諸問題についての講演およ

び討論を行い、高度な最新の科学的知見についての情報交換の場を提供した。 
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５）海外等からの視察・研修・見学の受入れ 

 

平成23年6月 
Young Leader's Program  

（名古屋大学大学院） 

平成23年6月 World Health Organization （神戸） 

平成23年8月 Yuli Hospital（台湾） 

平成23年11月 
北京大学知能リハビリテーション 

工学研究センター（中国） 

平成23年12月 
韓国医療保健管理公団一山病院（韓

国） 

平成23年12月 
National Cheng Kung 

University （台湾）  

平成24年2月 
National Health Research 

Institute（台湾） 

 

６）日本―カナダ虚弱高齢者共同研究会 

 

2011.9月に第三回日本ケベック国際老年医学シンポジウムがモントリオール

で行われた。カナダの行政、MacGill大学やMontreal大学の中核的な研究者、国

立長寿医療研究センター総長・病院長はじめ計14名が講演を行った。ケベック州

は高齢化速度が日本に次いで世界第二位であり、虚弱高齢者、認知症、転倒、老

年医学教育等について議論を行った。今後、虚弱高齢者、認知症の予防戦略を推

進し、世界の高齢者医療の先導となるため、日本（国立長寿医療研究センター）

とカナダで国際共同研究、人材交流・育成を持続的に行うことが決定された。ま

た必要な予算化についても両者で合意した。 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ｓ 評価項目９ 評  定 Ａ 

【評価項目９ 国への政策提言に関する事項 

その他我が国の医療政策の推進等に関する事

項】 

（総合的な評定） 

・我が国の高齢化社会における保健・医療・福祉の多様な諸課題に対し、老年学・老年医学にお

ける科学的手法を用いて蓄積された成果に基づき、国への高齢者医療施策に関する幾多の提言を

行った。 

 

（委員会としての評定理由） 

 長寿医療に関する国際シンポジウム「国立長寿医療研究センター国際シ

ンポジウム」及びアジア全体の高齢社会の在り方についての基礎的な枠組

みを構築するための「エイジング・フォーラム2011」を開催したことは

評価する。 

 

 

（各委員の評定理由） 

・我が国の長寿医療のあり方に関する提言はいろいろな場で行われてお

り、高く評価できる。 

・具体的に政策等に反映されたものは必ずしも多いとはいえないが、在宅

医療の地域計画推進については重要な成果が見えている。 

・長寿医療研究開発費等を活用した社会医学研究を推進し、研究報告、論

文発表、学会発表等を通じて専門的提言を行った。 

・エイジング・フォーラムを他のナショナルセンターと共催で開催し、産

学振興を実現する政策提言を行ったことは評価できる。 

・色々な審議会において長寿医療研究センターの研究成果に基づき政策提

言が行われている。 

・長寿医療分野の研究者および有識者を招聘し、「健康と長寿」に関する

国際シンポジウムの開催や東日本大震災による原発関係避難者の健康診

断の実施も高く評価される。 

・参加者１０００名以上を集めたエイジング・フォーラム 2011 の開催、

東日本大震災への際涯医療班派遣および支援活動、日本・カナダ虚弱高齢

者共同研究の開始など大いに評価できる。 

・審議会、厚労省、学術会議などでの在宅医療に関する提言実施、東日本

大震災への医療班派遣並びに被災地の高齢者生活機能実態調査など評価

する。 

・東日本大震災への災害医療班の継続的派遣や避難者への健康診断の実施

など大変高く評価できる。 

・海外雑誌への論文発表や外国人研究者の受け入れを積極的に行ってい

ると評価できる。 

 

 

（その他の意見） 

・国際貢献については、特にアジアとの交流を今後推進してほしい。 

 

［数値目標］ 

・長寿医療に関する国際シンポジウムを、年１回

以上開催 

 

 

・長寿医療分野の研究者並びに有識者を招聘し「健康と長寿」に関する国際シンポジウムを開催

〈10月22日〉する等、目標を達成している。 

（業務実績６７頁参照） 

 

［評価の視点］ 

・国と連携しつつ、長寿医療分野において事業に

取り組む中で明らかとなった課題の解決策等

について、科学的見地から専門的提言を行って

いるか。 

 

 

・科学的根拠に基づいた検討の基盤となる社会医

学研究等の推進を図っているか。 

実績：○ 

・当センターが主催する在宅医療推進会議において検討された意見を基に、厚生労働省に対し新

たな在宅医療体制の指針案を提出。また、日本学術会議臨床医学委員会老年部会委員として、

老化分科会の審議結果を取りまとめた提言書 ｢よりよい高齢社会の実現を目指して－老年

学・老年医学の立場から－ (平成23年7月21日)｣ について、原案を共同執筆することによ

り国への政策提言を行う等、専門的提言を行っている。（業務実績６６頁参照） 

・特に当センターの中心的課題である認知症の予防に関しては、地域在宅高齢者を対象とした認

知機能低下高齢者（MCI）における認知機能低下抑制に関するRCT（ランダム化比較試験）を

実施し、その有効性の検証に基づき平成24年度より開始される介護予防事業に対する提言を行

った。（業務実績６６頁参照） 

・長寿医療研究開発費を活用した社会医学研究を推進し、研究報告、論文発表、学会発表及び審

議会等を通じた専門的提言を行った。（業務実績６５頁参照） 

・「エイジング・フォーラム２０１１」を開催した。（業務実績６５頁参照） 

・公衆衛生上重大な危害が発生し又は発生しよう

としている場合には、国の要請に積極的に協力

するとともに、センターの有する医療資源（施

設・設備及び人材等）の提供等、協力可能な範

囲で迅速かつ適切に対応しているか。 

 

実績：○ 

・平成23年3月11日に発生した東日本大震災に際し、災害医療班を岩手県釜石市に派遣した。

（業務実績６６頁参照） 

・東日本大震災による原発関係避難者の健康診断を行った。 

（業務実績６７頁参照） 

・長寿医療分野における我が国の中核的機関とし

て求められる国際貢献を行っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績：○ 

・外国雑誌への論文発表や、外国人研究者の受け入れ、外国人医師の研修受け入れを行い国際貢

献に努めた。（業務実績６７頁参照） 

・長寿医療に関する国際シンポジウム「国立長寿医療研究センター国際シンポジウム」を開催し

10３名の参加者があった。（業務実績６７頁参照） 

・平成23年12月12日に当センターの後援により日独シンポジウム「加齢と神経変性疾患」を

開催した。日独の専門家による加齢と神経変性疾患をめぐる諸問題についての講演および討論

を行い、高度な最新の科学的知見についての情報交換の場を提供した。（業務実績６７頁参照） 

・日本―カナダ虚弱高齢者共同研究会を開始した。（業務実績６８頁参照） 

・海外からの視察・研修の受け入れを積極的に行った。 

（業務実績６８頁参照） 
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第３ 業務運営の効率化に関する事項 

 

 

１．効率的な業務運営に関する事項 

 

業務の質の向上を目指し、かつ、効率

的な業務運営体制とするため、定期的に

事務及び事業の評価を行い、役割分担の

明確化及び職員の適性配置等を通じ、弾

力的な組織の再編及び構築を行うこと。 

総人件費については、センターの果た

すべき役割の重要性を踏まえつつ、簡素

で効率的な政府を実現するための行政改

革の推進に関する法律（平成１８年法律

第４７号）や「経済財政運営と構造改革

に関する基本方針２００６」（平成１８

年７月７日閣議決定）に基づいて人件費

改革に取り組むとともに、給与水準に関

して国民の理解が十分得られるよう必要

な説明や評価を受けるものとすること。 

その際、併せて、医療法（昭和２３年

法律第２０５号）及び診療報酬上の人員

基準に沿った対応を行うことはもとよ

り、国の制度の創設や改正に伴う人材確

保も含め高度先駆的医療の推進のための

対応や医療安全を確保するための適切な

取組を行うこと。 

また、独立行政法人に関する制度の見

直しの状況を踏まえ適切な取組を行うこ

と。 

センターの効率的な運営を図るため、

以下の取組を進めること。 

①給与水準について、センターが担う役

割に留意しつつ、適切な給与体系とな

るよう見直し 

 

②共同購入等による医薬品医療材料等購

入費用の適正化 

 

③一般管理費（退職手当を除く。）につ

いて、平成２１年度に比し、中期目標

期間の最終年度において１５％以上の

削減 

第２ 業務運営の効率化に関する目標

を達成するために取るべき措置 

 

１．効率的な業務運営に関する事項 

 

（１）効率的な業務運営体制 

 

センターとしての使命を果たすこと

ができるよう組織内の企画立案、調整、

分析機能を高めるとともに、人的・物

的資源を有効に活用し、ガバナンスの

強化を目指した体制を構築する。 

さらにセンターの使命に応じて、よ

り効率的に成果を生み出せるよう、各

部門の再編を行う。 

総人件費については、センターの果

たすべき役割の重要性を踏まえつつ、

簡素で効率的な政府を実現するための

行政改革の推進に関する法律（平成１

８年法律第４７号）に基づき平成２２

年度において１％以上を基本とする削

減に取り組み、「経済財政運営と構造

改革に関する基本方針２００６」（平

成１８年７月７日閣議決定）に基づき、

人件費改革の取組を平成２３年度まで

継続するとともに、給与水準に関して

国民の理解が十分得られるよう必要な

説明や評価を受けるものとする。 

その際、併せて、医療法（昭和２３

年法律第２０５号）及び診療報酬上の

人員基準に沿った対応を行うことはも

とより、国の制度の創設や改正に伴う

人材確保も含め高度先駆的医療の推進

のための対応や医療安全を確保するた

めの適切な取組を行う。 

また、独立行政法人に関する制度の

見直しの状況を踏まえ適切な取組を行

なう。 

 

 

 

 

 

第２ 業務運営の効率化に関する目標

を達成するために取るべき措置 

 

１．効率的な業務運営に関する事項 

 

（１）効率的な業務運営体制 

 

平成２２年度の組織体制を基本に、

平成２２年度の実績も踏まえつつセン

ターの使命に応じて、より効率的に成

果を生み出せるような体制とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するために取るべき措置 

 

 

１．効率的な業務運営に関する事項 

 

（１）効率的な業務運営体制 

 

１ 組織の効率的・弾力的な再編・構築 

 

（１）研究・診療部門の効率、弾力化対策 

 

平成22年度に設置した｢認知症先進医療開発センター(研究部門)｣と、｢もの忘

れセンター(診療部門)｣、「歯科口腔先進医療開発センター(研究部門)」の連携

を推進し、認知症、歯科口腔医療に関する臨床研究を診療へ応用する、より効率

的な体制整備に努めているところである。 

また、認知症先進医療開発センターにおいては平成23年4月に新たに分子基盤

研究部を設置することでアルツハイマー病を中心とした認知症の予防法、診断法

ならびに治療法の開発に向けた基礎的な研究基盤をさらに強化した。 

 

（２）事務部門の効率化対策 

 

事務部門においては、22年度に構築した3部6課5室体制から、医事機能強化の

ため財務経理部財務経理課医事室を財務経理部医事課へと格上げを行い平成23

年10月より3部7課4室体制となった。また、併任であった財務経理部長を専任と

することにより財務管理体制の強化を図った。 

 

（３）組織の活性化対策 

 

運営、重要事項の意志決定を行う理事会、理事会で決定した重要事項を遂行す

るための運営会議を設置、病院経営や知的財産権の管理に精通した外部有識者を

「総長特任補佐」に任命し、外部からの助言指導を積極的に得る体制を継続して

いる。 

 

２ 総人件費削減の取り組み 

 

事務職員の削減並びに外来診療部門への非常勤看護師の配置、夜勤専門看護師

の配置など、実態に見合った職員配置とした。その一方で、研究推進のための職

員配置、医療サービスの低下を来さないための職員配置、並びに病院勤務医の負

担軽減のための職員配置及び診療報酬施設基準の維持・取得のための職員配置な

ど必要な措置を行った。 

その結果、総人件費改革の対象となる人件費は3,040,447千円であり平成22年

度と比較して86,927千円の増となっているが、総人件費削減に向けた取組とし

て、 
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④医業未収金の発生防止及び徴収の改善

並びに診療報酬請求業務の改善等収入

の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①副院長複数制の導入 

 

特命事項を担う副院長の設置を可能

とするとともに、副院長の役割と院内

での位置付けを明確化する。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①副院長複数制の導入 

 

副院長複数制及び特命副院長につい

て引き続きその体制を維持するととも

に役割について検証を行う。 

 

 

①事務・技能職員の削減 

②独法移行時の給与カーブの変更・調整額の廃止等 

 

による削減を行う一方、国立長寿医療研究センターとしての役目を果たすための

人件費増として 

 

①研究機能強化として研究職の増員 

②医師不足解消に向けた取組、看護師確保のための取組 

 

等により増加したことによるものである。 

引き続き、非常勤職員への切替及びアウトソーシング化、非効率となっている

部門の整理・集約等により人件費削減を図っていくが、医療機関でもある当セン

ターとしては、医療現場を巡る昨今の厳しい状況の中で、患者の目線に立った良

質な医療を提供し、センターに求められる役割を着実に果たしていくためには、

一定の人件費増は避けられないものである。 

なお、事務職員の削減、技能職員退職後不補充等により事務・技能職に係る人

件費は対21年度比△9,636千円、△3.4％となった。 

  

【総人件費】                       【事務・技能職人件費】 

21年度 2,866,398千円                21年度 282,343千円 

22年度 2,953,520千円               22年度 284,791千円 

23年度 3,040,447千円(対前年103％)   23年度 272,707千円(対前年△4.2％） 

 

（１）業務量の変化に対応した柔軟な配置 

 

１）病棟部門については、夜勤専門看護師を22年度に引き続き採用 

(平成23年度実績 7名病棟配置) 

２）外来部門については、診療時間に応じた非常勤看護師を採用 

(平成23年度実績 22名外来配置) 

 

（２）病院勤務医の負担軽減 

 

１）医師の事務負担の軽減を目的とした医師事務作業補助者を引き続き採用 

(非常勤事務職員 22名配置) 

２）施設基準「医師事務作業補助体制加算(20対1)｣を取得 

 

①副院長複数制の導入 

 

平成23年4月より、副院長2名による副院長複数体制となり、経営・診療担当と

研究・教育・研修担当とそれぞれの役割を明確化し診療業務の強化を図った。今

後とも体制および役割について引き続き検証を行いより良いものへと改善を進

めていく。 
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②事務部門の改革 

 

事務部門については、配置を見直し、

効率的・効果的な運営体制とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②事務部門の改革 

 

事務部門については、平成２２年度

に実施した体制を見直し、更なる効率

的・効果的な運営に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②事務部門の改革 

 

総務部・企画経営部・財務経理部の3部制を引き続き維持し、所掌業務と責任

の明確化および相互牽制による内部統制作用が効率的・効果的に働くよう推進し

た。 

病院経営において重要である医事機能を強化するため、医事室を医事課に格上

げすると共に、センターの財務管理体制強化のため併任であった財務経理部長を

専任で採用する等、更なる機能強化を図った。 

また、独立した監査室が監事及び会計監査人(有限責任あずさ監査法人)と連携

し、内部監査を計画的に実施した。 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ａ 評価項目１０ 評  定 Ａ 

【評価項目１０ 効率的な業務運営に関する事

項 （１）効率的な業務運営体制】 

（総合的な評定） 

・研究部門と診療部門の連携を強化すると共に、認知症先進医療開発センターに分子基盤研究部

を設置し、基礎的な研究基盤を強化した。 

・事務部門では、医事機能強化のため財務経理部財務経理課医事室を財務経理部医事課へと格上

げ、財務管理機能強化のため併任であった財務経理部長を専任とした。 

・事務職員の削減等により事務・技能職に係る人件費は対21年度比△9,636千円、△3.4％と

なった。 

・知的財産権については、管理・運用を一元的に行うため、平成23年度に知的財産管理本部を

整備し、研究成果の知財戦略に沿った権利化・事業化を進めている。 

（委員会としての評定理由） 

認知症先進医療開発センターにおいては、平成２３年４月に新たに分子

基盤研究部を設置することでアルツハイマー病を中心とした認知症の予

防法、診断法並びに治療法の開発に向けた基礎的な研究基盤をさらに強化

したことは評価する。 

 

 

（各委員の評定理由） 

・運営会議設置、財務管理体制強化、総人件費増も、人件費構造改革推進

中は評価出来るが、ほぼ計画通である。 

・７対１看護体制加算、在院日数短縮など改善がみられる。 

・認知症先進医療開発センターに分子基盤研究部を設置するなど研究、診

療部門を強化したこと、副院長複数制導入や財務経理部長専任化など組織

を見直したこと、看護師配置の変更や事務・技能職削減（削減効果 963

万 6 千円）を行ったことなど大いに評価できる。 

・組織の見直しが行われており、業務運営効率化が図られている。 

・研究推進・医療サービスの低下を招かない適切な人員配置を行っている。 

・総人件費は増加しているものの事務部門等は効率化を進めていると評価

できる。 

・担当を明確化した副院長制の導入は高く評価できる。 

・副院長を２名にしたことは、妥当と思われる。 

 

 

（その他の意見） 

・平成２２年度に設置した「認知症先進医療開発センター」、「もの忘れ

センター」および「歯科口腔先進医療開発センター」の連携に努め、基礎

研究の強化と実用化への努力がなされているが、その成果はまだ十分では

ない。 

・事務部門の効率化対策として、財務経理部門の体制の強化を図っている

が、その効果はこれからである。 

・事務職員を削減し、職員の配置変え等により総人件費の削減に取り組ん

でいるが、その効果は未だはっきりしていない。 

・研究機能の強化のため、事務・技能職員の削減と研究職員の増員を図っ

ているが、その効果はまだはっきりしない。 

・基礎研究から診療に至るトランスレーショナル研究を促進する体制が認

知症については見えてきている。ただ生物統計、データマネージメント、

モニタリングなどの、これを推進する基盤整備がまだ必ずしも十分ではな

い。 

・執行部と現場職員との双方向性の意見交換のしくみを今後推進してほし

い。 

 

 

［評価の視点］ 

・センターとしての使命を果たすことができるよ

う組織内の企画立案、調整、分析機能を高める

とともに、人的・物的資源を有効に活用し、ガ

バナンスの強化を目指した体制を構築してい

るか。 

 

・センターの使命に応じて、より効率的に成果を

生み出せるよう、各部門の再編を行っている

か。 

実績：○ 

・運営、重要事項の意志決定を行う理事会、理事会で決定した重要事項を遂行するための運営会

議を設置、病院経営や知的財産権の管理に精通した外部有識者を「総長特任補佐」に任命し、

外部からの助言指導を積極的に得る体制を継続している。（業務実績７０頁参照） 

・知的財産権について、管理・運用を一元的に行うため、平成23年度に知的財産管理本部を整

備し、研究成果の知財戦略に沿った権利化・事業化を進めている。（業務実績４頁参照） 

・事務部門においては、22年度に構築した3部6課5室体制から、医事機能強化のため財務経理

部財務経理課医事室を財務経理部医事課へと格上げを行い平成23年10月より3部7課4室体制

となった。また、併任であった財務経理部長を専任とすることにより財務管理体制の強化を図っ

た。（業務実績７０頁参照） 

・平成22年度に設置した｢認知症先進医療開発センター(研究部門)｣と、｢もの忘れセンター(診療

部門)｣、「歯科口腔先進医療開発センター(研究部門)」の連携を推進し、認知症、歯科口腔医療

に関する臨床研究を診療へ応用する、より効率的な体制整備に努めている。 

（業務実績７０頁参照） 

・認知症先進医療開発センターにおいては平成23年4月に新たに分子基盤研究部を設置するこ

とでアルツハイマー病を中心とした認知症の予防法、診断法ならびに治療法の開発に向けた基

礎的な研究基盤をさらに強化した。（業務実績７０頁参照） 

 

 

・総人件費改革取組開始からの経過年数に応じ取

組が順調であるかどうかについて、法人の取組

の適切性について検証が行われているか。ま

た、今後、削減目標の達成に向け法人の取組を

促すものとなっているか。 

（政・独委評価の視点） 

・総人件費改革は進んでいるか。（厚労省評価委

評価の視点） 

実績：○ 

・事務職員の削減並びに外来診療部門への非常勤看護師の配置、夜勤専門看護師の配置など、実

態に見合った職員配置とした。その一方で、研究推進のための職員配置、医療サービスの低下

を来さないための職員配置、並びに病院勤務医の負担軽減のための職員配置及び診療報酬施設

基準の維持・取得のための職員配置など必要な措置を行った。（業務実績７０頁参照） 

・事務職員の削減、技能職員退職後不補充等により事務・技能職に係る人件費は、対21年度比

△9,636千円、△３.４％となった。（業務実績７１頁参照） 

 

・国の制度の創設や改正に伴う人材確保も含め高

度先駆的医療の推進のための対応や医療安全

を確保するための適切な取組を行っているか。 

実績：○ 

・研究推進のための職員配置、医療サービスの低下を来さないための職員配置、並びに病院勤務

医の負担軽減のための職員配置及び診療報酬施設基準の維持・取得のための職員配置など必要

な措置を行った。（業務実績７０頁参照） 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ａ 評価項目１０ 評  定 Ａ 

・独立行政法人に関する制度の見直しの状況を踏

まえ適切な取組を行っているか。 

 

 

 

 

 

 

実績：○ 

・研究推進のための職員配置、医療サービスの低下を来さないための職員配置、並びに病院勤

務医の負担軽減のための職員配置及び診療報酬施設基準の維持・取得のための職員配置など必要

な措置を行った。（業務実績７０頁） 

 

 

・国家公務員の再就職者のポストの見直しを図っ

ているか。（厚労省評価委評価の視点） 

 

・独立行政法人職員の再就職者の非人件費ポスト

の見直しを図っているか。（厚労省評価委評価

の視点） 

 

実績：○ 

・国家公務員の再就職者のポスト及び非人件費ポストは、設置していない。 

（別添資料項目３参照） 

 

 

 

 

・特命事項を担う副院長の設置を可能とするとと

もに、副院長の役割と院内での位置付けを明確

化しているか。 

 

実績：○ 

・平成23年4月より副院長2名を配置し、経営・診療担当と研究・教育・研修担当とそれぞれの

役割を明確化し診療業務の強化を図った。今後とも体制および役割について引き続き検証を行

いより良いものへと改善を進めていく。（業務実績７１頁参照） 

 

 

・事務部門については、配置を見直し、効率的・

効果的な運営体制となっているか。 

 

 

 

 

実績：○ 

・総務部・企画経営部・財務経理部の3部制を引き続き維持し、所掌業務と責任の明確化および

相互牽制による内部統制作用が効率的・効果的に働くよう推進した。 

・病院経営において重要である医事機能を強化するため、医事室を医事課に格上げすると共に、

センターの財務管理体制強化のため併任であった財務経理部長を専任で採用する等、更なる機

能強化を図った。 

・独立した監査室が監事及び会計監査人(有限責任あずさ監査法人)と連携し、内部監査を計画的

に実施した。（業務実績７２頁参照） 
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（２）効率化による収支改善 

 

センターとしての使命を果たすため

の経営戦略や毎年の事業計画を通じた

経営管理により収支相償の経営を目指

すこととし、５年間を累計した損益計

算において、経常収支率が１００％以

上となるよう経営改善に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①給与制度の適正化 

 

給与水準については、社会一般の情

勢に適合するよう、民間の従業員の給

与等を踏まえ、業務の内容・実績に応

じたものとなるよう見直す。 

 

 

 

 

②材料費の節減 

 

医薬品、医療材料等の購入方法、契

約単価の見直しにより、材料費率の抑

制に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）効率化による収支改善 

 

医薬品医療材料等に対する他法人と

の共同入札の促進等による契約単価の

見直し並びに業務委託の適切な活用等

及び適切な給与体系の見直し、診療収

入の増加を図ることにより、可能な限

り収支相償の経営を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①給与制度の適正化 

 

給与水準については、社会一般の情

勢に適合するよう、民間の従業員の給

与等を踏まえ、業務の内容・実績に応

じたものとなるよう見直す。 

 

 

 

 

②材料費の節減 

 

材料費率の抑制を図るため、医薬品

の共同購入を引き続き行うとともに、

医療用消耗器材等についても効率的な

購入方法の検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

（２）効率化による収支改善 

 

材料費、人件費及び委託費等に係るコスト削減に努めると共に、診療報酬の上

位基準、新規基準の取得及び患者数確保による診療収入の増加等を図るなど、収

支改善を推進した。 

本年度は単価の増加及び患者数の確保することによる診療収入確保等に努め、

医業収益は22年度より7.0億円増加し、経常収支率については103.6％となった。 

 

          22年度      23年度 

医業収益      4,112百万円   4,808百万円(+16.9%） 

入院1人1日単価     36.8千円     41.6千円(+13.1%) 

外来1人1日単価     10.2千円     11.3千円(+10.8%) 

入院患者延べ数     80.7千人     82.0千人(+1.6%) 

外来患者延べ数    110.6千人    123.6千人(+11.8%) 

経常収支差     △153百万円     300百万円(+453百万円) 

(経常収支差累計)                    (148百万円) 

経常収支率       98.0%       103.6％(計画97.8%) 

                     

〈参考〉 
  平成24年度計画目標値  経常収支率100％以上 
 

①給与制度の適正化 

 

職員基本給について、独法移行を機に職務給(従事する仕事の内容や職務の価

値で決定する給与)の原則に従い、国時代の特徴である年功的要素の影響を抑制

することとし、民間の給与水準を勘案して中高年の年功的な給与水準を緩やかな

給与カーブとするなど、給与制度を見直した。 

管理・監督的立場にある医長・室長以上の職員（医師・研究員）の給与につい

ては、年俸制を導入して勤務成績を反映させた。また24年度の評価に当たり、評

価基準にセンターへの貢献度についてポイント化を充実する取組を行った。 

 

②材料費の節減 

 

１ 共同購入の実施 

 

医薬品、検査試薬及び医療用消耗品について、全ての国立高度専門医療研究セ

ンターが参加する共同入札により調達を行い、材料費の抑制と契約事務の効率化

を図った。 

なお、平成24年度においては、一層のスケールメリットを活かすために、国立

高度専門医療研究センター、国立病院機構、労災病院の８法人で医薬品等の共同

入札を行う予定である。 

   

２ 適正な在庫管理 
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③一般管理費の節減 

 

平成２１年度に比し、中期目標の期

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③一般管理費の節減 

 

平成２３年度においても引き続き一

 

ア 医療用消耗品等の医療材料について 

  

平成21年に導入した｢SPD(在庫管理・搬送管理・消費管理等の一元管理)｣によ

り、適切な在庫管理に努めているところである。 

平成23年度においては、各現場にある死蔵在庫を整理し、適正な定数在庫数の

確保及び、在庫数量の縮減に努めた。 

 

 
平成23年3月 

現在 

平成24年3月 

現在 
削減額 

在庫金額 

(棚卸し資産) 
18,933千円 11,017千円 7,916千円 

 

イ  医薬品について 

  

消費状況に応じた｢在庫定数の見直し｣｢採用医薬品目の見直し｣｢用事発注品

(在庫を持たず必要の都度発注するもの)の見直し｣等により、22年度末在庫に対

し23年度末在庫金額を削減するなど、適正な在庫管理を推進した。 

 

 
平成23年3月 

現在 

平成24年3月 

現在 
削減額 

在庫金額 

(棚卸し資産) 
33,257千円 21,195千円 12,062千円 

  

３ 契約単価の見直し 

 

平成22年度に医療用消耗品について単価契約の価格交渉を実施したことに引

き続き、平成23年度は随意契約の価格交渉を行い費用の縮減に努めた。 

その結果、平年度化した場合の削減効果は422千円である。 

               

４ 材料費率の抑制 

 

診療材料費については、材料費抑制策等を実施することにより、22年度に対し

23年度は△1.7%材料費率を引き下げることができた。 

 

【材料費率】 

 22年度 26.1％ 

 23年度 24.4％（対前年△1.7％） 

 

③一般管理費の節減 

 

１ 一般管理費の節減 
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間の最終年度において、一般管理費（退

職手当を除く。）について１５％以上

節減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④建築コストの適正化 

 

建築単価の見直し等を進めるととも

に、コスト削減を図り、投資の効率化

般管理費（退職手当を除く。）の経費

節減に努めることとし、平成２１年度

と比し、１５％以上節減できる体制を

維持する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④建築コストの適正化 

 

建築単価の見直し等を進めるととも

に、コスト削減を図り、投資の効率化

 

一般管理費（退職手当を除く。）については、冗費を見直し各種経費の縮小を

図ることにより、平成23年度においては平成21年度に比し、137百万円（△30％）

減少させた。 

平成21年度 453,466千円 

平成22年度 310,053千円（対21年度△32%） 

平成23年度 316,836千円（対21年度△30%） 

 

２ その他経費等の削減対策 

 

経営改善について、事務職員会計研修、省エネ対応の啓発等を行い、意識の涵

養に努めるとともに、外部委託契約等の継続契約についても、徹底した競争入札

を実施した。 

 

（１）事務職員会計研修の実施 

 

平成23年7月15日、22日の2回に渡り会計実務担当者を対象とした外部講師によ

る会計研修を開催し、延べ36名の参加者に適切な会計事務の知識向上を目指すと

ともに、経営改善への意識を高めた。 

 

平成24年2月22日に、事務職員を始めセンター内全職員を対象に、外部講師に

よる経営分析をテーマにした会計研修を実施した。２４名の参加者に管理会計に

関する知識の向上と、経営に関する関心を高めた。 

 

（２）経費節減の啓発 

 

光熱水料等をはじめとする経費について、各職員に対し、省エネを徹底する｢お

知らせ｣を22年度に引き続き配布するとともに、管理部門における冷暖房時間の

見直しを行うなど、経費節減に努めた。 

職員による早朝始業前のセンター内敷地清掃活動を11月から月１回実施する

とともに、自主的な草刈りや樹木の剪定等の実施による外部委託費の節減に努め

た。 

・削減効果     約83万円。 

 競争入札時の予定価格の積算方法や価格交渉を徹底させることにより、22年度

に比し、以下の委託費用が減少した。 

（削減額） 

・検査委託費    対22年度 △5,127千円 

・廃棄物処理委託費 対22年度 △3,013千円 

 

④建築コストの適正化 

 

建築コストについては、国時代の建築仕様を踏まえつつメリハリのある仕様と

するため、建築材料・工法等の見直しを行い、建築コストの適正化を図っている
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を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤収入の確保 

 

医業未収金については、新規発生の

防止に取り組むとともに、定期的な支

払案内等の督促業務を行うなど回収に

努めることで、平成２１年度に比して

（※）医業未収金比率の縮減に取り組

む。 

また、診療報酬請求業務については、

院内のレセプト点検体制の確立等によ

り適正な診療報酬請求事務の推進に努

める。 

※ 平成２１年度（平成２０年４月～

平成２２年１月末時点）医業未収金

比率０．０７％  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤収入の確保 

 

医業未収金については、新規発生の

防止に取り組むとともに、定期的な支

払案内等の督促業務を行うなど回収に

努めることで、平成２１年度に比して

医業未収金比率の縮減に取り組む。 

また、診療報酬請求業務については、

院内のレセプト点検体制の確立等によ

り適正な診療報酬請求事務の推進に努

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ところである。 

平成23年度においては実験動物棟の設計について、建物の特殊性からコンサル

ティング業者の意見を参考に、建築材料・工法・工期・諸経費等を徹底的に検証

することにより、建築コストの適正化を図った。 

また、業者選定にあたっては、一般競争入札による競争効果を活かしコスト削

減を図りつつ、落札者を｢第一交渉権者｣と位置づけ、更に価格交渉(値引き交渉)

を引き続き行っている。 

老朽化した現職員宿舎の整備については、民間活力を活用したリース宿舎とし

て整備することで、建設費用、メンテナンス費用等の効率化を図った。 

 

⑤収入の確保 

 

１ 医業未収金の回収及び発生防止等の実施 

 

平成22年度に導入したクレジットカード決済の取り扱いについて、23年度には

従来のVISA、Master等に加えJCB、AMEX等を追加し、利用可能ブランド数は10と

なった。 

また、平成23年4月からは、土・日・祝祭日・夜間診療にかかる外来診療費及

び土・日・祝祭日に退院する入院患者の入院診療費の一時預かり金の実施などを

行い、キャッシュの確保とともに医業未収金の新規発生防止を図った。 

定期的に医業未収金の残高確認及びその情報提供を行うとともにその縮減に

努めるよう注意喚起を行った。また、債権者毎の督促計画（回収計画）を策定す

るなどして、その回収に努めており、いわゆる不良債権相当分の残高は、平成２

４年３月末現在で 1,698千円であった。 

毎月、前月末時点における患者個人別の未収金リストを作成し、更に収納期限

を３月以上引き続き未収金となっているものの残高の推移を経理責任者へ報告

することとしている。 

未収金の管理状況については、運営会議、理事会に諮るなどして縮減に努めて

いるが、23年度は未収金回収に当たり専任の非常勤を採用し、上記に加え電話督

促、再請求文書、督促文書など定期的な支払い案内を徹底するなど、医業収益が

116.9％と大きく伸びた中で、医業未収金比率（平成23年4月～平成24年1月末診

療にかかる平成24年3月末時点での未収金比率）は、0.07％と前年同月末と比較

し同率に押さえることが出来た。 

 

【医業未収金比率】 

21年度  0.07% 

22年度 0.07％ 

23年度 0.07％ 

 

２ 診療収入増の取組 

 

（１）施設基準の新規及び上位取得の取組み 
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診療報酬対策プロジェクトにより施設基準の取得及び件数増加対策に取り組

むとともに、要件検証を確実に行い適切な施設基準の新規・上位取得を実施した。 

 

施設基準取得等にかかる経営効果額  156百万円 

 

【主な取得施設基準】 

 

・認知症専門診断管理料【新規取得】       H23. 4～ 

・一般病棟入院基本料（７：１）【上位取得】   H23. 7～ 

・緩和ケア診療加算【新規取得】         H23.10～ 

・医師事務作業補助体制加算（20：1）【上位取得】 H23.10～ 

・（先進医療）定量的CT検査【新規取得】     H23. 9～ 

 

【特別室の単価の見直しと利用率の向上について】 

 特別室の室料差額を見直すとともに、利用率を向上させることにより、収益の

改善をはかった。 

 

 ○利 用 率：  平成22年度 77.0％ 

          平成23年度 89.1％     12.1ポイントの改善 

 

 ○室料差額収益： 平成22年度  69,132千円 

          平成23年度 115,853千円  46,721千円の収益増 

 

（２）診療報酬緊急プロジェクトの開催 

 

平成22年度に引き続き、院長を中心とし部長、室長、課長等をメンバーとする

診療報酬緊急プロジェクトを開催。新規診療報酬への対応、診療報酬算定漏れ対

応、積極的算定への対応等について検討を行った。 

また、2012年度診療報酬改定に当たり、改定内容を精査し、新基準に向けた取

組を行った。 

 

（３）診療科長会議の開催 

 

平成22年度に引き続き、毎月1回、院長を筆頭とした全ての診療科長以上の医

師等をメンバーとする会議を早朝に開催。各科別の患者数、診療点数の状況、計

画患者数、計画診療点数などの状況、収支見込みを周知し経営意識の涵養を図っ

た。 

 

（４）平成23年度目標患者数ヒアリングの実施 

 

平成23年4月に、各科の担当部長・医長からヒアリングを行い、目標患者数及

び1日1人当たりの診療点数を設定し病院目標とした。 
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２．電子化の推進 

 

業務の効率化及び質の向上を目的とし

た電子化を費用対効果を勘案しつつ推進

し、情報を経営分析等に活用すること。

推進にあたっては職員の利便性に配慮し

つつ、情報セキュリティの向上に努める

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．電子化の推進 

 

（１）電子化の推進による業務の効率化 

 

業務の効率化を図るために職員に対

する通報等の文書の電子化を、費用対

効果を勘案しつつ取り組むよう努める

とともに、情報セキュリティの向上を

図る。 

また、電子カルテシステムの円滑な

運用のための具体的な取組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．電子化の推進 

 

（１）電子化の推進による業務の効率化 

 

業務の効率化を図るために職員に対

する通報等の文書の電子化を、費用対

効果を勘案しつつ取り組むよう努める

とともに、情報セキュリティの向上を

図る。 

また、電子カルテシステムの円滑な

運用のための具体的な取組を引き続き

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）地域医療連携及び患者数の確保に向けた取組み 

 

副院長及び担当課長により、地域の診療所等を訪問し、地域医療連携の強化及

び患者確保のための取り組みを強化した。 

 

（６）診療報酬請求漏れ改善セミナーの開催 

 

平成23年7月26日に、職員を対象として、診療報酬請求漏れ改善セミナーを開

催し、請求漏れの背景や請求漏れが起こりやすい項目等について、講義を行い、

職員の請求漏れ防止への意識の涵養を図った。 

 

（７）2012年度診療報酬と介護報酬の同時改定の研修会の開催 

 

 平成24年3月27日に、病院職員を対象として、2012年度の診療報酬の改定の詳

細と、施設基準の取得・算定方法等における要点等についての研修会を開催し、

職員の収益向上のための意識付けを行った。 

 

（８）医師個人の診療活動の定量化とフィードバック 

 

 診療科別収支状況、他機関との生産性の比較、目標へ向けた取組状況並びに研

究活動を定量化し、診療活動へフィードバックを行った。 

 

２．電子化の推進 

 

（１）電子化の推進による業務の効率化 

 

１ 事務連絡等の文書の電子化 

 

職員に対する種々連絡事項については、電子メール、及びイントラネットによ

る院内掲示版の活用等、電子化を推進することにより、事務処理の効率化・省力

化を図っている。また、日々の患者数報告において全職員にメールにて配信を行

っている。 

 

２ ネットワークシステム管理委員会 

電子化に伴う情報管理の適正化を図るためネットワーク管理委員会を設置し、

効率化を図りつつ情報セキュリティの向上など適切な管理運用を行った。 

 

３ 電子カルテシステム 

 

平成22年度に導入した電子カルテを活用することにより、診療情報の共有、多

職種協働によるチーム医療の確立に取り組み、病診連携をはじめとする地域連携

を推進している。 

更に、電子カルテに集積された情報により、臨床研究の推進を図るとともに、
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（２）財務会計システム導入による月次

決算の実施 

 

企業会計原則に基づく独立行政法人

会計基準への移行に伴い財務会計シス

テムを導入し、月次決算を行い、財務

状況を把握するとともに経営改善に努

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）財務会計システム導入による月次

決算の実施 

 

平成２２年度に導入した財務会計シ

ステムにより、財務状況の分析を行う。 

また、月次で決算を行い、財務状況

を把握すると共に、毎月評価会を開催

し、その経営状況の分析を行い、経営

改善に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部門収支などの経営分析資料を精製し経営改善に資するなど幅広く活用してい

る。 

また、iPadを用いた、心理検査、生活機能検査の電子カルテへの自動入力が、

本邦最初に実現し、長寿モデルとなって広まっている。 

  

（２）財務会計システム導入による月次決算の実施 

 

平成22年度から導入した財務会計システムの活用を引き続き推進した。月次決

算を行うことで経営状況の把握・分析・問題点の把握、早期対応を行っている。 

平成23年度においては、会計監査人から入力処理等の指導を受け、適切な決算

の実施に向け取り組みを行った。月次決算については、役員会に諮られ当センタ

ーの経営状況等について審議されているとともに、運営会議、診療科長会議にお

いても検討資料として活用され経営改善に努めている。 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ｓ 評価項目１１ 評  定 Ｓ 

【評価項目１１ 効率的な業務運営に関する事

項 （２）効率化による収支改善 電子化の

推進】 

（総合的な評定） 

・平成23年は経費削減と共に大きく医業収入の確保に努めた結果、医業収益が平成22年度と比

較し7億円増加し経常収支率が103．6％となり累計においても100％以上となった。 

・医薬品等の共同入札への参加やSPD導入による在庫管理等の見直しを行い、徹底した経費縮

減に努めた。 

・一般管理費については、平成21年度に比して３０％と大幅な縮減を図った。 

・月次決算を行い、運営会議等で検討を行う等、経営状況の把握・分析を行い早期対応に努めた。 

・結果、経常収支・総収支ともに改善が図られ繰越欠損の解消・利益剰余金の計上が出来るなど

効率化による収支改善ができた。 

（委員会としての評定理由） 

センターとしての使命を果たすための経営戦略や事業計画を通じ、費用

の節減や収入の確保等の経営管理により、平成２３年度の損益計算におい

て経常収支率 103.6%（経常利益 3 億円）とプラスになり、年度計画に

比して各々＋5.8 ポイント、＋453 百万円改善し目標を達成しており高

く評価する。また、一般管理費の節減について、30%減と年度計画を大

幅に上回ったことを評価する。 

 

 

（各委員の評定理由） 

・経常収支率１０３．６％達成、一般管理費３．２億円削減（３０％)、

SPD 等による適正な在庫管理や共同購入による医療材料・医薬品購入経

費約２千万円削減など大いに評価できる。 

・経営の黒字化は評価できる。 

・医業収入は２２年度に比べて高い改善がみられている。 

・医業収入の大幅改善により、収支については累計１００％、年度目標も

大幅に改善し評価する。 

・経常収支率が目標を達成している点は大変高く評価できる。職員に対す

る経費節減の啓発の努力は高く評価できる。 

・収支改善のための材料費、人件費、委託費等に関わるコスト削減に努め

たほか、診療報酬の新規基準の取得等により、収支改善に努力された。そ

の結果、経常収支率は１０３．６％となった。 

・経常収支を大きく改善しただけでなく、職員による始業前清掃の実施な

ど、効率化に向けて努力した姿勢は大変評価できる。 

・効率化（SPD、物品の共同購入、一般管理費縮減等）により、収支改

善が行われている。 

・材料費は共同購入の実施で節約され、在庫管理もしっかりなされたこと

は評価され、一般管理費も節約された。 

・医療未収金の回収および発生防止に努力され、その効果も上がった。 

・電子化の推進について努力が行われている。 

・診療報酬対策プロジェクトは高く評価できる。 

・全体として効率的運営に対する努力の跡が見られる。 

［数値目標］ 

・５年間を累計した損益計算において、経常収支

率が１００％以上 

・平成2３年度における経常収支率は１０３．６％となっている。 

また累計においても経常収支率は100％以上となった。（業務実績７５頁参照） 

〈参考〉平成24年度計画目標値  経常収支率100％以上 

・中期目標期間最終年度において一般管理費を平

成２１年度比１５％以上削減 

・一般管理費については、水道光熱費等の費用節減など、経費の縮減・見直しを図り、平成２１

年度に比べ３０％の節減を行い中期計画に掲げる目標値を上回り目標を達成している。 

（業務実績７６頁参照） 

  

・平成２１年に比した医業未収金比率の縮減 ・医業未収金比率費率は、０．０７％であり、平成２１年度の医業未収金比率０．０７％と同率

の横ばいであるが、中期目標期間中の目標達成を目指す。（業務実績７８参照） 

［評価の視点］ 

・当期総利益（又は当期総損失）の発生要因が明

らかにされているか。また、当期総利益（当期

総損失）の発生要因の分析を行った上で、当該

要因が法人の業務運営に問題等があることに

よるものかを検証し、業務運営に問題等がある

ことが判明した場合には当該問題等を踏まえ

た評価が行われているか。（政・独委評価の視

点） 

 

 

実績：○ 

・平成23年度は前年度に引き続き医業収益の増加(単価のアップ・患者数の確保)を図った。 

（業務実績７５頁参照） 

・電子カルテ及び財務会計システム等からのデータを元に毎月月次決算を行い、経営状況を職員

共通の課題とすると共に各種会議にて問題点の対策を講じている。（業務実績８１頁参照） 

 以上により医業収益は前年度比７．０億円の増となった。（業務実績７５頁参照） 

・また、材料費、委託費、一般管理費及び建築コストの削減に努めたことにより改善効果が現れ、

経常収支の改善が図られた。 

（業務実績７５～７８頁参照） 

 

・繰越欠損金が計上されている場合、その解消計

画どおり進んでいるか。（政・独委評価の視点） 

 

実績：○ 

・独立行政法人化初年度である平成２２年度は繰越欠損金２．１億円を計上したが、経営改善

の結果23年度は当期利益２．９億円を確保し、利益剰余金0.８億円を計上した。 

（業務実績９２頁参照） 

・当該年度に交付された運営費交付金の当該年度

における未執行率が高い場合において、運営費

交付金が未執行となっている理由が明らかに

されているか。（政・独委評価の視点） 

 

 

実績：○ 

・運営費交付金の収益化については業務達成基準を採用し計画的に執行している。しかし、一部

の臨床研究業務において計画が遅延したことにより未執行が生じたが、そのほとんどがバイオバ

ンク事業である。(執行率 臨床研究事業７７％ 退職手当７３%) 

・なお、当該事業は医療イノベーションに貢献する事業であるため、基盤整備に多くの時間を割

いたことによるものである。また、当該事業は、平成24年度において業務の達成が見込まれて

いる。 

 （別添資料項目１の⑥参照） 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ｓ 評価項目１１ 評  定 Ｓ 

・法人の福利厚生費について、法人の事務・事業

の公共性、業務運営の効率性及び国民の信頼性

確保の観点から、必要な見直しが行われている

か。（政・独委評価の視点） 

 

・法定外福利費の支出は適切であるか。（厚労省

評価委評価の視点） 

 

 

実績：○ 

・法定外福利費については、事業運営上不可欠なものに限定し支出を行っている。 

（１）弔電、供花 

・職員及び職員の家族に対する弔電、供花については、厚生労働省に準じて基準を作成し、

周知徹底を図った。 

（２）健康診断等 

・労働安全衛生法に基づく健康診断を実施している。 

・院内感染拡大の防止を目的とした検査を実施している。 

（３）表彰制度 

・永年勤続表彰等については、厚生労働省の基準を踏まえて実施している。 

（別添資料項目３の③参照） 

 

・事業費における冗費を点検し、その削減を行っ

ているか。（厚労省評価委評価の視点） 

   

実績：○ 

・光熱水料等をはじめとする経費について、各職員に対し、省エネを徹底する｢お知らせ｣を22

年度に引き続き配布するとともに、管理部門における冷暖房時間の見直しを行うなど、経費節

減に努めた。（業務実績７７頁参照） 

・職員による早朝始業前のセンター内敷地清掃活動を11月から月１回実施するとともに、自主

的な草刈りや樹木の剪定等の実施による外部委託費の経費節減に努めた。 

（業務実績７７頁、別添資料項目４参照） 

・給与水準等については、民間の従業員の給与等

を踏まえ、業務の内容・実績に応じたものとな

るよう見直しを行っているか。 

 

・国家公務員と比べて給与水準の高い法人につい

て、以下のような観点から厳格なチェックが行

われているか。 

・給与水準の高い理由及び講ずる措置（法人の

設定する目標水準を含む）についての法人の

説明が、国民に対して納得の得られるものと

なっているか。 

・法人の給与水準自体が社会的な理解の得られ

る水準となっているか。（政・独委評価の視

点） 

 

・給与水準が適切に設定されているか（特に、給

与水準が対国家公務員指数１００を上回る場

合にはその適切性を厳格に検証し、給与水準を

設定しているか）。（厚労省評価委評価の視点） 

 

 

実績：○ 

・医師について、診療科別収支状況、他機関との生産性の比較、目標へ向けた取組状況並びに研

究活動を定量化し、診療活動へフィードバックを行った。（業務実績８０頁参照） 

・当センターの給与水準については、国の給与制度等を踏まえ通則法に則って適切に対応してい

る。 

・平成２３年度のラスパイレス指数は、研究職：106.4、医師：115.9、看護師：99.5、事務・

技術職：101.4となっており、看護師以外は国の給与水準より高いものとなっている。 

・研究職・医師の給与については、医長・室長以上に年俸制を導入して勤務成績を反映させるな

ど、民間機関などの状況を踏まえながら改善を進めているものであるが、医師は自治体病院の

給与水準を下回り、また、民間医療機関の給与水準とはまだ相当な開きがある。 

・看護師については、民間医療機関における給与水準を考慮して、独法移行時に中高年齢層の一

般看護師の給与カーブを引き下げるなどの措置を講じ、通則法に則って適切に対応しているが、

自治体病院の給与水準を下回っている。 

・また、事務・技術職員については、独法移行時に国時代の特徴である年功的要素の影響を抑制

することとし、民間の給与水準を勘案して中高年齢層の一般職員の給与カーブを引き下げるな

どの措置を講じており、通則法に則って適切に対応している。 

・総人件費改革の取組として、事務・技能職員の削減、並びに外来診療部門への非常勤看護師の

配置、夜勤専門看護師の導入など、実態に見合った職員配置とした。その一方で、研究推進の

ための職員配置、医療サービスの低下を来さないための職員配置、並びに病院勤務医の負担軽

減のための職員配置及び診療報酬施設基準の維持・取得のための職員配置など必要な措置を行

った。 

（別添資料項目３の①参照） 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ｓ 評価項目１１ 評  定 Ｓ 

・国と異なる、又は法人独自の諸手当は、適切で

あるか。（厚労省評価委評価の視点） 

 

 

実績：○ 

・国と異なる又は法人独自の手当とされているものは、国と同旨の手当、民間医療機関と同様の

手当、有能な人材確保を図るための手当であり、民間医療機関との給与水準の違いや独立行政

法人に求められる能力実力主義を踏まえれば適切なものである。（別添資料項目３の②参照） 

 

 

 

・医薬品、医療材料等の購入方法、契約単価の見

直しにより、材料費率の抑制に努めているか。 

 

 

実績：○ 

・医薬品、検査試薬及び医療消耗品について、国立高度専門医療研究センター6法人による共同

入札、契約単価の価格交渉、適正な在庫管理を行うことで材料費の抑制に努めた。 

（業務実績７５，７６頁参照） 

 

・一般管理費（退職手当を除く。）について、中

期計画に掲げている目標の達成に向けて取り

組み、着実に進展しているか。 

実績：○ 

・一般管理費については、各種費用の節減に努め対21年度比▲３０％の節減を行い目標を達成

した。（業務実績７６頁参照） 

・職員による早朝始業前のセンター内敷地清掃活動を11月から月１回実施、自主的な草刈りや

樹木の剪定等の実施等、外部委託費の経費節減に努めた。 

（業務実績７７頁参照） 

・建築単価の見直し等を進め、コスト削減を図り

投資の効率化を図っているか。 

 

 

実績：○ 

・建築材料・工法等の見直し、一般競争入札による競争効果、価格交渉によりコスト節減を図っ

た。 

・老朽化した現職員宿舎の整備については、民間活力を活用したリース宿舎として整備すること

で、建設費用、メンテナンス費用等の効率化を図った。（業務実績７７頁参照） 

 

・医業未収金の新規発生の防止に取り組むととも

に、定期的な督促業務を行うなど、中期計画に

掲げる目標の達成に向けて取り組み、また、院

内のレセプト点検体制の確立等により適正な

診療報酬請求事務の推進に努めているか。 

実績：○ 

・平成22年度に導入したクレジットカード決済の取り扱いについて、23年度には従来のVISA、

Master等に加えJCB、AMEX等を追加した結果、利用可能ブランド数が10となる等より利用

しやすくすると伴に休日等の診療費については預かり金を受け取る等、さらなる未収金発生防

止対策を講じた。（業務実績７８頁参照） 

・未収金の管理状況については、運営会議、理事会に諮るなどして縮減に努めているが、23年

度は未収金回収に当たり専任の非常勤を採用し、上記に加え電話督促、再請求文書、督促文書

など定期的な支払い案内を徹底する等、医業収益が116.9％と大きく伸びた中で、医業未収金

比率（平成23年4月～平成24年1月末診療にかかる平成24年3月末時点での未収金比率）は、

0.07％と前年同月末と比較し同率に押さえることが出来た。（業務実績７８頁参照） 

・診療報酬請求事務については緊急点検チームにより請求漏れの原因究明に取組み防止策を検討

した。職員に対しては診療報酬請求漏れ改善セミナー及び2012年度の診療報酬の改定に向け

て、施設基準の取得・算定方法等における要点等についての研修会を開催し、適正な診療報酬

請求事務の推進に努めた。 

（業務実績７９，８０頁参照） 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ｓ 評価項目１１ 評  定 Ｓ 

・貸付金、未収金等の債権について、回収計画が

策定されていない場合、その理由の妥当性につ

いての検証が行われているか。（政・独委評価

の視点） 

 

・回収計画の実施状況についての評価が行われて

いるか。評価に際し、ⅰ）貸倒懸念債権・破産

更生債権等の金額やその貸付金等残高に占め

る割合が増加している場合、ⅱ）計画と実績に

差がある場合の要因分析を行っているか。

（政・独委評価の視点） 

 

・回収状況与を踏まえ回収計画の見直しの必要性

等の検討が行われているか。（政・独委評価の

視点） 

実績：○ 

・定期的に医業未収金の残高確認及びその情報提供を行うとともにその縮減に努めるよう注意喚

起を行った。また、債権者毎の督促計画（回収計画）を策定するなどして、その回収に努めて

おり、いわゆる不良債権相当分の残高は、平成２４年３月末現在で1,698千円であった。 

（業務実績７８頁参照） 

・毎月、前月末時点における患者個人別の未収金リストを作成し、更に収納期限を３月以上引き

続き未収金となっているものの残高の推移を経理責任者へ報告することとしている。 

・適宜、未収金の管理状況について運営会議等に諮るなどして未収金の縮減に努めており、平成

２４年３月末現在の医業収益に対する医業未収金の割合は、0.07％と前年同月末と比較し同率

であった。（業務実績７８頁参照） 

・これまでの回収状況等を踏まえ、定期的な支払案内等の督促業務の徹底を図り、中期計画に従

い平成２１年度に比して医業未収金比率の縮減に取り組む。（業務実績７８頁参照） 

  

 

 

 

・文書の電子化を、費用対効果を勘案しつつ取り

組むよう努めるとともに、情報セキュリティの

向上を図っているか。 

実績：○ 

・職員に対する連絡事項について、電子メール、イントラネットによる院内掲示板の活用等の電

子化を進めている。（業務実績８０頁参照） 

・電子化に伴う情報管理の適正化を図るためネットワーク管理委員会を設置されており、効率化

を図りつつ情報セキュリティの向上など適切な管理運用を行った。（業務実績８０頁参照） 

・電子カルテシステムの円滑な運用のための具体

的な取組を行っているか。 

実績：○ 

・電子カルテを活用することにより、診療情報の共有、多職種協働によるチーム医療の確立に取

り組み、病診連携をはじめとする地域連携を推進している。更に、電子カルテに集積された情

報により、臨床研究の推進を図るとともに、部門収支などの経営分析資料を精製し経営改善に

資するなど幅広く活用している。（業務実績８０頁参照） 

・iPadを用いた、心理検査、生活機能検査の電子カルテへの自動入力が実現している。 

（業務実績８１頁参照） 

・財務会計システムを導入し、月次決算を行い、

財務状況を把握するとともに経営改善に努め

ているか。 

 

実績：○ 

・財務会計システムの活用を推進し、月次決算を行うことで経営状況の把握・分析・問題点の把

握、早期対応を行っている。 

・平成23年度においては、会計監査人から入力処理等の指導を受け、適切な決算の実施に向け

取り組みを行った。月次決算については、役員会に諮られ当センターの経営状況等について審

議されているとともに、運営会議、診療科長会議においても検討資料として活用され経営改善

に努めている。 

（業務実績８１頁参照） 
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３．法令遵守等内部統制の適切な構築 

 

法令遵守（コンプライアンス）等内部

統制を適切に構築すること。 

特に契約については、原則として一般

競争入札等によるものとし、競争性及び

透明性が十分確保される方法により実施

するとともに、随意契約の適正化を図る

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．法令遵守等内部統制の適切な構築 

 

法令遵守（コンプライアンス）等の

内部統制のため、内部監査等の組織を

構築する。 

契約業務については、原則として一

般競争入札等によるものとし、競争性、

公正性、透明性を確保し、適正に契約

業務を遂行するとともに、随意契約に

ついては、従前の「随意契約見直し計

画」を踏まえた適正化を図り、その取

組状況を公表する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．法令遵守等内部統制の適切な構築 

 

法令遵守（コンプライアンス）等の

内部統制のために構築した内部監査等

の組織により、内部統制の充実を図る。 

契約業務については、原則として一

般競争入札等によるものとし、競争性、

公正性、透明性を確保し、適正に契約

業務を遂行するとともに、随意契約に

ついては、従前の「随意契約見直し計

画」を踏まえた適正化を図り、その取

組状況を公表する。  

また、契約状況の点検を行うため、

外部の有識者を入れた契約監視委員会

を設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．法令遵守等内部統制の適切な構築 

 

１ 監査室による内部統制 

 

平成22年度に内部統制部門として監査室を設置し独自に行っている内部監査

に加え、会計監査人及び監事とも連携し効率的・効果的にセンター業務等に関す

る内部統制のさらなる強化を図った。 

  

２ 内部監査の実施状況 

 

（１）内部監査実施回数 

  

実地監査 28回 

抜打監査  2回 

臨時監査  1回 

他、随時継続的監査を実施  

 

（２）主な監査項目 

 

１）実地監査  

 

「契約」、「支払」、「収入管理」、「債権管理」、「現金等の管理」、「固

定資産の実査の検証」、「小口現金及び切手類の管理」に関する事項を重点監査

事項に定め、これらを中心に会計監査人と同一日程で監査を実施。 

  23年度実績：28回 

  

２）抜打監査 

 

厚生労働科学研究費補助金と文部科学省科学研究費補助金の公正な執行に関

して一層の適正性を担保するために全ての研究課題について書類監査を実施 

 23年度実績：2回 

 

３）臨時監査 

 

厚生労働科学研究費補助金と文部科学省科学研究費補助金の執行について、外

部監査等により「不適切な行為」等の見受けられた研究課題の研究者に対して、

その状況確認及び是正指導のために監査を実施。 

 23年度実績：1回 

  

４）随時監査 

 

契約及び支払いに関する事項を監査の重点事項とし、不適正な会計処理が行わ

れていないか監査を継続的に実施。 
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厚生労働科学研究費補助金と文部科学省科学研究費補助金の執行に関して職

員不正行為の有無等について確認し、取引業者に関しても不正行為の有無と債権

額の有無の確認を開始した。 

（対象期間：平成18年度～平成22年度） 

 

５）他部門との連携による監査 

 

経理内容について、他の部門と協力の上精査を行った。 

 23年度実績：12回 

 

６）債権・債務残高確認の実施  

 

当法人の取引の信憑性及び公平性を検証するために、関係取引に関して、取引

業者側の把握する債権残高と当法人が把握する債務残高を比較分析し、不適正・

不適切な取引の有無を確認した。また、当法人の取引業者に対する債権額の有無

及び債権額を確認した。  

【対象期間】 

平成２３年４月１日～平成２３年９月３０日  

【結果】 

２１業者に対し検証を行い、問題ないと判断した。 

 

３ 契約業務の競争性、公正性、透明性の確保 

 

（１）契約情報の公表 

 

平成17年度以降、随意契約の契約情報の公表を開始し、平成18年度以降は一般

競争によったものについても公表しており、平成23年度においても引き続き公表

を行った。 

 

（２）契約事務の徹底のための取組み 

 

契約事務の競争性、公正性、透明性の確保、不正行為防止の観点から、国立病

院機構を参考に①原則、一般競争入札であることの徹底、②競争を行う旨を広く

お知らせするための入札公告の詳細な方法、③予定価格の積算方法、④事業者と

の折衝方法等について契約事務担当者へ周知・徹底を図った。 

内部牽制強化の観点から一定額以上の契約については、外部委員を含む直接契

約に関与しない職員で構成される契約審査委員会に諮るとともに、内部監査にお

いて実行状況を監査している。 

なお、契約事務に関する基準については、国の基準に準拠した会計規程及び契

約事務取扱細則等を整備し、独立行政法人移行時から適用している。 

 

（３）契約監視委員会による審査 
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平成22年度末に設置した契約監視委員会を23年度は4回開催し、以下のことに

ついて審議した。 

１）平成23年度以降に契約締結が予定されている調達案件の事前点検 

２）競争性のない随意契約の妥当性（随意契約指針） 

３）前回契約が一者応札・一者応募又は１００％であった調達案件の事前点検 

４）平成23年度以降の競争契約において、入札の結果が一者応札・一者応募又は

落札率１００％となった調達案件の事後点検（報告） 

５）競争性を確保するための措置の有無（一者応札・一者応募に対する改善方策

指針） 

６）競争契約において落札率１００％回避方策の有無（1円単位までの予定価格

設定等） 

７）平成23年度調達案件において、結果一者応札・一者応募又は落札率 

８）１００％となった契約については、平成24年度以降にその要因分析を行う。 

 

（４）公的研究費使用ハンドブックの作成 

 

 公的研究費び適切な使用に努めるため、公的研究費使用ハンドブックを作成・

公表し、研究を行う研究者および研究費事務を取り扱う事務職員等に対し周知徹

底した。 

 

（５）研究活動の不正防止 

 

 研究活動における不正行為（捏造、改竄、盗用、不正経理等）の防止と適切な

対応を図るため研究活動不正行為取扱規程の整備及び外部委員を加えた研究活

動規範委員会を設置している。また、不正行為等に係る通報窓口を設置し、広く

情報収集する体制を整えるとともに不正活動の未然防止に努めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 89 - 

 

評 価 の 視 点 等 自己評定 Ａ 評価項目１２ 評  定 Ａ 

【評価項目１２ 法令遵守等内部統制の適切な

構築】 

（総合的な評定） 

内部統制部門として設置された監査室において独自に行っている内部監査に加え、会計監査人

及び監事とも連携し効率的・効果的にセンター業務等に関する内部統制のさらなる強化を図っ

た。 

 契約業務に関しては、競争性、公正性、透明性の確保及び不正行為防止の観点から、原則一般

競争入札であることを徹底するとともに、一定額以上の契約については外部委員を含む契約審査

委員会において事前審査を行い、また、競争性のない随意契約等については、監事を委員長とす

る外部委員からなる契約監視委員会で審議を行う体制を整備し、さらなる契約事務の適正な遂行

に努めた。 

（委員会としての評定理由） 

法令等の遵守を期するため、センター業務及び予算に対する内部統制部

門として監査室を設置し、独自に行う内部監査に加え、会計監査人及び監

事とも連携し、効率的・効果的にセンター業務等に関する内部統制を行っ

ており、外部監査を含む監査を 31 回行ったことは評価する。 

 

 

（各委員の評定理由） 

・内部監査の充実・強化（監査室設置）、外部有識者（２名）を含む契約

監視委員会の設置など高く評価できる。 

・内部監査体制の強化を実施したことについて評価する。 

・実地監査が２８回実施されたほか、抜打監査、臨時監査なども行われ、

効果をあげている。 

・内部監査部門として監査室を設置し独自の内部監査を実施したほか、外

部監査を含め３１回の監査を実施したこと、随意契約見直し計画を策定実

施したこと、契約監視委員会を４回開催したことなど大いに評価できる。 

・監事、会計監査人、内部監査の連携について評価する。 

・監査室による内部統制は引き続き実施されていると評価できる。 

・ハンドブックの作成などにより契約業務の競争性、公正性、透明性の周

知徹底が図られてきている。 

・契約事務について徹底されて効果をあげている。 

・研究活動規範委員会、不正行為相談窓口の設置について評価する。 

・原則競争入札の推進は進捗したと評価できる。 

 

［評価の視点］ 

・内部統制（業務の有効性、効率性、法令等の遵

守、資産の保全、財務報告等の信頼性）に係る

取組についての評価が行われているか。（政・

独委評価の視点） 

 

実績：○ 

・平成22年度に内部統制部門として監査室を設置し独自に行っている内部監査に加え、会計監

査人及び監事とも連携し効率的・効果的にセンター業務等に関する内部統制のさらなる強化を

図った。（業務実績８６頁参照） 

・公的研究費び適切な使用に努めるため、公的研究費使用ハンドブックを作成・公表し、研究を

行う研究者および研究費事務を取り扱う事務職員等に対し周知徹底した。また、不正行為等に

係る通報窓口を設置している。（業務実績８８頁参照） 

・関連公益法人との関係について、透明性確保に

向けた見直しを図っているか。（厚労省評価委

評価の視点） 

 ※独立行政法人会計基準上の関連公益法人に

限らず、すでに批判をされていたり、国民か

ら疑念を抱かれる可能性のある業務委託等

について、①当該業務委託等の必要性、②独

立行政法人自ら行わず他者に行わせる必要

性、③①及び②の必要があるとして、他者と

の契約についてその競争性を高める方策等

を検討し、見直しを図っているか等 

実績：- 

・関連公益法人は該当がない。（別添資料項目５の⑦、項目７の⑤参照） 

 

 
 

 

 

 

 

 

・契約業務については、原則として一般競争入札

等によるものとし、適正に契約業務を遂行する

とともに、随意契約については、従前の「随意

契約見直し計画」を踏まえた適正化を図り、そ

の取組状況を公表しているか。 

 

実績：○ 

・契約事務については原則一般競争入札であることの徹底、予定価格の適正な積算等を遵守し適

正な契約業務を遂行に努めた。競争契約及び随意契約については契約情報の公表をホームペー

ジにおいて行っている。（業務実績８７頁参照） 

 

 

・契約方式等、契約に係る規程類について、整備

内容や運用の適切性等、必要な評価が行われて

いるか。（政・独委評価の視点） 

実績：○ 

・契約事務に関する基準については、国の基準に準拠した会計規程及び契約事務取扱細則等を整

備し、独立行政法人移行時から適用している。（業務実績８７頁参照） 

・契約事務手続に係る執行体制や審査体制につい

て、整備・執行等の適切性等、必要な評価が行

われているか。（政・独委評価の視点） 

 

実績：○ 

・内部牽制強化の観点から一定額以上の契約については、外部委員を含む直接契約に関与しない

職員で構成される契約審査委員会に諮るとともに、内部監査において実行状況を監査している。 

 （業務実績８７頁参照）  
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ａ 評価項目１２ 評  定 Ａ 

・個々の契約について、競争性・透明性の確保の

観点から、必要な検証・評価が行われているか。 

（政・独委評価の視点） 

 

 

 

実績：○ 

・契約事務の競争性、公正性、透明性の確保、不正行為防止の観点から、国立病院機構を参考に

①原則、一般競争入札であることの徹底、②競争を行う旨を広くお知らせするための入札公告

の詳細な方法、③予定価格の積算方法、④事業者との折衝方法等について契約事務担当者へ周

知・徹底を図った。（業務実績８７頁参照） 

 

 

・「随意契約等見直し計画」の実施・進捗状況や

目標達成に向けた具体的取組状況について、必

要な評価が行われているか。（政・独委評価の

視点） 

 

実績：○ 

・原則、一般競争入札であることを徹底し、競争性のない随意契約については「随意契約見直し

計画」を策定し、契約監視委員会で審議を行っている。 

・競争性のない随意契約の件数及び一者応募・一者応札の件数は減少した。 

（別添資料項目５参照） 

・契約の締結に当たって、透明性・競争性が確保

されているか。（厚労省評価委評価の視点） 

 

 

実績：○ 

・契約事務については原則一般競争入札であることの徹底、予定価格の適正な積算等を遵守し適

正な契約業務の遂行に努めた。 

・競争契約及び随意契約については契約情報の公表をホームページにおいて行っている。 

（業務実績８７頁参照） 

・契約監視委員会での見直し・点検は適切に行わ

れたか（その後のフォローアップを含む。）。 

（厚労省評価委評価の視点） 

 

 

 

実績：○ 

・平成22年度末に設置した契約監視委員会を23年度は4回開催し、以下のことについて審議し

た。 

①平成23年度以降に契約締結が予定されている調達案件の事前点検。 

②競争性のない随意契約の妥当性。（随意契約指針） 

③前回契約が一者応札・一者応募又は１００％であった調達案件の事前点検。 

④平成23年度以降の競争契約において、入札の結果が一者応札・一者応募又は落札率１００％

となった調達案件の事後点検。（報告） 

⑤競争性を確保するための措置の有無。（一者応札・一者応募に対する改善方策指針） 

⑥競争契約において落札率１００％回避方策の有無。（1円単位までの予定価格設定等） 

⑦平成23年度調達案件において、結果一者応札・一者応募又は落札率１００％となった契約に

ついては、平成24年度以降にその要因分析を行う。 

（業務実績８７，８８頁参照） 
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第４ 財務内容の改善に関する事項 

 

「第３ 業務運営の効率化に関する事

項」で定めた事項に配慮した中期計画の

予算を作成し、当該予算による運営を実

施することにより、中期目標の期間にお

ける期首に対する期末の財務内容の改善

を図ること。 

 

１．自己収入の増加に関する事項 

 

長寿医療に関する医療政策を牽引して

いく拠点としての役割を果たすため、運

営費交付金以外の外部資金の積極的な導

入に努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．資産及び負債の管理に関する事項 

 

センターの機能の維持、向上を図りつ

つ、投資を計画的に行い、固定負債（長

期借入金の残高）を償還確実性が確保で

きる範囲とし、運営上、中・長期的に適

正なものとなるよう努めること。 

 

 

第３ 予算、収支計画及び資金計画 

 

「第２ 業務の効率化に関する目標を

達成するために取るべき措置」で定め

た計画を確実に実施し、財務内容の改

善を図る。 

 

 

 

１．自己収入の増加に関する事項 

 

民間企業等からの資金の受け入れ体

制を構築し、寄附や受託研究の受け入

れ等、外部資金の獲得を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．資産及び負債の管理に関する事項 

 

センターの機能の維持・向上を図り

つつ、投資を計画的に行い、中・長期

的な固定負債（長期借入金の残高）を

償還確実性が確保できる範囲とし、運

営上適切なものとなるよう努める。 

そのため、大型医療機器等の投資に

当たっては、原則、償還確実性を確保

第３ 予算、収支計画及び資金計画 

 

「第２ 業務の効率化に関する目標

を達成するために取るべき措置」で定

めた計画を確実に実施し、財務内容の

改善を図る。 

 

 

 

１．自己収入の増加に関する事項 

 

平成２２年度に構築した民間企業等

からの受け入れ体制を維持し、寄附や

受託研究の受け入れ等、外部資金の獲

得を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．資産及び負債の管理に関する事項 

 

センターの機能の維持・向上を図り

つつ、投資を計画的に行い、中・長期

的な固定負債（長期借入金の残高）を

償還確実性が確保できる範囲とし、運

営上適切なものとなるよう努める。 

平成２３年度においても、内部資金

の有効活用により、固定負債（長期借

第３ 予算、収支計画及び資金計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．自己収入の増加に関する事項 

 

（１） 外部資金の獲得の推進 

   

 平成22年度に構築した受託研究の出来高払い制により委託しやすい環境を維

持すると共に寄付金の受け入れについてホームページや院内掲示にて積極的な

広報を行った。 

 

【研究収益】 

21年度 300,161千円 

22年度 303,720千円 

23年度 413,075千円（対前年136.0％、対21年度137.6％） 

 

【科研費・厚労科研費】 

21年度 337,310千円(106件) 

22年度 429,541千円(118件) 

23年度 375,784千円(108件) 

 

（２） 寄附金の受入れ 

 

【受入れ額】 

       個人    企業     合計 

 22年度     30千円  8,110千円    8,140千円 

23年度  2,101千円  13,470千円   15,571千円（対前年191.2％） 

     

２．資産及び負債の管理に関する事項 

 

（１） センターの機能維持に必要な整備を行いつつ負債の減少 

 

平成23年度においては、自己資金(繰越資産を含む)を活用することにより、財

政投融資等外部から新たな借入れを行わず必要な整備を行った。 

長期借入金残高を減少させている。 

 

【長期借入金残高の推移】 
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する。 
（１）予  算 別紙２ 
（２）収支計画 別紙３ 
（３）資金計画 別紙４ 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第４ 短期借入金の限度額 
 

１．限度額 1,400百万円 
２．想定される理由 
（１）運営費亣付金の受入遅延等による

資金不足への対応 
（２）業績手当（ボーナス）の支給等、

資金繰り資金の出費への対応 
（３）予定外の退職者の発生に伴う退職

手当の支給等、偶発的な出費増へ
の対応 

 
 
第５ 重要な財産を処分し、又は担保

に供しようとする時はその計画 
 

なし 
 

第６ 剰余金の使途 
 
決算において剰余を生じた場合は、

将来の投資（建物等の整備・修繕、医
療機器等の購入等）及び借入金の償還

入金の残高）を減尐させる。 
（１）予  算 別紙２ 
（２）収支計画 別紙３ 
（３）資金計画 別紙４ 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第４ 短期借入金の限度額 
 

１．限度額 1,400百万円 
２．想定される理由 
（１）運営費亣付金の受入遅延等によ

る資金不足への対応 
（２）業績手当（ボーナス）の支給等、

資金繰り資金の出費への対応 
（３）予定外の退職者の発生に伴う退

職手当の支給等、偶発的な出費増
への対応 

 
 

第５ 重要な財産を処分し、又は担保

に供しようとする時はその計画 
 

なし 
 
第６ 剰余金の使途 
 

決算において剰余を生じた場合は、
将来の投資（建物等の整備・修繕、医
療機器等の購入等）及び借入金の償還

  

平成22年度期首 
平成22年度期末 
（対22年度期首） 

平成23年度期末 
（対22年度期首） 

932,738千円  
854,139千円  

（△8.4%） 
（△78,599千円） 

748,755千円  
（△19.8%） 

（△183,983千円） 

 
（２） 資金の運用 
 

時価又は為替相場の変動等の影響を受ける資金及び運用はない。 
 

平成23年8月に資金運用要領を定め、元本保全を原則とした運用を行う体制を
整え、23年度には定期預金により運用益392千円を得た。 
 
（３）固定資産（備品）実査 
 

医療機器等固定資産として管理されている備品について運用状況を確認する
と共に管理状況を把握し、不要な物品の除却を行う等適切な資産管理を行った。 
 
第４ 短期借入金の限度額 
 

平成23年度における短期借入金はない。 
  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
第５ 重要な財産を処分し、又は担保に供しようとする時はその計画 

 
平成23年度における重要な財産の処分、又は担保に供する計画はない。 

 
 
第６ 剰余金の使途 
 

平成23年度の決算において291百万円の剰余が生じたため、積立金とすることと
している。 
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第５ その他業務運営に関する重要事
項 

 
１．施設・設備整備に関する事項 
 

施設・設備整備については、センター
の機能の維持、向上の他、費用対効果及
び財務状況を総合的に勘案して計画的な

整備に努めること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

に充てる。 
 

第７ その他主務省令で定める業務運
営に関する事項 

 
１．施設・設備整備に関する事項 
 

中期目標の期間中に整備する施設・
設備整備については、別紙５のとおり
とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

に充てる。 
 

第７ その他主務省令で定める業務運
営に関する事項 

 
１．施設・設備整備に関する事項 
 

平成２３年度については、内部資金
を活用して、経営状況を勘案しつつ医
療機器等の整備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
第７ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 
 
 
１．施設・設備整備に関する事項 
 

平成23年度においては、医療機器整備・施設整備について、自己資金や契約価
格の合理化により、外部からの借入れをせず、必要な整備を行った。 

これらについては、費用対効果、経営状況を勘案しつつ必要な整備を行ってい

るものである。 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ａ 評価項目１３ 評  定 Ａ 

【評価項目１３ 予算、収支計画及び資金計画

等 短期借入金の限度額 重要な財産を処分

し、又は担保に供しようとする時はその計画 

剰余金の使途】 

（総合的な評定） 

・研究依頼者が委託しやすい体制を維持することにより研究収益の増加が図られた。また、寄附

受け入れに係る院内掲示やホームページへの掲載を行い、積極的な外部資金の獲得を図った。 

・新たな借り入れをすることなく自己資金の活用により必要な整備を行った。 

・長期借入金については、計画通り確実な償還を行った。 

・利益剰余金は将来の投資・借入金の償還に充てる予定。 

・自己資金を活用することにより計画的な資金運用を行い、短期借入金を必要とせず健全な業務

運営を行った。 

（委員会としての評定理由） 

民間企業等より外部資金を受託しやすい体制を整え、研究収益は平成２

１年度に比べて 37.6%増加したことは評価する。また業務運営の効率化に

伴って、総収入差５億円と良好である。 

 

 

（各委員の評定理由） 

・入院単価増、外来単価増、入院・外来患者数増などによる医業収入が

増加しており、業務運営の効率化とも相まって、総収入差５億円の増と

良好である。 

・財務内容を尐しでも改善させるため、外部資金の獲得に努力し、研究収

益をあげたり、寄付金について２３年度はかなり多く受け取り、前年度比

１９１．２％となっている。 

・外部研究資金獲得額が３７．６％増加したことや利益剰余金を生み出し

たことなど大いに評価できる。 

・外部資金の獲得に成果を上げた。 

・研究収益の増加、長期借入金減尐を評価する。 

・寄付金や競争的研究資金の獲得の努力が行われたと評価できる。 

・２２年度に比し長期借入金残高を減らしている。なお、短期借入金はな

かった。 

・長期借入金の残高は減尐している（△１．８億円）。 

・きめ細かい職場環境の改善がすすめられている。 

 

 

（その他の意見） 

・文科、厚労科研などの公的研究外部資金の獲得をさらに伸ばしてほしい。 

 

 

［評価の視点］ 

・民間企業等からの資金の受け入れ体制を構築

し、寄附や受託研究の受け入れ等、外部資金の

獲得を行っているか。 

実績：○ 

・研究費の出来高払制度等依頼者側が委託しやすい体制が整えられていることから、研究収益は

平成21年度実績に比べ37.6％増加した。（業務実績９１頁参照） 

・寄附受け入れに係る院内掲示やホームページへの掲載を行い、積極的な外部資金の獲得を図る

ことにより、平成23年度の寄付金の受け入れ額は15,571千円となった。 

・センターの機能の維持・向上を図りつつ、投資

を計画的に行い、固定負債（長期借入金の残高）

を償還確実性が確保できる範囲とし、運営上適

切なものとなるよう努めているか。 

 

実績：○ 

・平成2３年度は自己資金を活用することにより、外部からの新たな借入れを行わず必要な整備

を行った。 

・長期借入金については確実に返済を行い残高を減尐させている。（21年度比 ▲1.8億円） 

（業務実績９１頁参照） 

・大型医療機器等の投資に当たっては、原則、償

還確実性を確保しているか。 

実績：○ 

・自己資金を活用することにより、外部からの新たな借入れを行わず必要な整備を行った。 

（業務実績９１頁参照） 

・資金の運用であって、時価又は為替相場の変動

等の影響を受ける可能性があるものについて、

次の事項が明らかにされているか。（ⅱについ

ては、事前に明らかにされているか。） 

ⅰ 資金運用の実績 

ⅱ 資金運用の基本的方針（具体的な投資行動

の意欲決定主体、運用に係る主務大臣、法人、

運用委託間の責任分担の考え方等）、資産構

成、運用実績を評価するための基準（以下「運

用方針等」という。）（政・独委評価の視点） 

実績：- 

・時価又は為替相場の変動等の影響を受ける資金及び運用はない。（業務実績９２頁参照） 

 

 

 

 

 

・資金の性栺、運用方針等の設定主体及び規程内

容を踏まえて、法人の責任について十分に分析

しているか。（政・独委評価の視点） 

実績：○ 

・時価又は為替相場の変動等の影響を受ける資金及び運用はない。 

・平成23年8月に資金運用要領を定め、元本保全を原則とした運用を行う体制を整え、23年度

には定期預金により運用益392千円を得た。（業務実績９２頁参照） 

・中期計画に掲げる施設・設備整備について、計

画的に進展しているか。 

 

実績：○ 

・平成2３年度は自己資金や契約価栺の合理化により、外部からの新たな借入れを行わず必要な

整備を行った。（業務実績９１頁参照） 

・短期借入金について、借入理由や借入額等の状

況は適切なものと認められるか。 

実績：- 

・平成2３年度における短期借入金はない。（業務実績９２頁参照） 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ａ 評価項目１３ 評  定 Ａ 

・固定資産等の活用状況等について評価が行われ

ているか。活用状況が丌十分な場合は、その原

因の妥当性や有効活用又は処分等の法人の取

組についての評価が行われているか。（政・独

委評価の視点） 

 

実績：○ 

・平成２３年度における重要な財産の譲渡、処分、又は担保に供する計画はなかった。 

（業務実績９２頁参照） 

・医療機器等固定資産として管理されている備品について運用状況を確認すると共に管理状況

を把握し、丌要な物品の除却を行う等適切な資産管理を行った。（業務実績９２頁参照） 

・固定資産等については、自らの業務運営に有効活用しており遊休資産となっているものは無

い。 

・（別添資料項目２の①参照） 

 

 

・利益剰余金が計上されている場合、国民生活及

び社会経済の安定等の公共上の見地から実施

されることが必要な業務を遂行するという法

人の性栺に照らし過大な利益となっていない

かについて評価が行われているか。（政・独委

評価の視点） 

 

 

 

 

 

 

 

実績：○ 

・平成23年度の決算において291百万円の剰余が生じたため、積立金とすることとしている。 

（業務実績９２頁参照） 
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２．人事の最適化に関する事項 

 

センターの専門的機能の向上を図るた

め、職員の意欲向上及び能力開発に努め

るとともに、人事評価を適切に行うシス

テムを構築すること。 

また、年功序列を排し、能力・実績本

位の人材登用などの確立に努め、さらに、

優秀な人材を持続的に確保するため、女

性の働きやすい環境の整備及び非公務員

型独立行政法人の特性を活かした人材交

流の促進等を推進すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．人事システムの最適化 

 

職員が業務で発揮した能力、適性、

実績等を評価し、職員の給与に反映さ

せるとともに、業務遂行意欲の向上を

図る業績評価制度を導入する。当該制

度の適切な運用を行うことにより優秀

な人材の定着を図り、人事制度へ活用

することにより、センター全体の能率

的運営につなげる。 

非公務員型組織の特性を活かした人

材交流の促進など、優秀な人材を持続

的に確保する観点から人材の適切な流

動性を有した組織を構築するため、国、

国立病院機構等独立行政法人、国立大

学法人、民間等と円滑な人事交流を行

う体制を構築する。 

女性の働きやすい環境を整備すると

ともに、医師の本来の役割が発揮でき

るよう、医師とその他医療従事者との

役割分担を見直し、職員にとって魅力

的で働きやすい職場環境の整備に努め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．人事システムの最適化 

 

平成２２年度より導入した業績評価

制度の適切な運用を行うことにより優

秀な人材の定着を図り、人事制度へ活

用し、センター全体の能率的運営につ

なげる。 

非公務員型組織の特性を生かした人

材交流の促進等、国、国立病院機構等

独立行政法人、国立大学法人、民間等

と円滑な人事交流を行う。 

女性の働きやすい環境の整備及び職

員にとって魅力的で働きやすい職場環

境の整備に引き続き努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．人事システムの最適化 

 

（１） 職員の業績評価の実施 

 

平成22年度後期より開始した業績評価制度に基づき職員個々の評価を行いそ

の結果を平成23年度の給与に反映させた。 

平成23度においても、前期の業績評価の結果を昇給等に反映させるとともに、

後期の業績評価の結果を平成24年度給与に反映させることとした。 

業績評価の適切な運用とそれに伴う業務遂行意欲の向上及び遺憾なく業務能

力を発揮させるため評価者・被評価者それぞれに説明・研修を行い制度の理解・

浸透に努めるとともに精度を高めた。 

 

（２） 人事交流体制の構築 

 

人事交流については、従来より国立大学法人、国立病院機構等他の研究・医療

機関等との人事交流を推進しているが、平成23年度においては更に次の取り組み

を行い、優秀な人材を持続的に確保するとともに当センターのミッションである

教育活動の推進に向けた体制整備を行った。 

 

１）全国の老人保健施設との人事交流 

 

平成23年度から在籍出向型の長期研修として実施している「高齢者医療・在宅

医療に係る総合看護研修課程」について、全国の老人保健施設等に対し募集要項

を作成し、案内を開始するとともに、ホームページにより募集要項を掲載するな

ど広く募集を実施した。（研修参加：老人保健施設１名、ﾊﾝｾﾝ療養所１名、民間

医療機関１名） 

また民間からの優秀な研究者を獲得するため、民間からの人事交流が行うこと

が出来るよう検討を行った。 

 

【人事交流状況】 

 

国立長寿医療

研究センター 
← → 

国 7人 

国立病院機構 28人 

国立大学法人 5人 

公立大学 2人 

私立大学 1人 

独立行政法人 3人 

地方独立行政法人 1人 

 

（３） 魅力的で働きやすい職場環境の整備 

 

１）休暇取得の推進 



               国 立 長 寿 医 療 研 究 セ ン タ ー 評 価 シ ー ト               
中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 ２３ 年 度 計 画 平成２３年度の業務の実績 

 

- 97 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．人事に関する方針 

 

（１）方針 

 

良質な医療を効率的に提供していく

ため、医師、看護師等の医療従事者に

ついては、医療を取り巻く状況の変化

に応じて柔軟に対応するとともに、経

営に十分配慮する。 

特に、医師・看護師不足に対する確

保対策を引き続き推進するとともに離

職防止や復職支援の対策を講じる。 

また、幹部職員など専門的な技術を

有する者については、公募を基本とし、

優秀な人材の確保に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．人事に関する方針 

 

（１）方針 

 

良質な医療を効率的に提供していく

ため、医師、看護師等の医療従事者に

ついては、医療を取り巻く状況の変化

に応じて柔軟に対応するとともに、経

営に十分配慮する。 

特に、医師・看護師不足に対する確

保対策を引き続き推進するとともに離

職防止や復職支援の対策を講じる。 

また、幹部職員など専門的な技術を

有する者については、公募を基本とし、

優秀な人材の確保に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成23年度より夏季休暇をそれまでは7月～9月に取得可能であったものを、6

月～10月の間取得できるようにすることで、職員がより夏季休暇を取得しやすい

環境作りを行った。 

 

２）職員宿舎の充実 

 

 老朽化している現職員宿舎を取り壊し、リース宿舎を建築することで職員の住

環境の充実化を図った。 

 

３）院内保育所の設置・運用 

 

医師、看護師等全職種を対象に、女性が子育てをしながら働きやすい環境を整

備するため、院内保育所を設置し子育て支援を行っている。 

保育時間 8:00～19:00 

 

４）専門知識を活かした職場配置 

 

病棟薬剤師、クラーク等専門知識を活かした活躍が出来る職場配置とし、労働

意欲の向上を図った。 

 

３．人事に関する方針 

 

（１）方針 

 

１ 医師確保対策の推進 

 

（１）レジデント（医師・歯科医師）の確保 

 

【在籍者】 

 

 平成22年度 平成23年度 

医師 2人 3人 

歯科医師 3人 2人 

   

（２）医師離職防止・確保対策 

 

平成22年度から導入している医師事務作業補助者の増員を行い更なる事務処

理上の負担軽減に取り組み、医療により専念できる環境を整えた。 

  ・22年度15名 → 23年度22名 
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（２）指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）指標 

 

  ・医師事務補助体制加算 25:1→20:1 

また、変形性労働時間の活用など職務にあった労働時間を選択できる体制を維

持・活用した。 

 

２ 看護師確保対策の推進 

 

（１）夜勤専門看護師の採用 

 

平成22年度から、夜勤を専門に行う非常勤看護師の導入を図っている。 

【採用人数】 

22年度 3人 23年度 7人 

 

（２）看護師離職防止・確保対策 

 

１）23年度から看護学校の実習受入校を4校から6校に増やした。  

２）ホームページの活用として、卒業生の学校リストをホームページに掲載 

３）新築リース宿舎のＰＲを行い、病院見学時に新築リース宿舎の見学を行った

結果、新卒看護師13名中宿舎希望者が11名と増えた。 

４）看護学校および高校への就職説明時に奨学金制度のＰＲを行った。 

５）学会や研修等への費用支援、二交替制の導入を行った結果、退職者が22年度

42名であったところが23年度は26名と減少。 

６）病棟クラーク、病棟薬剤師への業務分担により看護に専念できる体制を取り、

導入した病棟において退職者数が減少した。 

 

３ 専門的技術を有する優秀な人材の確保 

 

従来より研究職の採用にあたっては公募による採用を行っていたが、平成22

年度からは、医療職、研究職の部長・医長・室長等、専門性の高い職員の採用に

あたっては、全て公募による採用方法とした。 

  

【採用実績】 

22年度   ５人 

23年度   ９人 

 

４ その他離職防止対策など 

 

医師、看護師等全職種を対象に、女性が子育てをしながら働きやすい環境を整

備するため、院内保育所を設置し子育て支援を行っているが、23年度からは保育

時間について見直しを行った。また、夜間保育の実施に向けた準備を行った。 

保育時間 8:00～18:00 → 8:00～19:00。 

 

（２）指標 
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３．その他の事項 

 

中期目標に基づきセンターのミッショ

ンを理解し、ミッションを実現するため

に必要なアクションプランとして中期計

画を立て、具体的な行動に移すことがで

きるように努めること。またアクション

プランやセンターの成果について、一般

の国民が理解しやすい方法、内容で情報

開示を行うように努めること。 

 ミッションの確認、現状の把握、問

題点の洗い出し、改善策の立案、翌年度

の年度計画の作成等に資するため、定期

的に職員の意見を聞くよう、努めること。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

センターの平成２２年度期首におけ

る職員数を４３４人とするものの、医

師、看護師等の医療従事者は、医療ニ

ーズに適切に対応するために、変動が

見込まれるものであり、中期目標の期

間においては、安全で良質な医療の提

供に支障が生じないよう適正な人員配

置に努める。 

特に、技能職については、外部委託

の推進に努める。 

 

（参考） 

中期目標の期間中の人件費総額見込み 

１６，０２２百万円 

 

４．その他の事項 

 

センターのミッションを理解し、ミ

ッションを実現するために必要なアク

ションプランを立て、具体的な行動に

移すことができるように努める。 

また、アクションプランやセンター

の成果について、一般の国民が理解し

やすい方法、内容で情報開示をホーム

ページ等で行うように努める。 

ミッションの確認や現状の把握、問

題点の洗い出し、改善策の立案、翌年

度の年度計画の作成等に資するよう、

職員の意見をセンター内メール・シス

テム等にて聴取を行うよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全で良質な医療の提供に支障が生

じないよう、適正な人員配置に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他の事項 

 

センターのミッションを理解し、ミ

ッションを実現するために必要なアク

ションプランの作成に取組む。 

また、アクションプランやセンター

の成果について、一般の国民が理解し

やすい方法、内容で情報開示をホーム

ページ等で行うように努める。 

ミッションの確認や現状の把握、問

題点の洗出し、改善策の立案、翌年度

の年度計画の作成等に資するよう、職

員の意見をセンター内メール・システ

ム等にて聴取を行うよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非常勤職員の採用及びアウトソーシング化、並びに外来診療部門への非常勤看

護師の配置、夜勤専門看護師の導入、療養介助職の採用による介護サービス提供

体制の強化など、実態に見合った職員配置とした。その一方で、研究推進のため

の職員配置、医療サービスの低下を来さないための職員配置、並びに病院勤務医

の負担軽減のための職員配置及び診療報酬施設基準の維持・取得のための職員配

置など必要な措置を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他の事項 

 

（１） アクションプラン 

 

センターのミッションを理解し実践するため、年頭及び年度当初に理事長を始

めとする役員から全職員に対し、訓辞並びにメールにて伝達を行った。 

中期計画及び年度計画達成に向けて、職員は個々のミッションを達成するため

事業を遂行し、職種横断的な対応を必要とするミッションに対しては、ＮＣＧＧ

病院活性化チーム等により、職員の意見や提案を取りまとめアクションプランと

して事業実行案を提供し、その実行プロセスを共有している。 

【問題点への取組】 

職員及び患者等からの意見を聞くため意見箱設置、メールの受付、満足度調査

等を22年度より継続して行っている。提起された問題点に対し、運営会議等にて

協議し対応しているが、改善状況等は、広報並びに掲示等にて公開を行っている。 

平成23年度においては、当センターにおいて弱いと認識されている情報発信機

能を強化すべくホームページの改訂に取り組むとともに、患者及び職員からの病

院のアメニティ・安全性・収益性の問題が多く寄せられたことにより、診療機能

強化、患者サービスの一環を目指した新病棟建築を検討する為、新病棟構想検討

委員会を立ち上げた。 

 

（２） 新病棟計画委員会の活動開始 

 

築４５年になる病院建物は、長寿医療研究センターの病院として、求められる

多くのミッションを果たすのに必ずしも十分な環境機能を有しておらず、それに

ふさわしい新病院建築へ向けて作業が開始された。新病院構想委員会が2011.9

月から２回開催され、各部門から幅広い意見が寄せられ、建造物の建て直しにと

どまらず、それを活用した診療システムの立て直す機会と捉え、より具体的なワ

ーキングに移行する準備が整った． 
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【取組事項】 

新病院建築に向けた新病院構想委員会の立ち上げと運営 

【経過】 

2011.6月に院長から診療科長会議にて説明。8月に新病院構想委員会メンバー

決定。9月、11月に委員会開催。メールで部門から幅広く意見収集し、490件の意

見が集まった。 

 

（３） ホームページ等による情報開示 

 

中期目標、中期計画、年度計画及び財務諸表、事業実績報告書、評価結果等に

ついて、ホームページ上で情報公開している。 

 

（４） ＮＣＧＧ病院活性化チームの活動 

 

ＮＣＧＧ病院活性化チームは、熱意のある中堅・若手職員の積極的な参加を得

て、多職種による15名のメンバーと8名のアドバイザリーボードで構成されてい

る。職員の意見や提案をとりあげていき、センターの運営や経営に反映させるよ

う取り組む活動を行っている。 

平成23年度においては、顔写真入りの職員録（各職員より一言コメントを記載）

を作成し、平成23年10月に電子カルテ上に掲載することで、職員間の連携を取り

やすくするように配慮するなどの活動を行った。 

また、院内における栄養サポートチーム（NST）、感染予防チーム（ICT）、褥

瘡対策チーム、医療安全対策チーム、活性化チーム、緩和ケアチームといった多

職種チームのロゴマークを職員からアイデア募集し、職員間の連携推進、多職種

チームの士気向上に寄与した。 

さらには、活性化チーム主体による、以下の部活動を立ち上げ活性化に向けた

活動を開始した。 

 

① レクリエーション部・・職員間の連携強化・離職防止を目的としたイベント

を企画・実行した。 

② エコロジー部・・東日本大震災の影響を考慮し、節電ポスターを作成し、各

部署への啓発を行った。 

  また、センター敷地内の環境美化のため、11月より毎月１回程度、職員によ

るセンター内の早朝環境美化作業を開始した。 

③ プロモーション部・・職員募集や病院のアピールのためのパンフレットの作

成を行い、病院からの情報発信に寄与した。また、各部署の士気向上・職員の

連携強化のためのポスターを作成した。 

 

3月末日に、活性化チーム活動報告会を開催し、23年度の活動実績の報告と職

員との意見交換を実施した。 

 

【23年度活動実績】 

活性化チーム打ち合わせの開催    23回 
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活性化チームレターの発行       5回 

運営会議への提言           3回  

 

（５）問題点の早期把握 

 

毎月、総長、研究所長、病院長、企画戦略室長による早朝ミーティングを行な

い、幹部が問題点等を早期掌握することで、早期解決への取組を図り、業務改善

へと繋げている。 

 

（６）職員駐車場の有効活用 

 

自家用車通勤の職員に対し、許可証を発行することで職員駐車場の有効活用を

強化した。その結果として、外来駐車場の混雑緩和に繋がり、当センター病院患

者が病院に近い駐車スペースを利用できるようになり、患者サービスを推進でき

た。 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ａ 評価項目１４ 評  定 Ａ 

【評価項目１４ 人事システムの最適化 人事

に関する方針 その他の事項】 

（総合的な評定） 

・業績評価制度について、制度の適切な運用、業務遂行意欲の向上及び業務能力発揮を目的とし

て評価者・被評価者別に説明・研修を行い、制度の理解浸透に努めるとともに精度を高めた。 

・人材の適切な流動性を有した組織を構築するため、在籍出向型の長期研修として実施している

「高齢者医療・在宅医療に係る総合看護研修課程」について、全国の老人保健施設等に対し募

集した結果、平成 23 年度は 3 名を受け入れた。 

・医師と薬剤師等との役割分担を行うため、医師事務作業補助者の増員、病棟クラーク、病棟薬

剤師の導入等それぞれの専門性を活かした役割分担の見直しを行い働きやすい環境整備に努め

た。 

（委員会としての評定理由） 

NCGG 病院活性化チームは、熱意のある中堅・若手職員の積極的な参

加を得て、多職種による 15 名のメンバーと 8 名のアドバイザリーボー

ドで構成され、職員の意見や提案をとりあげ、センターの運営や経営に反

映させるよう取り組む活動を行っており、平成２３年度に、顔写真入りの

職員録（各職員より一言コメントを記載）を作成し、平成２３年１０月に

電子カルテ上に掲載することで、職員間の連携を取りやすくするように配

慮するなどの活動を行ったことは評価する。また、人事システムや保育所

等の整備についても評価できる。 

 

 

（各委員の評定理由） 

・平成２２年度から開始した業績評価制度に基づき、職員個々の評価を行

い、平成２３年度の給与に反映させられ、少しずつ改善がなされている。 

・年俸制職員等に業績評価制度を導入し昇給に反映させたことなど人事シ

ステムを改善したこと、院内保育所の保育時間延長や老朽化した職員宿舎

の代わりにリース宿舎を建設するなど職場環境を整備したこと、医師・看

護師の処遇改善を行ったことなど大いに評価できる。 

・人事システムの最適化推進、ＮＣＧＧ病院活性化チームの活動について

評価する。 

・業績評価対象者の拡大実施、外部との人考交流推進、保育時間延長、医

師の変形性労働時間運用、夜勤専門看護師拡大などにより人事システム改

善施策実施を評価する。 

・全国の老人保健施設との人事交流が開始されたことは評価できる。 

・職員宿舎の充実、また院内保育所の設置・運用も評価できる。 

・古くなった病棟（45 年経過）を考慮し、新病院計画委員会の活動が開

始されたことはよいことである。 

・在籍出向型の長期研修の実施は高く評価できる。院内保育所の時間延長

は高く評価できる。さらなる充実が期待される。 

 

［評価の視点］ 

・職員が業務で発揮した能力、適性、実績等を評

価し、職員の給与に反映させるとともに、業務

遂行意欲の向上を図る業績評価制度を導入す

るとともに、適切な運用を行うことにより優秀

な人材の定着を図り、人事制度へ活用すること

により、センター全体の能率的運営につなげて

いるか。 

 

実績：○ 

・全職員に対して業績評価制度を導入し、当該制度の運用を行った。（業務実績９６頁参照） 

・制度の適切な運用、業務遂行意欲の向上及び業務能力発揮を目的として評価者・被評価者別に

説明・研修を行い、制度の理解浸透に努めるとともに精度を高めた。（業務実績９６頁参照） 

 

 

・人材の適切な流動性を有した組織を構築するた

め、国、国立病院機構等独立行政法人、国立大

学法人、民間等と円滑な人事交流を行う体制を

構築しているか。 

実績：○ 

・平成23年度から在籍出向型の長期研修として実施している「高齢者医療・在宅医療に係る総

合看護研修課程」について、全国の老人保健施設等に対し募集要項を作成し、案内を開始する

とともに、ホームページにより募集要項を掲載するなど広く募集を実施した。（研修参加：老

人保健施設１名、ﾊﾝｾﾝ療養所１名、民間医療機関１名）（業務実績９６頁参照） 

・キャリアパス形成支援を行っており、当センターより、海外留学〈1名〉、大学の教授〈1名〉、

准教授〈1名〉、進学・研究員等〈5名〉及び民間企業研究員〈2名〉等、幅広い分野に輩出し

ている。 

・国、国立病院機構及び国立大学法人等との人事交流を行っている。（業務実績９６頁参照） 

・女性の働きやすい環境を整備するとともに、医

師の本来の役割が発揮できるよう、医師とその

他医療従事者との役割分担を見直し、職員にと

って魅力的で働きやすい職場環境の整備に努

めているか。 

実績：○ 

・医師、看護師等全職種を対象に、女性が子育てをしながら働きやすい環境を整備するため、院

内保育所を設置し子育て支援を行っている。（業務実績９７頁参照） 

・医師事務作業補助者の増員、病棟クラーク、病棟薬剤師の導入等それぞれの専門性を活かした

役割分担の見直しを行い働きやすい環境整備に努めた。（業務実績９７頁参照） 

・医師、看護師等の医療従事者については、医療

を取り巻く状況の変化に応じて柔軟に対応し、

経営に十分配慮しているか。 

 

実績：○ 

・医師事務作業補助者の増員、病棟クラーク、病棟薬剤師の導入等それぞれの専門性を活かした

役割分担の見直しを行い、医療を取り巻く状況の変化への対応に努めた。 

（業務実績９７頁参照） 

・幹部職員など専門的な技術を有する者について

は、公募を基本とし、優秀な人材の確保に努め

ているか。 

実績：○ 

・専門性の高い、部長、医長、室長等の採用に当たっては全て公募による採用とし平成2３年度

は９名の採用を行った。（業務実績９８頁参照） 
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評 価 の 視 点 等 自己評定 Ａ 評価項目１４ 評  定 Ａ 

・医療ニーズに適切に対応するために、安全で良

質な医療の提供に支障が生じないような適正

な人員配置に努めているか。 

実績：○ 

・医療サービスの低下を来さないための職員配置、病院勤務医の負担軽減のための職員配置及び

診療報酬施設基準の維持・取得のための職員配置等を行った。（業務実績７１，９９頁参照） 

 

・技能職については、外部委託の推進に努めてい

るか。 

実績：○ 

・非常勤職員の採用及びアウトソーシング化、並びに外来診療部門への非常勤看護師の配置、夜

勤専門看護師の導入、療養介助職の採用による介護サービス提供体制の強化など、実態に見合

った職員配置とした。その一方で、研究推進のための職員配置、医療サービスの低下を来さな

いための職員配置、並びに病院勤務医の負担軽減のための職員配置及び診療報酬施設基準の維

持・取得のための職員配置など必要な措置を行った。（業務実績７１，９９頁参照） 

・センターのミッションを理解し、ミッションを

実現するために必要なアクションプランを立

て、具体的な行動に移すことができるよう努め

ているか。 

 

・アクションプランやセンターの成果について、

国民が理解しやすい方法、内容で情報開示を行

うよう努めているか。 

 

・ミッションの確認や現状の把握、問題点の洗い

出し、改善策の立案、翌年度の年度計画の作成

等に資するよう、職員の意見を聴取するよう努

めているか。 

 

実績：○ 

・センターのミッションを理解し実践するため、年頭及び年度当初に理事長を始めとする役員か

ら全職員に対し、訓辞並びにメールにて伝達を行った。（業務実績９９頁参照） 

・中期計画及び年度計画達成に向けて、職員は個々のミッションを達成するため事業を遂行し、

職種横断的な対応を必要とするミッションに対しては、ＮＣＧＧ病院活性化チーム等により、

職員の意見や提案を取りまとめアクションプランとして事業実行案を提供し、その実行プロセ

スを共有している。（業務実績９９頁参照） 

 

・中期目標、中期計画、財務諸表及び事業報告書等についてホームページ上で情報公開している。 

 （業務実績１００頁参照） 

・意見箱、メール、活性化チームからの提言等により職員からの意見を広く集め、理事会、運営

会議等で協議等を行い改善状況等は公表されている。（業務実績９９頁参照） 

 

・法人の業務改善のための具体的なイニシアティ

ブを把握・分析し、評価しているか。（政・独

委評価の視点） 

実績：○ 

・業務能力向上のための研修や経営改善セミナー、診療報酬請求漏れ改善セミナーなどを実施し、

職員の能力開発の取組みを行っている。（業務実績７７，８０頁参照） 

・業務改善の取組を適切に講じているか。（業務

改善の取組：国民からの苦情・指摘についての

分析・対応、国民が疑念を抱くことのない開か

れた法人運営、目安箱等職員からの提案を受け

付けるための仕組みの構築、改善に取り組む職

員を人事上評価しているか等）（厚労省評価委

評価の視点） 

実績：○ 

・意見箱、メール、活性化チームからの提言等により職員からの意見を広く集め、理事会、運営

会議等で協議等を行い改善状況等は公表されている。また、病院においても患者・家族からの

意見を取り入れる意見箱を設置し、寄せられた意見をもとに改善に取り組んでいる。 

（業務実績９９頁参照） 

・毎月、総長、研究所長、病院長、企画戦略室長による早朝ミーティングを行ない、幹部が問題

点等を早期掌握することで、早期解決への取組を図り、業務改善へと繋げている。 

（業務実績１０１頁参照） 

・国民のニーズとずれている事務・事業や、費用

に対する効果が小さく継続する必要性の乏し

い事務・事業がないか等の検証を行い、その結

果に基づき、見直しを図っているか。（厚労省

評価委評価の視点） 

実績：○ 

・国民のニーズとずれている事務・事業や費用に対する効果が小さく継続する必要性の乏しい事

務・事業については、適切な運営、経営改善の観点から不断の見直しを行っている。共同購入

の実施、契約単価の見直しによる材料費の節減、役務契約の費用削減、一般管理費の節減等の

取組みにより経費の縮減を図った。（業務実績７５～７７頁参照） 

 


